
第1章

平成7年 情報通信の現況

情報通信 をめぐる指標 の変化 をみ ると、7年 度 においては、PHSサ ー ビスやVPNサ ー ビス

の開始 及び移動通信サー ビス、専用サービスの料金値下げ等、サービスの多様化 ・料金の低廉化

が進展す るとともに、携 帯 ・自動車電話の契約者数が1年 間で2倍 以上 に増加 した。

また、6年 度末か ら7年 度末 にか けて、第一種 電気通信事業者 は111社 か ら126社 へ、地上系放

送事業者 は205社 か ら225社 へ と、1年 間で それぞれ事業者数が13.5%、12.2%増 加 した。6年 度

の経営動向 につ いては、全産業の営業収益 が横 ばいであ る中、第一種 電気通信事業者 の電気通信

事業営業収 益が対前年度比7.3%増 、地上系民間放送事業者の営業収益が対前年度比3.0%増 とな

っている。

さらに、我が国の情報流通量、情報 ス トック量及び1青報通信機器 ス トック量の推 移を見 る と、

発信情報量、選択可能i青報量及びi青報 ス トック量 は、昭和59年 度か ら6年 度 までの10年 間 に実質

国内総生産が1.37倍 となったのに対 して、同期間 にそれぞれ2.43倍 、2,05倍 、1.54倍 とな り、情

報通信機器 ス トック量 は、昭和60年 か ら4年 までの7年 間に実質国内総生産が1.25倍 となったの

に対 して、2.12倍 となってお り、 ともに実質国内総生産を上 回 る伸 びを示 してい る。 また、情報

通信環境整備及び情報通信利用度の二つの側面か ら都道府県別 に地域 の情報化の状況 を見てみ る

と、 ともに地域 による格差が大 きく、特 に、情報通信利用度につ いては、最 も高い東京都 と最 も

低 い鹿児島県 との間 には、指標で3倍 以上 の格差があ る。
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一 ■■・第1章 平成7年 情報通信の現況

第1節 情報通信サービスの動向

情報通信サー ビスの動向を、国内情報通信 と国際情報通信 の それぞれにつ いて見 る。国内情報

通信 の うち、電気通信サービスについては、携帯 ・自動車電話サ ー ビスの契約数(7年9月 末・

対前年同期比130.7%増)、 無線呼 出 しサービスの契約数(同17.0%増)、 高速デジタル伝送サー ビ

スの回線数(同96.3%増)、ISDNサ ー ビスの基本 インタ フェース回線数(7年12月 末、対前年

第1-1-1図 国 内情 報通 信 の 動 向
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・ISDN回 線 数

1,198回 線(63年 度 末)

→407 ,854回 線(7年9月 末)
・都 市 型 ケーブルテレビ契 約 数

10,898契 約(62年 度 末)

→2 ,212,878契 約(6年 度 末)
・携 帯 ・自動 車 電 話 契 約 数

62,103契 約(60年 度 末)

→6 ,669,905契 約(7年9月 末)
・高 速 デ ジ タル 回 線 数

640回 線(60年 度 末)

→51 ,894回 線(7年9月 末)
・NHK衛 星 放 送 契 約 数

1,207,000契 約(元 年 度 末)

→6 ,920,000契 約(7年9月 末)
・無 線 呼 出 し契 約 数

2,156,000契 約(60年 度 末)

→10 ,330,025契 約(7年9月 末)
・無 線 局 数

3,813,604局(60年 度 末)

→10β33 ,755局(6年 度 末)
・内 国 郵 便 物 数

17,071,465通(60年 度)

→23 ,911,544通(6年 度)
・加 入 電 話 契 約 数

45,299,346契 約(60年 度 末)

→60 ,775,287契 約(7年9月 末)
・NHK受 信 契 約 数

31,509,288契 約(60年 度 末)

→35 ,027,169契 約(6年 度 末)
・電 報 通 数

40,656通(60年 度)

→43
,288通(6年 度)

60616263元234567年9月

(年度末)郵政省資料により作成

(注)11SDN回 線 数、都市型 ケーブルテレビ契約数は[昭和63年 度 末、

と した。

21SDN回 線 は基本インターフェースの回線数てある。

NHK衛 星放送契約数は元年度を10e
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第1節 情報通信サービスの動向

「単 位:指 数)
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ll3.2
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lll.1

39i.1

163.2

100.0

1008.4

102.0

104.2

363.3

129.9

ユ18.4

元

ll5.8

788.3

197.0

563.8

1348.1

106.7

105.3

100.0

1785.7

147.ユ

125.2

2

120.4

1397.8

235,7

2279.9

1777,3

109.4

106.5

194.8

3671.8

169.6

132.9

3

124.2

2219.1

274.2

7023.3

2374.4

ll5.5

107.7

315.7

6699.8

ユ98.6

139.5

4

127.3

2757.6

31r).2

13089.4

3148.0

ll4.9

109,〔,

414.3

9867.5

217.4

142.1

5

129,9

3432.0

374.0

19598.2

4130.9

[10.7

llo.1

484.7

1495】.3

22(,.1

142.6

6

132.3

6974,5

433.8

28143.1

6289.4

106.5

lll.2

545,2

20305,4

284.1

140.1

7.9

134.2

/0740,1

479.1

34044.6

8108.4

573.3

同期比48.1%増)が 大 きく伸 びてい る。放送サービスにつ いては、都市型 ケーブルテレビの契約

数(6年 度末、対前年度末比35.8%増)、NHK衛 星放送の契約数(7年12月 末、対前年同期比12.3

%増)が 大 きく伸びている。電波利用 につ いては、無線局数(6年 度末、対前年度末比29.1%増)

が大 きく伸びている。郵便サービスについては、6年 度 に13年 ぶ りに減少に転 じた内国郵便の引

受物数 は、7年 度 は、6年 度 に比べ好転 している(第1-1-1図 参照)。

一方、国際i青報通信 の うち、電気通信サービスについては、国際電話取扱数(6年 度、対前年

度比13.7%増)は 増加 している一方で、国際テレックス取扱数、国際電報取扱数 は年 々減少 して

い る(第1-1-2図 参照)。
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(単位:指 数)
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

1国 内情報通信の動向

(1)電 気通信サ ービス

ア 電話サービス

㈲ 契約数 及びサー ビス提供地域

(NTT)

NTTの 加入電話契約数 は、7年9月 末現在6 ,072万 契約(対 前年同期比1.9%増)と なっている・

また、加入電話契約 を事務用 と住宅用 とに分 けて見 ると、7年9月 末現在、事務用は!,884万 契

約(対 前年同期比1.3%増)、 住宅用 は4,187万 契約(同2.1%増)で ある。伸 び率 は、3年 度以降

事務用の伸 び率が住宅用 よ りも小 さい傾向が続 いている(第1-1-3図 参照)。

第1-1-3図NTTの 事務 用 ・住宅用一般加入電話契約数及び伸び率(対 前年同期 比)の 推移

c万契約)
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[==コ契約数(事 務用)

[=コ 契約数(住 宅用)

+伸 び率(事 務用)

+伸 び率(住 宅用)

60616263元234567年9月 末

(年度末)

NTT資 料 によ り作成

(注)昭 和63年 度 より事務用一般加入電話 に集団電 話(事 業 所集団電 話、地域 集団電話)を 含め る。

年度末

住宅用
一般加入電話

事務用
一般加入電話

一般加入電話

総数(M▼r)

契約数

伸び率

契約数

伸び率

契約数

伸び率

60

3,115

3.1

1,371

2.8

4,486

3.0

61

3,207

3.0

1,425

3.9

4,632

3.3

62

3,3!9

3.3

1,484

4.1

4,798

3.6

63

3,436

3.7

1,597

4.7

5,034

4。8

(単位:万 契約、%〉

元

3,563

3.7

1,677

5.0

5,241

4.1

2

3,700

3.8

1,748

4.4

5,448

4.0

3

3,822

3.3

1,799

2.9

5,621

3.2

4

3,930

2.8

1,829

1.7

5,760

2.5

5

4,030

2,5

1,848

1、0

5,878

2.1

6

4,工17

2.2

1,871

1.2

5,988

1.9

7.9

4,187

2.1

ユ,884

1.3

6,072

lq

(新第一種電気通信事業者)

長距離系新 第一種電気通信事業者3社(第 二電電㈱、 日本 テレコム㈱及び 日本高速通信㈱ 〉の

市外電話サー ビス契約数(ID登 録数の3社 単純集計)は 、7年9月 末現在、3,066万 契約(対llq

一4



第1節 情報通信サービスの動向

年同期比9.5%増)と なっている。

また、 これ ら長距離系の新事業者3社 は、 いずれ も全都道府県(都 道府県内の一部地域の場合

を含 む。)で サー ビスを提供 している。

一方
、地域系新第一種電気通信事業者 の うち、唯一加入電話サー ビスを提供 している東京通信

ネ ッ トワー ク㈱ の加入電話契約数 は、7年9月 末現在1万7,038契 約(同5L4%増)で あ り、 そ

のサー ビス提供地域 は、東京、神奈川、千葉、埼玉、群馬、栃木、茨城 、山梨及び静岡の9都 県

であ る(都 県内の一部 の地域の場合を含 む)。

(イ)ト ラピック

(総通話回数 ・総通話時間)

6年 度における総通話回数 と総通話時間(NTT、 第二電電㈱、 日本 テレコム㈱、 日本高速通

信㈱ 及び東京通信ネ ッ トワーク㈱の5社 合計)は 、 それぞれ832.6億 回(対 前年度比4.8%増)、39

億4千 万時間(同3.9%増)と なっている。伸び率は前年度 に比べ総通話回数で2.0ポ イン ト、総

通話時間で1.0ポ イン ト高 くなっている。

総通話回数 をNTTと 新事業者(4社 の合計)別 に見 ると、NTTが 前年 度に比べ4.1%増 であ

るの に対 して、新事業者 は14.9%増 と大 きく伸びてお り、総通話回数に占める新事業者のシェア

は、前年度に比べ0.6ポ イン ト増 の7.2%と なっている。

第1-1-4図NTT、 新事業者の通話回数 におけるシェア

(1)総 通 話 にお けるシ ェア

牟
度

新 事 業 者

52.0億 回

(15.8/6.6)

NTT

742.4億 回

(2.0/93.4)

総 通話 回 数

794.4億 回

(2.8/100.0)

6
年
度

新事 業者

59.8億 回

(14.9/7。2)

NTT

772,8億 回

(4,1/92.8)

0 100200300400500600700800

総 通 話 回 数

832.6億 回

(4.8/100.0)

(億 回 〉

(2)県 間通話におけるシェア

県 間 通 話

151.3f意 回

(4.7/19.0)

牟
度 新 事業 者

44.0億 回

(13.7/29ユ)

NTT

107.3億 回

(1.4/70.9)

県 内 通 話

643,1億 回

(2。4/81.0)

総 通 話 回 数

794.4fき 回

(2.8/100.0>

新 事 業 者

163.5{1愚 回

(8,1/19.6)

皐
度 新 事業 者

51.1億 回

(16,1/31.3)

NTT

112.4億 回

(4.8/68.7)

県 内 通 話

669.1億 回

(4。0/80,4)

総 通話 回 数

832.6億 回

(4、8/100.0)

0
(億[[])1(10200300400500600700800
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

(3)東 京都、大阪府、愛知県相互の通話 におけるシェア

欄 一[1
で書・

度騰 悔
と,

県内通 話 回 数

151,3工琶[i司

(47/1000)

東京 都、大阪 的

裳 知 県相 亙 問 →

8.1億 回
6(80/4.9)

年

度 新 事業 者
一

4.4f意iir1

(7.3/541)

「]

田
NTT
37億 回

(88/459)

県 内通 話 回 数

163.5乖邑回

(81/100.0)

(億 回)0100
200300400500600700800

郵 政 省 資料 によ り作 成

(注)()内 は 、対前 年 度f巾び 率/構 成 比:%。

また、県間通話回数に占める新事業者のシェアは、前年度に比べ2.2ポ イント増の31.3%と なっている。

さらに、東京都、大阪府、愛知県相互の通話回数 に占め る新事業者 のシェアは、前年度 に比べ

0.3ポ イン ト減の54.1%と なった(第1-1-4図 参照)。

(距離段階別通話回数 ・通話時間)

総通話回数及 び総通話時間を 「区域 内通話」(3分 間の通話が10円 で かけ られ る単位料金 区域

の中に終始す る通話)、 中距離の 「100km以 内」及び遠距 離の 「100km超 」のよ うに距離段階別 に

分 ける と、区域内通話の通話回数及び通話時間は、528.6億 回(総 通話回数の63,5%)、22.3億 時

間(総 通話時間の56.5%)、100km以 内の通話が227.9億 回(同27.4%)、12.5億 時間(同31.7%)、

100km超 の通話が76.!億 回(同9.1%)、4.7億 時間(同1!.8%)で あ る。総通話に対 して、区域 内

通話の占める割 合が減少 し、市外通話(「100km以 内」及び 「100km超 」の通話)の 占め る割合が

増加す る傾 向にあ る。

さ らに、NTTと 新事業者別 に市外通話の通話回数及び通話時間を見 ると、NTTに つ いては、

244.3億 回(対 前年度比6.4%増)、13.8イ 意時間(同4.1%増)で ある。一方、新事業者 につ いては、

59.7億 回(同!4.9%増)、3.31億 時 間(同16.1%増)で あ り、 ともに伸 び率はNTTに 比べて大 き

い(第1-1-5図 参照)。

(一回当た りの通話時間別通話回数)

総通話回数 を一回当た りの通話時間別 に見 ると、!分 以内の通話 の回数が438.5億 回で最 も多

く、 シェアは総通話回数の52.7%(対 前年度比0.7ポ イン ト増)を 占めている。 また、 いずれの通

話時間 における通話 も増加傾 向にあ るが、中で も1分 以内の通話 は、前年度 よ り6.2%増 加 してい

る。

NTTと 新事業者別 に通話回数の構成 を見 る と、NTT、 新事業者 ともにシェアが増加 してい

る通話は1分 以 内の通話で、それぞれ、前年度 よ り0.8ポ イン ト増の53.4%、 同1.0ポ イン ト増の

43.7%と なってい る(第1-1-6図 参照)。

(時間帯別通話回数)

1日 の時間帯別 に総通話回数の構 成比 を見 ると、昼間(8時 か ら19時)は76,8%(対 前年度比

一6



第1節 情報通信サービスの動向一

第1-1-5図 電話サー ビス 距離段階別通話 回数及び通話時間

(1)NTTと 新 事 業者4社 合計の距 離段階別通 話回数 及 び通 話時間

通話回数(億 回)区 域内100km以 内100km超

5
年

度

6

年
度

512.8

(1.8/64.6)

211.4

(4.8/26.6)

528.6

(3.1/63.5)

227.9

(7.8/27.4)

70.2

(5.1/8

76.1

(8.5/9

総 通 話 回 数

794.4f意[団8)

(2.8/100.0)

総 通 話 回 数

832.6億 回1)

(4.8/100.0)

通話時間(百 万時間) 区域内 100㎞ 以 内 100km超

5

年
度

6
年

度

21.8

(1.9/57.5)

11.8

(4.1/31.1)

4.3

(4,8/11.4

22.3

(2.1/56.5)

12.5

(5,8/31,7)

4.7

(7.4/11.8:

総 通話 時 間

37.9億 時 間

(2.9/100.0)

総 通話 時 間

39.4億 時 間

(3.8/100.0)

0 102030405060708090100(%)

(2)NTTの 市外通話における距離段階別通話回数及び通話時間

通話 回 数(f意 回) 100km以 内 100㎞ 超

5

年

度

6

年
度

1894

(3,1/82.5)

40.2

(0.5/17.5)

総 通 話 回 数

229.6f意 回

(2.6/100.0)

202.8

(7,1/83.0)

41.1

(3.1/17.0)

総 通 話 回 数

244.3イ 意回

(6.4/100.0)

050

通話時間(百 万時間)

100

100km以 内

150 200

100㎞ 超

250(イ 意回)

5

年
度

6

年

度

10.7

(2.2/80.3)

2.63

(3,1/19.7)

総通 話 時間

13.3億 時 間

(1.1/100.0)

11.2

(5.0/81.0)

2.61

(0.8/19.0)

012345678910111213

総通 話時 間

13.8億 時 間

(4.1/100.0)

14(億 時 間)

(3)新 事業者4社 の市外通話における距離段階別通話回数及び通話時間

通話回数(億 回)100km以 内100km超
5

年
度

6

年
度

22.0

(20.9/42.3)

30.0

(12.4/57。7)

総 通 話 回 数

52.0億 回

(15.8/100.0)

25.0

(13.7/4L9)

34.7

(15.8/58.1)

総 通 話 回 数

59.7億 回

(14.9/100.0)

01020

通 話時 間(百 万時 間)100km以 内

30

100km超

40 50 60(億 回)

5
年

度

6

年
度

1.13

(27.0/39.6)

1.72

(19.4/60.4)

総通 話 時間

2.85億 時間

(22.3/100.0)

1.29

(14.2/39.0)

2.02

(17.4/61.0)

総 通 話 時 間

3.31f意 旧寺「11日]

(16.1/100.0)

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5(億 時間)

郵政 省 資料 に よ り作成

(注)()内 は、対 前 年度 伸び 率/構 成比,%.
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-1-6図 電話サ ー ビス ー回 当た りの通話時間別通話 回数

(1)NTTと 新事業者4社 の合計

1分 以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

5

年
度

6
年
度

4128億 回

(37/520)

2264億 回

(19/285)

4385億 回

(62/527)

2349億 回

(37/282)

625f・

(14/7

回

)

643f・

(29/7

回

7)

489億 回

(17/62)

503億 回

(28/60)

43.7乙 意[ロJ

(2.8/5.5)

44,7億 「」】

(-2.1/5.4)

0102030405060708090100(%)

(2)NTTの 通話時間別通話回数

1分 以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

5
年
度

6

年度

3906億 回

(31/526)

2095億 回5

(11/282)(

4123億 回

(56/534)

2159億 回58

(31/279)(2

2億 回

3/77)

億 回

/76)

447億 回

(04/60)40 .4億 回

(1.2/5.4)

455億 回

(18/59)40 .7f意 回

(0,8/5.3)

0102030405060708090100(%)

(3)新 事業者4社 の通話時間別通話回数

1分 以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分以上

5
年
度

6
年
度

222億 回

(153/427)

169億 回5意 回

(137/324)(14/102)

262億 回

(177/437)

189億 回60f意 回

(121/316)(18/99)

43億 回

(182/82)3
.3億 回

(29.0/6.4)
49億 回

(138/81)3
.9億 回

(18.0/6.6)

0102030405060708090100(%)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)()内 は 、対 前年 度伸 び 率/構 成比:%

0.5ポ イン ト減)、 夜間 ・深夜早朝(19時 か ら翌朝8時)は23.2%(同0.5ポ イン ト増)で あ り、昼

間の割合が減少 し、夜 間 ・深夜早朝 の割合 が増加す る傾向にある。

NTTと 新事業者別 に通話回数総数にお ける時間帯別の通話回数構成比 を見 ると、NTTで は

昼 間が76.3%(同0.5ポ イン ト減)、 夜間 ・深夜早朝が23.7%(同0.5ポ イン ト増)、 新事業者で は

昼間が83.9%(同1.4ポ イン ト減)、 夜間 ・深夜早朝 が16.1%(同1.4ポ イン ト増)で あ る(第1-

1-7図 参照)。

(ウ)加 入者線 交換機端子数

7年9月 末現在 のNTTの 加入者線交換機 の総端子数 は、6,337万 端子(対 前年同期比0.8%増)

であ る。 また、すべての端子がID送 出可能端子であ り、NTTの 全加入者 は長距離系新事業者

と加入契約が可能 となってい る。 さ らに、高度な電話サー ビスや料金の多様化 を実現 す るための

基礎 となるデ ジタル交換機 の端子数 は5,434万 端子で、総端子数 に占め る比率 は85.7%(同8.5ポ

イン ト増)で あ る。

一方
、新事業者であ る東京通信ネ ッ トワーク㈱ の加入者線交換機の総端子数 は、7年9月 末現

8



第1節 情報通信サービスの動向一

第1-1-7図 電話サ ービス 時間帯別通話回数の構成比

(%)
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郵政省資料により作成
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在、5万6,985端 子(対 前年同期比87。7%増)で あ り、全端子がデ ジタル交換機の端子で、ID送

出可能端子で ある。

国 電話サー ビスの多様化

利用者の高度化 ・多様化す るニーズに対応 して、新 しい電話サービスの実用化が進 め られてい

る。7年 度か ら新 たに提供 された り、あ るいは機能が拡充 された主 なサービスは、以下の とお り

で ある。

(VPNサ ービス)

VPNサ ー ビス とは、特定のユーザグループ間においてあ らか じめ登録 した内線番号を回す と、

電話会社側で 自動的に一般の電話番号に変換 し、相手側 につなぐサービスで あ る。既 にNTTに

つ いては6年2月 か らサー ビス提 供中であったが、7年5月 か ら新たに第二電電㈱ 、日本 テレコ

ム㈱、 日本高速通信㈱ によ りサー ビスが提供 されている。

(キャッチホ ン1サ ー ビス)

キャ ッチホンIIサ ー ビス とは、現行のキャ ッチホン機 能に加 え、話 し中に割 り込みがあって も

出 られない時 に音声メ ッセー ジ蓄積装置が代 わって応答 し割 り込み者のメ ッセー ジを録音す る と

ともに、録音後 に契約者 に通知 し、契約者はダ イヤル操作 によ り音声 メッセージ蓄積装置 にアク

セス し、割 り込み者のメ ッセー ジを聞 くこ とがで きるサー ビスであ る。 このサー ビスが、7年7
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

月か らNTTに より提供 されている。

(迷惑電話防止サービスの機能拡充)

迷惑電話防止サー ビスは、 いたず ら電話等、受信者 が受信 した くない通話 を事前 に登録 してお

き、 その通話 をブ ロックす るサービスであ り、6年8月 か らNTTに よ りサー ビスが提供 開始 さ

れて きた。 このサー ビスの利用者の要望 にこたえるため、拒否登録 を した電話番号 を一括で 削除

す る機能 に加 え、最後 に登録 した順番 に一つずつ解除で きる機能、拒否登録 した電話番号か ら迷

惑電話が どれ くらい掛 かって きたか効果 を確認す る機能拡充が、8年3月 か ら実施 されている・

(フ リーダイヤルサ ービスの機能拡充)

フ リーダ イヤルサー ビスは、 昭和60年12月 か らNTTに よ りサー ビスが提供開始 されて以来・

様 々な機能拡充が行 われてきたが、更 な る利便 向上 のため、 フ リーダ イヤル用の迷惑電話防止サ

ー ビス
、 フリーダ イヤル番号通知サー ビス、発信地域指定の細分化等の機能拡充が、7年9月 か

ら実施 されている。

(ダイヤルQ2サ ービスの改善)

ダ イヤルQ2サ ービスは、元年7月 か らNTTに よ りサービスが提供開始 されて きたが、一部

の悪質 なアダル ト情報 の提供等 に利用 されて、青少年 に悪影響 を与 える番組の登場、高額利用の

料金請求、他人の電話回線の無断利用 による不正通話等が社会的な問題 となっていた。 これにこ

た えるため、7年11月 か ら、特 定者だ けに利用可能 とす るパ スワー ドの導 入や、利用者 が番組内

容等 を確認す るた めの一定時間につ いては情報料が掛 か らない 「番組 冒頭 における情報料非課金

時 間」の導入が行 われた。 また これ と併せ て、ダ イヤルQ2サ ー ビスの新たな利用形態 に対応す

るため、従来の利用時間に応 じて情報料 を課金す る方式 に加 え、利用時間 に関係 な く利用 ご とに

一定の情報料 を課 金す る 「定額課金」 も導入 されている。

(各種網機能サービス)

オープンネ ッ トワー ク協議 会(注')における第二種電気通信事業者等 か らの要望 にこた えるため、

7年7月 か らNTTに よ り話中時転送サー ビス(現 行のキャッチホン機能 に加 え、話 中に掛 かっ

て きた電話 をあ らか じめ指定 した転送先に転送す るサービス)、転送元電話番号受信サー ビス(話

中時転送サー ビスによ り転送 されて きた転送元の電話番号 を着信者が受信で きるサー ビス)等 の

各種網機能サービスが提供 されてい る。

(「114番」 による話中調べ専用番号の新設等)

NTTに よる話中調べや故障問い合わせは、 これ まで 「113番」をダ イヤルす るこ とによ り自動

応答装置が応答 し、ガ イダ ンスに従 ってサービスを選択す るようになっていたが、迅速 な対応が

求 め られ る故障問 い合わせ については、利用者か ら改善の声が寄せ られていた。 これにこた える

ため、8年2月 か ら、 「113番」を故障問い合 わせ等の専用番号 とし、 「114番」を自動応答 装置 に

よる話中調べ専用の番号 として新設す ることとなった。

イ 移動通信サービス

(ア)携 帯 ・自動車電話サー ビス

(契約数及びサービス提供地域)

携 帯 ・自動車電話サー ビスの総契約数(NTTDoCoMo等 地域別9社 と新 第一種 電気通信事 業

者15社 の合計)は 、7年9月 末現 在666万9,905契 約(8年3月 末現在1,020万4,023契 約)で あ り、

対前年 同期比130.7%増 と加入電話 と比べて大幅 に伸 びている(第1-1-8図 参照)。
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第1-1-8図 携帯 ・自動車電話契約数及び伸び率(対 前年同期比)の 推移
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1単.位:万 契約 、%)

年度末

NTTDQCoMo等 の契 約 数

新事業者の契約数

携帯 ・自動車電話

契約数の伸ひ率

一般加入電話

契約数の伸び率

60

6.2

55.O

3.0

61

9.5

53.2

3.3

62

15,ユ

58,9

3,6

63

23.9

0.4

60.9

4.8
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4.2
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54,9

31.9
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4.0

3

84.6

53.2

58.8

3.2

4
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68.5

24.2

2.5

5

132.2
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24.5

2,1

6

220,6

212,5

103,2

1.9

7.9

327.4

339.6

130.7

1.9

7年9月 末現在、 総契約数 をNTTDoCoMo等 及び新事業者別に見 ると、NTTDoCoMo等 の契

約数は327万4,310契 約(対 前年同期比99.0%増)、 新事業者 の契約数は339万5,595契 約(同172.6

%増)で 、新事業者の シェアは前年同期 よ り7.8ポ イン ト増の50.9%と な り、NTTDoCoMo等 の シ

ェァを上 回った。 また、総契約数 をアナ ログ及びデ ジタル方式別 に見 る と、 アナ ログ方式 の契約

数は438万!,274契 約(対 前年同期比69.5%増)で あるの に対 して、デ ジタル方式は228万8,631契

約(同648.6%増)と 爆発的な増加 を遂げてい る(第1-1-9図 参照)。

携帯 ・自動車電話サービスの提供地域 につ いては、アナ ログ方式の提供区域の人 ロカバー率 は約

95%に 達 しているが、デジタル方式のサービスも、NTTDoCoMo等 又は新事業者 によ り着 実にサ

ー ビス提供地域 を拡大 しつつあ る。

この ような携帯 ・自動車電話サ ービスの著 しい成長の背景 には、1地 域4社 体制(PHSサ ー

ビスを併せ る と、移動体通信市場全体で は1地 域7社 体制)と い う世界的 に見て も激 しい競争市

場 の実現 によ り料金 が急速 に低廉化 ・多様化 したこ と、端末売 り切 り制導入移行の競争促進 によ

る端末の低価格化、技術革新 による小型 ・軽量化、デ ジタル化、電池寿命が向上 した こ と等があ

11■ ■■■ ■



一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-1-9図 携帯 ・自動車電話 アナ ログ方式、デ ジタル方式別契約数の推移
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る。 また、7年7月 か ら開始 したPHSサ ー ビス との相乗効果が働 いたこ とも市場成長の要因 と

なっている(第1-1-10図 参照)。

(トラ ピック)

6年 度 にお ける携帯 ・自動車電話サービスの総通話回数 と総通話時間(NTTDoCoMo等 地域別

9社 、新第一種電気通信事業者15社 の合計)は 、 それぞれ41.7億 回(対 前年度比64.2%増)、1億

467万 時 間(同63.2%増)で あ る。

総通話回数 をNTTDoCoMo等 と新事業者(15社 の合計)別 に見 ると、NTTDoCoMo等 は22.7

億 回(同55.5%増)、 新事業者は19.0億 回(同75.9%増)と なってお り、総通話 回数 に占め る新事

業者の シェアは、前年度 と比べ3.0ポ イン ト増加 して45.5%と なってい る。

距離段階別の通話回数及 び通話時間 を見 ると、160km以 内の通話で は、40.1億 回(総 通話回数

の96.2%)、9,761万 時間(総 通話時間の93.3%)で あ り、160kmを 超 える通話で は、1.7億 回(同

4.1%)、706万 時間(同6.7%)と なっている。160kmを 超 える通話が極 めて少な く、近距離の通

話 を中心 に利用 されているこ とが伺 える(第1-1-11図 参照)。

1回 当た りの平均通話時間を加入電話 と比較 す ると、 加入電話 は2分50秒 で あ るの に対 して、

携帯 ・自動車 電話は約半分の1分30秒 であ り、携帯 ・自動車 電話 は簡潔 な通話 に利用 されている

こ とカ§伺 える。

1日 の時間帯別 に総通話回数の構成比 を見 ると、昼間(8時 か ら19時)は75 .5%、 夜間 ・深夜

早朝(19時 か ら翌朝8時)は24.5%で あ り、夜間 ・深夜早朝 の割合が、NTTと 新事業者 を合わ

せた加入電話(23,2%)に 比べてやや高 くなってい る(第1-1-12図 参照)。

携帯 ・自動車電話 と加入電話 との相互通話の状況 を見 ると、携 帯 ・自動車電話 か ら加入電話へ

発信 した通話回数 は23.7億 回、加入電話か ら携 帯 ・自動車電話へ着信 した通話回数は14.1億[h庄

なってお り、携帯 ・自動車電話が発信 中心 に利用 されてい るこ とが分か る。 また、携帯 ・自動車

■■■12



第1節 情報通信サービスの動向

第1-1-10図 第一種電気通信事業者の携帯 ・自動車電話サー ビスの提供 地域

(7年 度末現在)
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第1-1-11図 携帯 ・自動車電話サービス 距離区分別通話回数 ・通話時間
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

電話相互間の通信 は3 .9億回で、加入電話 とを合 わせた総通話回数874 .3億回の0.4%に とどまっ
てい る(第1-!-13表 参照)

。

(イ)PHSサ ービス

PHSサ ー ビスは、移動通信サービスの一 つであ り、携帯 ・自動車電話 に比べてカバーエ リア
が狭 い・高速移動 中は使用で きないなどの制約があるが

、利用料金が安 く、端末が小型軽量で、

高速デー タ通信 の可能i生を秘 めるなどの特徴 を有 している
。7年7月 か ら首都 圏、札幌 を皮切 り

に・PHSサ ー ビスが開始 され
、8年3月 末現在で は、エヌ ・テイ ・テイパー ソナル通信網グル

ープ9社
・デ ィーデ ィー アイポケッ ト電話グループ9社 、アステルグループ8社 が順次サー ビス

を開始 し、1地 域3社 体制の競争市場が整 った
。

PHSサ ー ビスの総契約数(7年9月 末時 点でサー ビス提供 中であ
ったエヌ ・ティ ・ティ中央

パー ソナル通信網㈱等2社 とデ ィーデ ィーアイ東京ポ ケッ ト電話㈱等2社 の合計)は
、7年9月

末現在/3万2・507契 約(8年3月 末時点でサービス提供 中の各社合計で は
、150万8,114契 約)で

あ る。

第1-1-12図 携帯 ・自動車電話サービス 時間帯別通話回数の構成 比
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第1節 情報通信サービスの動向

第1-1-13表 携帯 ・自動車電話 と加入電話の相 互通話状況

発 信
着 信

携 帯 自 動 車 電 話

加 入 電 話

合 計

加 入 電 話

23.7億 回

832,6億 回

856。3億 回

乃帯 ・自動車電話

3.9億 回

14.1億 回

18.0億 回

合 計

27.6億 回

846。7億 回

874.3億 回

郵政省資料により作成

㈲ 無線呼出 しサービス

無線呼出 しサ ービスの総契約数(NTTDoCoMo等 地域 別9社 と新 第一種 電気通信事業者31社

の合計)は 、7年9月 末現在1,033万25契 約(8年3月 末現在1 ,061万549契 約)で あ り、伸び率

は前年度 に比べやや鈍化 している(3.9ポ イン ト減)も のの対前年同期比17 .0%増 となっている。

契約数が着実 に増加 してい る理由 としては、若年層を中心 とするパー ソナルユー ス としての利用

拡大、無線呼出受信機 の売 り切 り制の導入以降の競争促進 による端末の低価格化、多様化が寄与

しているもの と考 え られ る。

第1-1-14図 無線 呼出 し契約数及び新事業 者のシ ェアの推移

c万 契 約)

1,200

1,000

800

600

400

200

0

[コ 新事業者契約数

[=]NTTDoC。Mo等 契 約数

(3年 度 以前はNTT)

+新 事業者 シェア

(%)
70

60

50

40

30

20

10

0

60616263元234567年9月 末

(年度 末)

NTT、NTTDoCoMo等 、新事業者 によ り作成

〔単 位:万 契 約 、%)

年度末

NTrDoCoMo等 の 契 約 数

新事業者の契約数

新事業者シェア

60

216

6ユ

249

62

274

22

7.4

63

283

69

19.6

元

305

119

28.1

2

344

165

32,4

3

386

205

34.7

4

422

247

36.9

5

495

312

38.7

6

535

400

42.7

7.9

605

428

41.5

15一



一 第1章 平成7年 情報通信の現況

総契約数 をNTTDoCoMQ等 及び新事業者別 に見 ると、7年9月 末現在NTTDoCoMo等 の契約

数 は604万7,874契 約(同15.7%増)、 新事業者 の契約数は428万2,151契 約(同18.9%増)で あ る・

総契約数 における新事業者の シェアは41.5%で ある(第1-1-14図 参照)。

(エ)そ の他の移動通信サービス

第一種電気通信事業者が提供す るその他の移動通信サー ビス としては、NTTが 提供 している

列車公衆電話、NTTDoCoMoが 提供 している船舶電話、航空機公衆電話等 と、新事業者が提 供 し

ているマ リネ ッ ト電話サー ビス、 テレター ミナルサー ビスがある。

ウISDNサ ービス

ISDNサ ービスは、音声、 ファクシ ミリ、データ、日知象等の情報 を大量 に、高品質かつ経済

的 に伝送 したい とい う高度化、多様化す る情報通信 のニーズにこた えるため、サービスご との個

別のネ ッ トワー クで な く、一つのデ ジタルネ ッ トワークによ り統合 して提供 す る公衆サービスて

ある。

ISDNサ ー ビスの普及は、従来 よ り、企業の売上高管理等のPOSデ ータ通信や、 テレビ会

議 等の映像伝送等を中心 に、企業活動 における高速通信向 けに拡大 して きた。

更 に、近年、 インターネ ットやパ ソコン通信 の利用の拡大 に伴 い、一般家庭 において も・IS

DNサ ービスが導入されて きている。これについては、電話回線 に比べて伝送容量 が大 きいため・

インターオ、ッ トやパ ソコン通信へのアクセスが よ り容易であ るこ と、インターネ ッ トやパ ソコン

通信 にアクセス中で あって も、 その間、電話の利用が可能であ ること等のISDNの 利便性 や・

ISDNを 導入す る際に必要 とな る接続装置等の初期費用が近年、低廉化 の動 きにあ るこ とが要

因 として挙 げ られる。

NTTが 提 供 しているISDNサ ービスには、基本 インタ フェースによるサー ビス と、一次群

速度 インタ フェースによるもの とがあ る。8年2月 、インターネ ットやパ ソコン通信 の利用 に対

応す る需要 喚起型のサービス として、深夜早朝時間帯月極定額サービスが導入 されてい る(詳 細

につ いては第1-1-22表 を参照)。

NTTは 長 らく国内 における唯一のISDNサ ー ビスの提供 事業者で あったが、7年10月 か ら

大阪 メデ ィアポー ト㈱ 及び㈱ 四国情報通信ネ ッ トワーク、8年3月 か ら北海道総合通信網㈱、東

北 インテ リジェン ト㈱がISDNサ ー ビスに参入 した。

NTTに よるISDNサ ー ビスの回線数 は、7年12月 末現在、サー ビス提 供地域数が3,478地 域

(対前年同期比!8,3%増)で 、回線数 は、基本 インタフェー スが45万3,187回 線(同48.1%増)、

一次群速度 インタフェー スが8 ,750回 線(同47.2%増)で あ る(第1-1-15図 参照)。

工 専用サー ビス

専用サービスには、高速デ ジタル伝送サー ビス、一般専用サービス、映像伝送サー ビス、 テレ

ビジョン放送 中継サービス、無線専用サービス等があ る。 ここで は、近年伸 び率が著 しい高速デ

ジタル伝送サー ビス と、専用サー ビスの総回線数の9割 以上.を占め る一般専用サ ービスにつ いて

その動向 を概観す る。

(ア〉 高速デ ジタル伝送サービス

高速デ ジタル伝送サービスは、①データ伝送 と電話 を統合 した利用、②LAN相 互間の高速デ

ー タ伝送、③広帯域 を要す るテンビ会議等の企業情報通信ネ ッ トワー ク等の回線 として利用 され

ている。

高速 デジタル伝送サー ビスの総回線数(NTTと 長距離系及び地域系新第一種 電気通信事業 者

16



第1節 情報通信サービスの動向一
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第1-1-15図 量SDNサ ービス回線数及び提供地域数の推移
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3,222
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10

の合計13社 の総 数)は 、7年9月 末現 在 、5万1,894回 線(対 前年 同期 比96。3%増)と 大 きな伸

び を示 して い る。 この うち新 事業 者 の回線 数 は1万745回 線(同36.4%増)で 、総 回線 数 にお け る

シェ ア は20.7%(同4.9%減)で あ る(第1-1-16図 参照)。

高速 品 目(64kb/s～6Mb/s)の うち、回線 数 の伸 び は、64kb/s回 線(対 前年 同期 比163.8%増)、

128kb/s回 線(同245.3%増)と いった低 速度1・1線で大 きい傾 向 にあ る。 また、新 事業 者 の シェア

は、1.5Mb/s回 線(48.5%)、3Mb/s回 線(44.0%)、6Mb/s回 線(52.6%)と いった高 速 度回線

で大 きい(第1-1-17表 参照)。

超 高速 品 目(50Mb/s、150Mb/s)に つ いて は、従来 か らNTTが 提 供 して いた150Mb/sのMA内

回線 に加 えて、7年5月 にNTTに よっ て150Mb/sのMA外 回線 及 び50Mb/s回 線 が提 供 され る

よ うになっ たほ か、7月 か らは新 事 業 者 が50Mb/s及 び150Mb/s回 線 につ いて順 次提 供 を開始 し

て い る。7年9月 末 の提 供 回線 数 は、50Mb/sが7回 線(す べ て新 事 業者)、150Mb/sが13回 線

(す べ てNTT)で あ る。
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-1-16図 高速デジタル伝送サービス回線数及び新事業者のシェアの推移
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第1-1-17表 高速デ ジタル伝 送サ ービス

回線速度

64kb/s

128kb/s

192kb/s

256kb/s

384kb/s

512kb/s

768kb/s

lMb/s

1.5Mb/s

3Mb/s

6Mb/s

回線数

1,053

5,042

2,923

1,229

3,071

918

2,647

584

2,754

794

713

主な速度別回線数

(単位:回 線、%)

伸び率

(対前年同期比)

163.8

245.3

16.9

108.3

4.7

ll1.5

一2
.9

103.5

15.3

20.9

17.7

新事業者シェァ

ll.8

16.7

32.8

31.0

35.7

41.4

40.0

40.8

48.5

44.0
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第1節 情報通信サービスの動向一

(イ)一 般専用サー ビス

ー般専用サー ビスは
、①電話、 ファクシミリ通信、②銀行の預金業務のオンライン処理、③ 航

空会社の座席予約業務の リアルタイム処理、④流通業のPOSシ ステム等 のデータ伝送、⑤放送

業の ラジオ放送中継等 に利用 されてい る。一般専用サービスには、 アナ ログ伝送 によ り決め られ

た周波数帯域 を利用で きる 「帯域品目」 と、デジタル伝送 によ り速度を保証 している 「符号品目」

があ る。

一般専用サービスの総回線数(NTT 、長距離系及び地域系新第一種 電気通信事業 者13社 の合

計)は 、7年9月 末現在103万4,119回 線(対 前年同期比0.2%減)で あ る。

これを帯域品 目 ・符号品目別 に見 ると、帯域品 目の総 回線数 は69万6,970回 線(同0.7%増)と

伸 びは鈍化 してい るものの、増加傾向にあ る。この うち電話網相 当の規格 を有する3.4kHz回 線 と

音声伝送回線が大部分(帯 域品 目の回線数の98.6%)を 占めてお り、 これ らの回線数の合計 は68

万7,231回 線(同0.6%増)で あ る。

一方
、符号品 目の総 回線数は33万7,149回 線(同2.0%減)と 減少 に転 じた。 これは、符号品 目

の回線の78.3%を 占める50b/s回 線 が26万4,103回 線(同2,4%減)と 減少 した ことによる影響 が

大 きいためで あ る。また、前年同期比で伸びが大 きい回線品 目は、9,600b/s回 線で4万6,615回 線

(同8.6%増)と なっている(第1-1-18図 参照)。

第1-1-18図 一般専用サ ービス回線数の推移
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また、新事業者の総 回線数 は1万9,882回 線であ り、一般専用線 の総回線数 にお けるシェアは

1,9%(同0.1ポ イン ト増)と 小 さい。

オ デジタルデータ伝送サービス

デジタルデータ伝送サー ビスには、回線交換サービス、パ ケ ット交換サー ビス、 フレー ム リレ

ーサー ビス、セル リレーサー ビスがあ る。 ここでは、デジタルデータ伝送サー ビスの総回線数の

9割 以上 を占めるパケ ッ ト交換サービス と、新規サービスであ るフレーム リレーサー ビス・セル

リレーサー ビスにつ いてその動向を概観す る。

(ア)パ ケッ ト交換サ ービス

パ ケ ット交換サー ビスは、データを一定長以下のパ ケッ トに区切 って交換機 に蓄積 して伝送す

るパ ケ ット交換方式 によるデ ジタルデータ伝送サービスであ る。全データの伝送が終 わ るまで回

線 を専有す る回線交換方式に比べ、回線を共有で きるな どの点で効率が良 い。

パ ケ ット交換サー ビスの提供 は、NTTと 中部テレコ ミュニケー ション㈱ によ り行 われてい る。

NTTに よるパ ケッ ト交換サー ビスの回線数 は、7年12月 末現在46万3,052回 線(対 前年同期 比

4.9%増)で ある。特 に、加入電話網 を介 してパ ケ ッ ト交換網 に簡単にアクセスで きる第2種 パ ケ

ッ ト交換サー ビスの回線数 は、7年12月 末現在42万8,682回 線(同6.0%増)で 、伸 びは鈍化 して

いる ものの増加傾向 にあ る(第1-1-!9図 参照)。

第1-1-19図NTTの パケ ッ ト交換サー ビス回線数の推移
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第1節 情報通信サービスの動向

(イ)フ レーム リレーサ ービス

フレーム リレーサー ビスは、 ネッ トワー クにおける処理 を簡素化す るこ とで、従来 か らのパケ

ッ ト交換方式 よ りも高速 のデータ伝送 ・交換 を可能 とす るフレーム リレー方式 によ り、64kb/s

か ら1.5Mb/sま での通信速度 に対応 した、LAN問 通信等 に用 い られ るデ ジタルデータ伝送サー

ビスである。

フレー ム リレーサービスの提供は、5年1月 か らスターネ ッ ト㈱等 の第二種電気通信事業者が

提供 を開始 してお り、6年11月 か ら第一種電気通信事業者 による提供 が行われてい る。8年3月

末現在、第一種 電気通信事業者では、NTT、 日本 テレコム㈱ 、 日本高速通信㈱、第二電電㈱、

東京通信ネ ッ トワー ク㈱及び大阪 メデ ィアポー ト㈱ によ り提供 されている。

第一種電気通信事業者が提供す るフレーム リレーサー ビスの回線数 は、7年12月 末現在1,158

回線(う ちNTTの 回線数は368回 線)で ある(第1-1-20図 参照)。'

第1-1-20図 フ レーム リレーサー ビスの提供状況の推移
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国 内 及 び 国 際 フ レ ー ム リ レー サ ー ビ ス を 含 め た 数 値 。

こ こ で の 「回 線 数 」 は 「加 入 者 回 線 」 の 数 。
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(ウ)セ ル リレーサ ー ビス

セ ノレリレー サー ビスは、 フ レー ム リレー方 式 にお いて行 っ て い るデー タ長 を可 変 とす る処 理 を

省 略 す るこ とに よ り、 さ らに高速 の通信 に対 応 したデ ジタル デ ー タ伝 送サ ー ビ スで あ る。

セ ル リレーサ ー ビ スの提供 は、7年9月 か らNTT、 同年10月 か ら 日本 高速 通信 ㈱ 、 同年11

月か ら日本 電 気㈱ 、同年12月 か ら日本 テ レコム㈱(言鵡 夷役 務で提 供)、 ひ まわ りネ ッ トワー ク㈱ に

よ り開始 されて い る。
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＼
＼

〆詣《＼

＼ 、'妬

1響

通信衛星 「N-STAR」(写 真提供:NTT)

力 衛星 通信 サ ー ビス

通信 衛星3号(CS-3)の 後 継 機 と

して、NTTに よ り7年8月N-STA

Raが 、8年2月N-STARbが 打 ち

上 げ られ た。 また、㈱ 日本サ テ ライ トシ

ス テ ム ズ に よ り7年8月JCSAT-

3が 打 ち上 げ られた。 これ に よ り、衛星

通信 サ ー ビ スは、8年3月 末 現在 、㈱ 日

本サ テ ライ トシ ステ ムズのJCSAT-

1、JCSAT-2及 びJCSAT-3、

宇宙 通信㈱ の スーパ ーバ ー ドA及 び スー

ノ?一バ ー ドB 、NTTのN-STARa、

N-STARbの7機 の 通 信 衛 星 に よ

り行 われ るこ ととな り、 総 トランス ポ ン

ダ(電 波中継器)数 は208本(JCSATの!04本 、 スーパーバー ドの52本 、N-STARの52本)

であ る。 また、通信衛星 を利用 して情報の送受信 を行 う地球局 として無線局免許 を受 けている数

は、7年12月 末現在5,270局 であ る。

キ 電報サービス

電報サービスは、NTTに よ り提供 されてお り、その総通数は6年 度 において4,329万 通で あっ

た。総通数は昭和61年 度以暉 曽加が続 いていたが、4年 度 よ り減 少 し、6年 度 は対前年度比3.8%

の減少 となっている。昭和60年 度以降 にサー ビスが開始 された 「メロデ ィ」、 「押 し花」等の付加

価値 電報 の通数は、2,919万 通(同4.8%増)で あった。付加価値電報の慶弔電報 に占め る割合 は

72.7%と 前年度 に比べて5.4ポ イン ト増加 している。

7年 度一L半期 も6年 度 と同様の傾 向を示 してお り、総通数は1,995万 通(対 前年同期比1.0%

減)、付加価値電報の通数は1,401万 通(同5.9%増)、 付加価値電報の慶弔電報 に占め る割合 は76.4

%(同9.1ポ イン ト増)と なっている。

ク ビデ オテックス通信サービス

ビデオテックス通信サービスは、NTTに よりキャプ テン方式 によるものが提 供されてお り、

その利用契約数は、7年12月 末現在21万2,229契 約(対 前年同期比34.3%増)で あ る。 また、7

年4月 、加入電話回線等 によ りサー ビスの提供 が受 けられ る第1種 ビテオテックス通信網サー ビ

スにおいて、新 たに9,600b/s回 線が提供 されている。

ケ ファクシ ミリ通信網サービス

ファクシ ミリ通信網サービスは、送信1青報の蓄積機能等の付加機能がネ ッ トワー クに付与 され、

ネ ッ トワー クが同報通信等のサービスを提供 す るサー ビスで あ り、NTTに よ り提供 されてい る。

ファクシ ミリ通信網サー ビスの契約数 は、7年9月 末現在72万8,581契 約(対 前年同期比14 .4%

増)で ある。昭和56年9月 にサー ビスを開始 して以来、契約数の伸び率 は鈍化 している。

コ オフ トーク通信サービス

オフ トー ク通信サービ スは、加入電話等 の利用者 に対 して、電話等で使用 されていない時の回

線 を利用 し、情判醍 供 センターか ら音声等 によ り情報提供 を行 うサー ビスであ り、NTTに よ り

提供 されてい る。オフ トー ク通信サービスの契約数は、7年9月 末現在28万2,901契 約(対 前年rl
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第1節 情報通信サービスの動向一

期比8.8%増)で あ り、情報提供 センター数 は192で あ る。

サ 国内電気通信料金

(ア)電 気通信料金の改定

(国内電気通信料金の低廉化)

近年、国内電気通信 の各分 野において料金 の低廉 化が進 んでい る。 日本銀 行が発表 した 「物価

指数 月報」によると、2年 の全サー ビス業の総平均 を100と す ると、7年7月 ～9月 においては、

全サ ー ビス業の平均の指 数は102.8で あり2.8ポイント上昇しているのに対 して、国 内電気通信料金の指

数は89.5で あり、10.5ポイント低下している。特に携 帯・自動車 電言舌(7年7月 ～9月 平均の指 数69.3)、

無線呼出 し(同84.5)、 専用回線(同85。8)の 指 数が大 きく低下 している(第1-1-21図 参照)。

7年 度 においては、電話サービスの基本料金 について、6年 度の第1次 改定 に続 く第2次 改定

が実施 され るとともに、電話サー ビス、携帯 ・自動車電話サービス、PHSサ ービス、専用サービ

ス、ファクシミリ通信網サー ビスの分野で料金 の値下げが実施 されている(第1-1-22表 参照)。

(専用サー ビスにおけるコス ト傾 向と整合 した料金体系への移行)

NTTに よる専用サービスの料金改定に関 し、7年6月 、電気通信審議会か ら、高速デジタル

伝送サー ビスの近距離の基本回線専用料 の引上 げは、 コス トを基礎 とす る料金体系 を目指す もの

で あ り、やむを得 ないが、実施時期 と段 階的実施 方法 について再考す るこ とが適当であ る旨の答

申が出された。 それを受 けて、7年7月 、NTTか ら、値kげ 額 を当初案 よ り抑 え、実施 を8年

度以降に繰 り下げ、2段 階実施であった ものを3段 階実施 にす るなど内容の見直 しを行った再 申

請がなされ、同月、NTTに 対 し専用サービスの料金 の改定が認可 された。 これにより、高速デ

ジタル伝送サー ビスの高速品 目(64kb/s～6Mb/s)に ついては、コス ト傾向 と整合 した料金体系へ

移行す るこ ととなった。 また これ と併せて、エ コノミーサービスの提供、高額利用割引の拡大等

が実施 された。 さらに、一般専用サービスの帯域 品 目(音 声伝送:3.4kHz、 音楽放送:3.4kHz

(S))について料金 の値下げ等が実施 された。

(イ)電 気通信料金の多様化

電話等の料金の競争は、従来、料金 水準面 を中心 に展開 されて きた。 しか し、近年は加入者線

交換機 のSPC(江2)化 の進展 によ り多様 な料金 を導入で きる設備面の環境が整備 されて きた こ と

等 を背景 として、利用者のニーズ、利用形態の多様化等 に対応 した多様な料金が設定 され るよう

にな りつつある。

7年 度においては、電話サービス、専用サー ビス、ISDNサ ービス、デ ジタルデータ伝送サ

ービスの分野で料 金の多様化が実施 されている(第1-1-23表 参照)
。

その中で も、7年8月 にNTTが 実施 した電話サー ビスの深夜早朝時間帯月極定額制サー ビス

は、7年6月 の 「マルチメデ ィア時代のユニバーサルサー ビス ・料金に関す る研究会」中間報告

において、マルチメデ ィア時代 に向 けてパ ソコン通信の普及促進等 を図 る観点か ら、深 夜 ・早朝

時間帯 に定額制料金 を導入す ることが望 ましい と提言 された こ とを受 けた もので ある。8年2月

か らはISDNサ ービスの基本インタフェー スについて も同様のサー ビスが導入されている。

(2)放 送サービス

ア 放送時間 ・放送局数の動向

(ア)放 送時間

NHKに お ける6年 度のチャンネル別の1日 当た り平均 放送時 間は、総合 テレビジ ョン放送が

19時 間46分(対 前年度比45分 増)、 教育 テレビジ ョン放送が18時 間4分(同2分 減)、 ラジオ第1
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第1節 情報通信サービスの動向一

第1-1-22表7年 度 におけ る主な通信料金の改定の状況

分

話

携
帯

自
動
車
電
話

者
NTT

NTT、J

T、DDI、

TW

ドコモ9社

IDO、 セ

ル ラ ー8社

、 デ ジ タル

ホ ン3社 、

ツ ー カー3

ネ土(15案 土)

ド コモ9社

、IDO、

セ ル ラ ー8

社 、 デ ジ タ

ル ホ ン3社

、 ツ ー カ ー

3社(全15

社)

ドコモ9社

ドコモ9社

ドコモ9社

、 工DO、

セ ル ラー8

社 、 デ ジ タ

ルホ ン3社

、 ツー カー

3社(全15

社)

実施年月
710月

83月

7年4月

75月

76月

79月

7年11月

712月

利用料金等の改定の概要wこ 乖用
、 万 、"1深 ・早 帰 の己疋

・事 務用基本料 について、100～150円/月 の値上 げ
・深夜早朝(23時 ～8時)に ついて、利用回数 に関係 な く60円/案 内
※7年2月 の料金改定 に続 く第2次 改定

通話料の値下 げ
・平 日昼 間の160㎞ を超 える市外通話料金のイ直下げ(NTT)

・平 日昼 間の170㎞ を超 える市外通話料金の値 下げ(T 、DDI、TW)

通話料の値下 げ等
・全国同一 の料金体系 を地域会社 ごとに異 なった もの に変更

料金区分 を現行の160㎞ 内外 か ら、会社エ リア内外 を基本 とする体 系 に変
更
・NTTDoCoMoの 値下げ例

260円 一230円(ア ナ ログ方式 プラ ンAの 平 日昼 間3分 間)

通話料の値下 げIDO、 セルラー8社 、デジ タルホ ン3社 、 ツーカー3社)
・IDOの 値下げ例

230円 →190円(標 準 プラン/160㎞ 以 内/平 日昼間3分 間)

隣接県の設定又 は変更
・セ ルラー8社 は「隣接県」を「地域隣接 県」に変更

・ツー カー3社 及び(株)関 西デ ジタルホ ンは1営 業区域 内」を「営業 区域内及

び営業区域隣接 県」に変更

携帯 ・自動車電話相 互間の通話料金の距離 区分 を、全国一律 の料金体系 に変更

規 口入 料 の値 下 げ ドコモ9社 、 セ ル ラー8社 、 デ ジ タル ホ ン3社 、 ツ ー

カ ー3社)
・NTTDoCoMoの 値 下 げ例

21,000円 →9,000円(800MHzア ナ ロ グ方 式/終 日利 用)

21,000円 →9,000円(800MHzデ ジ タル方 式/終 日利 用)

19,000円 →6,000円(1.5GHzデ ジ タル方 式/終 日利 用)

基 本 使 用料 の値 下 げ(ド コモ9社 、IDO)
・NTTDoCoMo

、 エ ヌ ・テ イ ・テ イ東 海移 動 通 信 網(株)及 びエ ヌ ・テ イ ・

テ ィ関西 移 動 通 信網(株)は 終 日利 用1.5GHzデ ジ タル方 式 の 基 本 使 用 料

を値 下 げ
・NTTDoCoMoの 値 下 げ例

7,400円 →6,900円(1.5GHzデ ジ タル方 式/プ ラ ンA)
・ ドコモ9社 は夜 間 ・土 日祝 限 定 サ ー ビス の基 本 使 用料 を値 下 げ

・IDOは 大 容量 方 式 の基 本 使 用料 を値 下 げ

7500円 →7000円(1形)

通話距離区分 の廃止 携帯 ・ 動 電話 問の通話料)
・ドコモ発信 ドコモ以外 の移動機着信 の通話距離 区分 を廃止 し、 この通話
料 を値下 げ し、 ドコモ グルー プ内通話料 と同額 に設定
NTTDoCoMoの 値 下げ例
260円 →230円(ア ナ ログ800MHz方 式/プ ラ ンA/平 日昼問3分 間)

基 本使 用料 の 値 下 げ等
・NTTDoCoMoの 値 下 げ例

8,400円 →7,400円(800MHzア ナ ロ グ方 式/プ ラ ンA>

7,800円 →6,800円(800MHzデ ジ タル方 式/プ ラ ンA)

6,900円 →5,800円(1.5GHzデ ジ タル方 式/プ ラ ンA)
・1
,5GHzデ ジ タル方 式/プ ラ ンDの 新設

1.5GHzデ ジ タル方 式 の通 話 料 の 値 下 げ
・NTTDoCoMoの 値 下 げ例

150円 →130円(1.5GHzデ ジ タ ル方 式/プ ラ ンA/平 日 昼 間3分 間)

番 号 案 内料 の 改訂

案 内 ご との料 金 に従 量 制 に よる 通話 料 を加 算

新 規 口入料 の 値 下 げ ドコモ9社 、IDO、 セ ル ラー8社 、 デ ジ タル ホ ン3社

ツー カ ー3社)

NTTDoCoMoの 値 下 げ例

9,000円 一6,000円(800MHzア ナ ロ グ方 式/終 日利 用)

9,000円 一6,000円(800MHzデ ジ タル方 式/終 日利 用)

6,000円 一4,500円(1.5GHzデ ジ タル方式/終 日利 用)

基 本使 用料 の 値 下 げ(IDO、 セ ル ラー8社 、 デ ジ タ ルホ ン3社 、 ツ ー カ ー

3社)

IDOの 値 下 げ例

7,000円 一6,300円(大 容 量 方 式/標 準 プ ラ ン)

7,500円 一・6,300円(TACS方 式/標 準 プ ラ ン)

7500円 一6300円800MHzデ ジ タル 試/標 ギ プ ラ ン)
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分

馨

甲
自
動
車
電
話

P

H
S

専
用

F

網

ドコモ9

、IDO、

セ ル ラー8

社 、 デ ジ タ

ルホ ン3社

、 ツー カー

3社(全15

社)

ドコモ9社

、IDO

(全10社)

エヌ。アイ・アイ

ハ㌧ ソナル通 信

網(株)グ

ルーフ。9ネ土

NTT

NTT

NTT、J

T、DDI、

TWJ

兄通 言不
ッ トワー ク

(株)等9社

NTT

京通信 不
ッ トワー ク

(株)等9社

NTT

実 也 月
83月

8年4月

8年2月

75月

7年9月

710月

711月

8年4月
9年4月
10年4月

8-4月

9年4月

10年4月

7年ll月

利用料,の 改疋の概 要
通 言"こ の 旦下 け ドコモ9、IDO、 セ ル ラー8

カ ー3社)
・NTT加 入 電話 → 携 帯 ・自動 車 電 話(全 社 同 一)

260円 →240円(160㎞ 以 内/平 日昼 間3分 間)

、デ ジ タル ホ ン3、 ッー

通話料 の値下げ ドコモ9社 、IDO)
・NTTDoCoMoの 値下 げ例

230円 →200円(ア ナログ方式プラ ンAの 平 日昼間3分 間)
・IDOの 値下げ例

190円 →180円(標 準 プランAの 平 日昼 間3分 間)

通話料金体系の変更
・営業区域以外 の160㎞ 内外の距離 区分 を廃止 し一本化(ド コモ9社)

・営業区域以外 の160㎞ 内外 の距離 区分 を廃止 し、営 業区域 内(県 内、県外)

営業区域外(営 業 区域隣接県 、その他)に 変更(IDO)

新規加入料の値 下げ
・4,200円 →3,000円
通話料 の値下げ
・60円→40円(隣 接 区域内～20㎞ 以 内/平 日昼 間3分 間)

通話1回 ごとに加算す る10円 を含 む

同速デジタル 云送サ ービス 超同速 品目 の料 、の値 下け
・MA内 に終始する150Mb/sの 基本 回線専用料の値 下げ

810千 円→688千 円(基 本料)

高速デジ タル伝送サービス 高速 品目:64kb/s～6Mb/s)の 料 金の値下 げ
・30㎞ を超 える区間を中心 に基本 回線専用料 を3%～62%値 下げ
一般専用サー ビスの料金の値 下げ

・音声伝送、3,4kHz、 音楽放送、3.4kHz(S)に つ いて、40㎞を超 える区間 を中
心 に基本回線専用料 を2%～48%値 下 げ

同速デジ タル 云送サービス 高速 品目:64kb/s～6Mb/s)の 料 、の値下 げ
・全 品 目、全距離 区分 の基本回線専用料 を平均54%値 下げ

一般 専用サ ービスの料金の値下げ

・音声伝送、3.4kHzに ついて、140㎞を超 える区間、3.4kHz(S)に ついて120
㎞ を超 える区間の40㎞ を超える区間の基本回線専用料 を平均41%値 下 げ

同速デシ タル 云送サー ビス 同速 叩目:64kb/s～6Mb/sのwこ,の 匝下 け
・中遠距離区間の基本回線専用料 を各社 とも23%～28%値 下げ
一般専用サ ービスの料金の値 下げ等(中 部 テ レコ ミュニ ケー シ ョン(株)

、大阪
メデ ィアポー ト(株)、東北 インテ リジェ ン ト通信(株)、 北海道総合通信網(株)、

中国通信 ネ ッ トワー ク(株)
・基本 回線専 用料 を値下げ

高速 デジ タル伝送サ ービス(高 速 品目:64kb/s～6Mb/s)の 料金 の値 上げ
・コス ト傾向 と整合 した料金体系 とす るため

、30㎞ 以内の区 間の基本 回線専
用料の値 上げを、8年4月 、9年4月 、10年4月 の3回 に分 けて

実施

同'デ ジ タル 云送サ ービス 同速 品目:64kb/s～6Mb/s)の 料,の 値上 げ
コス ト傾 向 と整合 しな料金体系 とす るため、近距離区 間の基距離 区間の
基本回線専 用料値 上げを、8年4月 、9年4月 、10年4月 の3回 に分けて実

施(大 阪メデ ィアポー ト(株)に つ いては、 とも6月 に値上 げを実施)
ファクシ ミリ通信網サー ビスの月額付加機能使用料の値下げ

郵政省資料により作成
(表中の凡例)
JT

DDI

TWJ

ド コ モ9社

IDO

・案内情報10ペ ージまでの部分 を7000円 →4000円 等

日本 テ レコム(株)

第二電電(株)
日本高速通信(株)
NTTDoCoMo等 地域別9社

日本移動通信(株)

セ ル ラー8社

デ ジ タル ホ ン3社

ツー カ ー3社

F網

関西 セルラー電話(株 〉等地域別8社
(株)東 京 デジ タルホ ン等 地域別3社

(株)ッ ーカーセルラー東 京地域別3社
フ ァクシ ミリ通信網
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第1-1-23表7年 度 における主な通信料金の多様化の状況

分野

電
話

専

用

I

S

D

N

デデ

ジ1

タタ

ル送

信

事業者
NTT

NTT

NTT

第二電

電(株)

日本 テ

レコム

(株)、

日本高

速通信

(株)

NTT

NTT

NTT

実施年月

プラン1

7年8月

プラン2

7年10月

7年11月

7年9月

7年10月

8年1月

8年2月

(事務用は

8年9月

実施予定)

8年1月

利用料金等の多様化の概要

深夜 ・早朝時 間帯の月極定額料金サ ー ビスの実施
・サー ビスの概要

毎月一定額 を支払 うことに より、利用者が予 め指定 した特定の電話番号(2

電話番号)へ の通話料金が 、深夜 ・早朝時間帯(23時 ～8時)に 限 り、通話回

数や通話時間の長 さにかかわ らず定額 となるサ ー ビス
・プラン1(区 域内電話番号 指定型):1 ,800円
・プラン2(隣 接区域内電話番号指定型):3 ,600円

フリーダイヤルの通話料金割 引プラ ンの追加
・サー ビスの概要

毎 月一定額 を支払 うことによ り、同一名義単位 でフ リーダイヤルの市外通

話料 を一定率割 り引 くサー ビス

距離 区分の細分化(高 速テ"ジタル伝送サービス、一般専用サービス)
・高速デ ジタル伝送サー ビスの例

240㎞ 以内の区間の距離区分 を細 分化(14段 階→16段 階)し 、240㎞ を超 える

区間については20㎞ ご との距離比例加算額 を設定

高額利用割引の拡大(高 速デシ"タル伝送サービス、一般専用サービス)
・高速 デジタル伝送サ ービスの例

現行500万 円以上 を対象 に した高額利用割引 を200万 円以上 に拡大
エ コノミーサー ビスの開始

・サー ビスの概 要

1.5Mb/s(1イ ンタフェース)につ いて、 中継区間の予備回線機 能 を省略 したサービ

ス(通常 の回線 よ り13%～17%低 廉 な料 金を設定)

接続専用 回線の料 金の設定
・一般の回線 との設備構成の違いに注 目して接続専用 回線(中 継系新事業 者

の専用 回線 の足 回 りとして接続 される相互接続 点にその一端が終端する専

用回線)に 適 用 される料金 をコス ト傾 向に基づ き設定

距離区分 の細分化(高 速 デジタル伝送サー ビス、一般専 用サ ービス)
・高速 デジタル伝送サ ー ビスの例

200㎞ を超 える区間については20㎞ ごとの距離比例加算額 を設定

エ コノミーサー ビスの開始
・サー ビスの概 要

L5Mb/s(1イ ンタフェース)について、中継区間の予備回線機 能を省略 したサ ー

ビス(通 常の回線 よ り16%～37%低 廉iな料金 を設定)

フリー ダイヤ ルの通信料金割引 プランの追加

サー ビスの概 要

毎月一定額 を支払 うことによ り
一定率割 り引 くサー ビス

、同一名義単位でフリーダイヤルの市外通信料 を

深夜 ・早朝時間帯 の月極定額料金サー ビスの実施
・サー ビスの概 要

毎月一定額 を支払 うこ とによ り、利用者が予め指定 した特定 の電話番号(

2電 話番号)へ の通信料金が、深夜 ・早朝時 間帯(23時 ～8時 〉に限 り、通話

回数や通話時間の長 さにかかわ らず定額 となるサー ビス(基 本 インタフェ
ース〉

・プラ ン1(区 域内電話番号指定型):2 ,400円(住 宅用)、4,600円(事 務用)
・プ ラン2(隣 接 区域 内電話番号指定型):4 ,800円(住 宅用)、9,200円(事 務用)

第一種パ ケ ッ ト交換 サー ビスの 月極通信料金割引サー ビスの割引 プラ ンの追加
・サー ビスの概要

毎月1万5,000円 の定額料 を支払 うことにより、その契約 回線者 における通

信料金 を、段 階ご とに逓増 の割引率で割 り引 くサー ビス

郵政省資料により作成
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

放送が23時 間37分(同8分 増)、 衛星第1放 送が22時 間59分(同 増減 な し)、衛星第2放 送が22時

間42分(同3分 増)等 で あった。総合テレビジ ョン放送の放送時間の増加が著 しいのは、7年1

月に阪神 ・淡路大震災が起 きた ことが影響 している。

また、放送大学学園 はテレビジ ョン放送、ラジオ放送 ともに、6時 か ら24時 まで1日 当た り18

時間(対 前年度比増減 な し)の 放送 を行 っている。

民間放送事業者 にお ける7年10月 か ら12月 の1社1日 当た り平均放送時間は、 テレビジョン

放送(121社)が20時 間10分(対 前年同期比14分 増)、 ラジオ放送(92社)が23時 間8分(同3分

増)で あった。

(イ)放 送局数

7年 度末現在 の放送局数(中 継局数を含 む。)は 、地上系が3万9,688局(対 前年度末比1.3%

増)、 衛星系が31局(同19.2%増)で 合計3万9,719局(同1.3%増)で あった。 この内訳 は、N

HKが1万8,219局(同0.2%増)、 放送大学学園が5局(同 増減 な し)、 民間放送が2万1,495局

(同2.3%増)と なっている。

イ 地上系民 間放送

(ア)地 上系民 間テ レビジ ョン放送

地 一ヒ系民間テレビジョン放送 につ いては、全国各地域 において最低4系 統の放送が受信で きる

こ とを 目標 に周波数の割当てが行 われてい る。7年 度末現在、4チ ャンネル以上の周波数が割 り

当て られてい る地域(予 備免許 に至 らない もの も含 む。)は、34都 道府県で全国の総世帯数の89.8

%で あ る(第1-1-24図 参照)。

7年 度の開局状況についてみ ると、7年4月 に愛媛県(4局 目)、7年10月 に沖縄県(3局 目)、

7年11月 に東京都(6局 目)で 民間テレビジョン放送局が開局 した。 また、7年6月 に岩手県

(4局 目)で 民間 テレビジョン放送局が予備免許 を受 け、8年10月 に開局予定 となっている。 さ

らに、8年2月 、山形県(4局 目)で 民間テレビジ ョン放送局が予備 免許 を受 けた。

(イ)民 間FM放 送

民間FM放 送 には、県域放送、コミュニティ放送及 び外国語放送の三っがある。

県域放送 は、その全国普及 を目標 として周波数の割 当てが行 われてお り、7年 度末現在、周波数

が割 り当て られてい る地域(予 備免許 に至 らない もの も含 む。)は、7年12月 、周波数 の新規割 当て

が行 われた滋賀県を含め、46都道府県で全国の総世帯数の97.9%で あ る(第1-1-25図 参照)。

7年 度の開局状況 につ いて見 ると・7年10月 に福 島県(1局 目)で民間FM放 送 局が開局 した。

コ ミュニ ティ放送 とは、市町村 内の一部 の地域 において、 コミュニテ ィ情報、行政1青報、福祉

医療 晴報、地域経済産業1青報等の地域 に密着 した情報 を提供 す るFM放 送であ り、4年1月 に制

度化 された。 コ ミュニティ放送 は、地域の特色を生 か した番組 地域住民の参加 した番組等 を提

供 す ることによ り、当該地域の振興 その他公共の福祉の増進 に貢献 している。

7年 度の開局状況についてみ ると・12局 が新たに開局 し・7年 度末 までの合計で は27局 が開局

してお り、 また、免許が3局 、予備免許が6局 に与 えられている。

外国語放送では、7年10月 、大阪市等 の地 区を放送区域 とす る民間FM放 送局が、初めての外

国語放送 局 として開局 した。 また、7年6月 、東京都の特別区等の地区を放送区域 とす る民間F

M放 送局が予備免許 を受 け、8年3月 に試験放送 を開始 した。開局予定は8年4月 となってい る。
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第1節 情報通信サービスの動向

第1-1-24図 地上系民 間テ レビジ ョン放送用周波数割当ての現状
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(注)1茨 城 県及び栃木県は、県域局 が予備免許に至っていない

2岩 手県及び山形県は、4局 目が予備免許 中

3沖 縄 県は、4局 目が予備 免許 に至 って いない

4福 井県 、高知県及び宮崎 県は、3局 目が予備 免許に至 っていない

5徳 島県は、2局 目が 予備 免許に至 っていない、

ウ 衛星放送

(ア)放 送衛星 を利用 した放送(BS放 送)

放送衛星BS-3を 利用 した放送 には、テレビジョン放送、 テレビジョン音声多重放送(独 立

音声利用)及 びゲームソフ ト等のデ ジタル情報 を送信す るテレビジ ョンデータ多重放送がある。

7年 度末 において、 テレビジ ョン放送 につ いてはNHKに よる2チ ャンネル、 日本衛星 放送㈱

(JSB)に よる1チ ャンネル及びハ イビジョン実用化試験放送の1チ ャンネルの計4チ ャンネ

ノレがあ り、 テレビジョン音声多重放送 については、衛星デ ジタル音楽放送㈱(SDAB)に よる、

JSBと 同 じ周波数帯域 を利用 した1チ ャンネルがあ る。また テレビジ ョンデータ多重放送 につ

いては、7年4月 、SDABに よ り1チ ャンネルが開始 された。

BS放 送の7年12月 末現在の受信契約数は、NHKが 約715万2千 契約(対 前年同期比12.3%

増)、JSBが 約197万7千 契約(同17.4%増)、SDABが 約10万1千 契約(同24.7%増)と な

っている(第1-1-26図 参照)。 また、7年12月 末現在のNHKのBS放 送受信契約数がNHK

受信契約総数 に占める割合 をみる と20.3%(対 前年同期比2.1ポ イン ト増)で あ り、BS放 送が社

会生活 に着実 に普及 して きていることが伺 える。 また、7年12月 末現在のNHKのBS放 送受信

契約数及びJSBの 受信契約数の国勢調査 における全国の世帯数(7年10月 速報値)に 対す る比
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-1-25図 民間FM放 送用周波数割当ての現状
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(注)1岐 阜県、滋賀県、奈良県、和歌山県及ひ岡山県は、1局 目がP備 免許に至っていない.

2外 国語放送については、図とは別に次の地域を放送対象地域としている。((1)は 予備免許中、)

(1)東 京都の特別区の存する区域、埼玉県浦和市、千葉県千葉市、神奈川県横浜市及び

川崎市並びに新東京国際空港

(2)大 阪府大阪市、堺市及び東大阪市、京都府京都市、兵庫県神戸市及び尼崎市並びに

奈良県奈良市並びに関西国際空港

率 を比較す る と、 それぞれ約6.2世 帯、約22.3世 帯 に1世 帯の比率 とな る。

(イ)通 信衛星 を利用 した放送(CS放 送)

通信衛星 を利用 した放送 には、 テレビジ ョン放送、PCM音 声放送及び超短波データ多重放送

があ る。7年 度末 において、テレビジョン放送 については、13社13チ ャンネルがあ るが、スーパ

ーバー ドBを 利用す るチャンネルで は、7年12月 に㈱ ファ ミリー劇場、8年1月 に㈱ スーパ ーチ

ャンネルが それぞれ1チ ャンネルずつの業務 を開始 したため、合 わせて合計8社8チ ャンネルで

あ り、JCSAT-2を 利用す るチャンネルで は5社5チ ャンネルであ る。PCM音 声放送 にっ

いては、7年7月 に㈱ ミュージックバー ドと㈱サテライ トミュージックが合併 し㈱ ミュー ジック

バ ー ドが存続会社 となった ことで、㈱ ジパ ング ・アン ド・スカイコ ミュニケー ションズ と合わせ

て2社 による14チ ャンネルのサー ビスがJCSAT-2を 利用 して行 われてい る。超短波データ

多重放送 につ いては、7年12月 、㈱ ジパ ング ・アン ド・スカイコ ミュニケーシ ョンズが放送 を開

始 した こ とによ り、1社 による1チ ャンネルのサービスがあ る。

CS放 送の7年12月 末現在の受信契約数 は、テレビジョン放送で は、加入者数約12万1千lH滞

の37万9千 契約(対 前年同期比58.6%増)で あ り、PCM音 声放送で は約3万5千 契約(対 前・1・

同期比59.1%増)で あ る(第1-1-27図 参照)。
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第1-1-26図BS放 送受信契約数の推移
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エ ハ イビジ ョン放送

ハ イビジョン放送つ いては、㈱ハ イビ

ジ ョン推進協 会への一括免許 によ る3

年11月 か らのハ イ ビジ ョン試験 放送 に

代 わ り、6年11月 か らNHK及 び民間放

送事業者6社 へ の曜 日別免許 及 び民 間

放送事業者1社 へ の期間 限定 免許 に よ

るハ イビジ ョン実用化 試験放 送が 開始

されている。 その放送時 間は段階的に延

長 され、7年4月 か らは13時 か ら24時 ま

での1日11時 間 となってい る。また、7

年9月 に実用化試験放送 の免許 方針 が

修正 され、従来は同一の曜 日に5時 間以

上 のハ イビジ ョン放送 を行 うこ とが最 ハイビジョン放送公開受信会場での視聴風景
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第1-1-27図CS放 送 受信契約数の推移
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小の単位 とされていたが 連続す る曜 日に引 き続 き放送す る場合 も同一曜 日に含 むこ ととなった。

これによ り、午前0時 以降 に曜 日を またが る放送 を任意 に設定す ることが可能 になった。 さ らに

7年10月 、NHK及 び民間放送事業者7社 へ曜 日別免許及び期間限定免許の再 免許 が与 えられ

た。

ハ イビジョンテレビの普及状況を見 る と、ノ・イビジョンテレビの7年1年 間の出荷台数は
、約

8万1千 台(対 前年同期比80.0%増)で 、発売 当初か らの累計出荷台数は、7年12月 末 には約12

万6千 台(対 前年同期比180%増)に まで伸びている。ハ イビジ ョン放送 を現行放送 に変換 して視

聴で きるM/Nコ ンバ ータ内蔵 テ レビ等 を加 えた累計 出荷台数 は約35万 台(対 前年 同期比75%

増)と 、ハ イビジ ョンの普及が進んで いることが伺 える。 また、2年 末 に400万 円台で発売 され1・

ハ イビジョンテレビの価格 も7年11月 現在 には標準価格44万 円 まで下が り、ハ イビジ ョンテ レー・
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の低価格化が進 んで いる(第1-1-28図 参照)。

さ らに、ハ イビジョン放送 の公開受信会場 として、郵便局、駅、空港等公共の場所 において、

ハ イビジ ョンテレビの設置が進み、公開受信会場数はハ イビジョン試験放送開始時 の3年12月 の

139か 所か ら、7年!2月 には666か 所 まで に増加 している。

(万 台)

14

12

第1-1-28図 ハイ ビジ ョンテ レビの普及状況
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(単位:万 台 、万 円)
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7.11

44
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オ ケーブルテ レビ

(ア)施 設数

6年 度末現在のケーブルテレビの施設数 は、6万1,606施 設(対 前年度末比4.5%増)で あ る。

これ を規模別 にみ る と、許可施設(引 込端子数50!以 上 の施設)が1 ,623施 設(同8。9%増)、 届 出

施設(引 込端子数51～500の 施設又 は引込端子数50以 下で 自主放送(テ レビジョン放送 の同時再 送

信以外の放送)を 行 っている施設)が3万2,747施 設(同3.6%増)、 小規模施設(引 込端子 数50以

下で、 テレビジョン放送の同時再 送信のみを行っている施設)が2万7,236施 設(同5.3%増)で

あ り、許可施設が大 きな伸 びを示 している。

(イ)受 信契約数

6年 度末現在のケーブルテレビの受信契約数は、約1,025万 契約(対 前年度末比11 .1%増)と1千
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

万契約 を超 えてお り、普及率 は29.3%(対NHK受 信契約数)と なってい る。規模 別で は・許 可施 設

が約496万 契約(同20 .1%増)、 届 出施設が約466万 契約(同3.8%増)、 小規模 施設が約63万 契約(同

4.2%増)で あ り、特 に許可施設の受信契約数が大 きな伸びを示 している(第1-1-29図 参照)。
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ケーブルテレビの施設数及び受信契約数の推移
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方色言斐数17 .6

15,4!4
.6

16.6

＼,
21.9

20.2

18,6

24.3

26,6

29,3

(%)

30

25

20

15

10

5

60616263

郵 政 省資料 によ り作成

元 2 3 4

0

56

(年 度 末)
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設

数

受

信

契

約

数

言 可 設

届出施設

小規模施設

合計

許可施設

届出施設

小規模施設

合計
NHK契 約数比
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40403
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47337

1,930,752

3,761,558

479,968

6,172,278

18。6

年度末 2年 3年 4年 5年 6年

施

設

数

信

契

約

数

許可施設

届出施設

小規模施設

合計

許可施設

届出施設

小規模施設

合計

NHK契 約数比

1,091

27,869

21,488

50448

2,322,145

3,928,064

517,328

6,767,537

20.2

1,261

29,173

23,169

53,603

2,751,117

4,127,926

552,239

7,431,282

21。9

1,371

30,400

24,666

56,437

3,440,875

4,322,999

580,314

8,344,188

24,3

1,491

31,599

25,860

58,950

4,131,121

4,492,512

604,462

9,228,095

26,6

1,623

32,747

27,236

61606

4,960,735

4,664,192

629,817

10,254,744

29.3

(ウ)都 市型ケ ーブルテレビ

都市型ケーブル テレビ とは・許可施設の うち引込端子数1万 以上 、自主放送5チ ャンネルの、L

(自主放送 のチャンネル数には・CSテ レビジョン放送の同時再送信 のチャンネル数を含 む。・伎

び中継増幅器が双方向対応 となっているケーブルテレビの こ とをい う。6年 度末現在の状ll邑呪

ると、業務開始施設数 は162施 設(対 前年度末比9.5%増 、8年2月 現在169施 設)、受信契約 類1 、
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約221万 契約(同35.8%増 、

1-1-30図 参 照)。

7年12月 末速報値約282万 契約)で あ り、高 い伸 びを示 している(第

第1-1-30図 都市型ケ ーブルテレビの推移
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(注)7年 度 につ いて、施設数は8年2月 末現在、契約数 は7年12月 末現 在の速報値.

(単位:施 設、契約)

年度末 6263元 2 3 4 5 6 7(注)

業務開始施設数

契約数

ll

10,898

20

39,595

41

194,608

71

400,154

99

730,!42

131

1,075,365

148

1,629,388

162

2,212毎878

169

2,8ユ7,237

カ テレビジ ョン文字多重放送(文 字

放送)

文字放送 とは、テレビジョン放送の電

波 のす き間 にデ ジタル信号 を重 ねて行わ

れ る放送であ り、昭和60年11月 か ら本放

送が開始 され、今年10周 年 を迎 えた。文

字放送 チューナー を内蔵 したテレビ等 を

用 いれば、ニュー ス、天気予報、交通情

報等の情報 を無料で随時受信す ることが

で きる。 また、聴覚 に障害 を持つ方のた

めの字幕放送サー ビス も文字放送 によ り

行われてい る。

開局状況 を見 ると、7年 度末現在、全国

で18,898局 が開局 している。

キFM文 字多重放送

0:55

象
{ノ

▲
こ灘 璽1尼 棒緯鰭馨三

詠ぞ等 麹ま うちの部噂→養

庫5♂1

ヘ ニム 　 と

.1っ て 一

r}}
φ 驚_一 一 一鵬

一 運藍

文字放送(字 幕放送)の 受信例

FM文 字多重放送 とは、FM電 波のす き間 にデジタル信号 を重 ね、文字、データ等の情報 を伝送

す る放送であ り、6年10月 か ら開始 されている。7年 度 につ いて見 ると、7年4月 に33局 、同年10
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■■ 第1章 平成7年 情報通信の現況

月に1局 、同年12月 に1局 、8年3月 にNHKが それぞれサー ビスを開始 した。7年 度 になって

か らは、専用受信機が市場 に流通 し始 めた こともあ り、本格的に利用 されるようになってい る。

FM文 字多重放送の現在の主 な内容は、① オンエ ア中の曲名等の番組1青報、②経済・社会・ ス

ポー ツ等のニュー ス、③天気予報、④渋滞状況等 の交通1青報及び⑤ 占い、 クイズ等のエ ンタ テイ

メン ト情報で、 これに各放送区域の地域情報が組み合わされ、24時 間放送が行 われている。

ク 放送局の再免許

6年11月 に有効期 間を1年 に限 る再免許 を与 えられた㈱京都放送(7年10月 、㈱近畿放送 よ り

社名変更。)は、7年11月 、免許 の有効期 間を1年 に限 る再免許 が与 えられた。その後、同年12月

に更生計画が確定 し、さ らに8年1月 、業務 を維持す るに足 りる財政的基盤 もあ ると判断 された

ため、同年3月 、免許 の有効期 間を10年10月 末 日まで とす る再免許が与 え られた。

また、コ ミュニティ放送局について、逗子 ・葉山 コミュニティ放送㈱他18社 に、7年11月 、免

許の有効期間 を5年 とす る再免許が与 えられた。

第1-1-31図 無線局数の推移
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第1節 情報通信サービスの動向一

(3)電 波利用

ア 細線局 数及び利用分野

㈲ 無線局数

6年 度末現在 の無線局数 は、約1,083万 局(前 年度比29.1%増)で ある。

6年 度の無線 局数が増 えた主 な理 由は、携帯 ・自動車 電話加 入局の大幅 な増加(前 年 度比

103。2%増)に よる もので ある(第1-1-31図 参照)。

(イ)利 用分野

6年 度末現在 の利用分野別無線 局数は、移動通信用が80.3%で あ り、以下、趣味娯楽用が18.4

%、 固定局、放送局、実験 局、レーダー等が1.3%と なっている。移動通信用の うち電気通信事業

用の利用が最 も多 く(全体 に対 して54.3%)、 その うち陸上移動局の携帯 ・自動車電話加入局が占

める割合は、全体 の40.0%で ある(第1-1-32図 参照)。

第1-1-32図 利用分 野別無線局数

(6年 度末現在)

公 益事 業用無線

(ガス ・電 力等)
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趣昧娯楽

1,千 局
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畑・ ミ
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[47%MCA無 線
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〔7.6%]

固 定 局 、放 送 局 、 実験 局 、

レー タ等

144千 局[1、3%]

無 線 局 数

10,834千 局

[1〔X)%]

移動通信用

8,703千局

[803%]

.業務用無線

(製造販売 、上木建設 、放 送事業用

[事 、農 業、金融保険等)

電気通信

事業用

5β79千局

[54.3%]

携帯 ・自動車電話加入局以

(テ レター ミナル、CRP用

陸上移動 局含む)

,一,%]

滞 ・自動'
『話加入局

4,331千 局

[40.0%]

郵政省資料により作成

(注)1

2

その他

饗熱]
32下'除 う[0.3彦 ろ]

無線局数は、免許 を要 しないコー ドレス電話、市民ラジオ等の無線局 を除いた数。

移動通信用とは、基地局、携帯基地局、無線呼出局、陸上移動 中継局、構内無線局、陸上

移動 局、携帯局、簡易無線局、海岸局、船舶局、航空局、航 空機局、海岸地球局、船舶地球局、

航空地球局、航空機地球局、基地地球局、陸一ヒ移動地球 局。
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

イ 重要無線通信妨害

重要無線通信妨害 申告件数は、6年 度 においては、459件 であった。これを用途別 に見 る と、消

防(全 体 の31.0%)、 航空関係(同19.3%)が 多い。

消防及び航空関係の妨害申告数が他 に比べ て多い理由の一つ として、不法 アマチュア局 によ り

多数発射 される周波数が、 これ らの無線通信の割 当周波数 となっているこ とが挙 げ られる(第1

-1-33図 参照)
。

第1-1-33図 重要無線 通信妨害 申告件数の推移
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第1節 情報通信サービスの動向

(4)郵 便サービス

ア 郵便物数の動向

7年 度の内国郵便物数 は、247億通(個)(対 前年度比3.1%増)で あ り、料金改定の影響 もあ り昭和

56年 度以来13年 ぶ りに対前年度比マイナス(1.8%減)と なった6年 度に比べ好転している。これは、7年

7月 及 び11月 のサー ビス改善の影響 による広告郵便物等の堅調な伸びによるもの と考 え られる。

内国郵便物数の うち、全体の98%を 占める通常郵便物数 は、243億 通(対 前年度比3.1%増)と

なってお り、小包郵便物数は、4億 個(対 前年度比6.0%増)と なってい る。 また、通常郵便物 の

うち、普通郵便物数 は、199億 通(対 前年度比3.3%増)で あ り、年賀郵便物数 は、36億 通(対 前

年度比0.8%増)で あった(第1-1-34図 参照)。

第1-1-34図 内国郵便物数の推移
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イ 郵便サービスの改善

郵政省が7年 度 に実施 した郵便サー ビスの改善の うち、主な ものは以下の とお りであ る(第1

-1-35表 参照)
。

(ア)広 告郵便物及び利用者区分郵便物の料金減額 制度の改善

7年5月 に広告郵便物等の料金減 額率の法定上限の撤廃を内容とする郵便法の改正 が行われた。

これを受 けて、7年7月 か ら広告郵便物及び利用者区分郵便物の料金減額制度の改善が行われた。

広告郵便物 については、差出 しの都度減額す る場合 には20万 通以上の、月間で まとめて減額す

る場合 には30万 通以上 の、新 たな通数段階 に応 じた料金減額 率を新 設 した。さ らに、1週 間程度

の配達の余裕 を承諾 した場合 には2%を 、同時に又は月間5万 通以上 を郵政省が告示 した郵便局
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

(拠点 局)に 差 し出 した場合には1%を
、 それぞれ特別減額率 として加算 す るこ ととした。

差 出人が区分 して差 し出す利 用者区分郵便物 について も
、1週 間程度の配達 の余裕 を承諾 した

場 合 には2%を 、同時 に5万 通以上 を拠点局に差 し出 した場合 には1%を
、それぞれ特別減額率

として加算す ることとした。

(イ)第 三種郵便物の料金減額制度の新設

7年7月 か ら同一差 出人が形状
、重量、取扱い及び料金が同一の第三種郵便物 を、同時 に5 ,000

通以上 を拠点局に差 し出 した場合 には
、4%の 減 額を行 うこ ととした。

(ウ)カ タログ小包郵便物の料金減額制度の新設等

7年7月 か ら料金後納扱 いで、 月間50万 個以上差 し出されたカタログ小包郵便物 については、
差出個数 に応 じた減額率を定 め、減額す ることとした。

また・取扱重量の上限 を現行の2kgか ら3kgま でに引 き上 げ
、新 たな重量段階 に対応す る料金

を設定 した。

(エ)書 留料の減額制度の新設及び改善

7年7月 か 胴 一差 出人が・取扱 いが同一の書留通常郵便物(現 金 を内容 とす る もの等 を除

く・)胴 時 に500通 以上差 し出 け ・場合 には、書留バー コー ドによる弓【賭 号の表示等 を条件 と

して書留料 を減額す ることとした。さらに、7年11月 か ら制度改正 を行 い減額 の差 出通数条件 を

300通 以上 に引 き下げた。

また・事前 嵯 出計醗 提 出 して月間1万 通以上 蹉 し出す場合及び3日 間程度の配達の余裕

を承諾 して同時 に1 ・… 馴 上 を差 し出す場合 には、書留鞭1通1・ つ きそれぞれ4。円
、2。円1噸す

るこ ととした。

(オ)一 般小包郵便物の料金減額制度の改善

7年11月 か 嵯 出 日の前1年 胴 に・」・包鞭 物(カ タ ・グ・J・包郵便物 蕃 菩
・」・包鞭 物、災害救鯛 小包鞭 物

及び本制剛 外の料鎌 額制度の翻 綬 けた もの等 を除 く
.)を1。 個差 咄

した こ とを証す る用紙 を添 えて差 し出 された砲 郵便物 につ いては
、 当該料金 撫 料 とす る、 と

とした。

(カ)小 包郵便物の地帯表の見直 し

小包郵便物の料金は・騰 に応 じて鋼 を地帯(地 域)に 分 けて設定 されている
.蘇 は、3地帯

に分 けてい雌 この地帯 ・・ついて・7年ll月 か ら第2地 帯をf蘇 の第2地 撒 り低料金 の

難 蟹鋤 鑑 離 贈 撚 鑑欝筆欝 第1地帯(蘇の第1地帯)及び
ウ 郵便施設の状況

7年 度末 の郵鵬 数 は・2万4 ・587局(ヌ揃 年麩 上ヒ・・3%増)で あ り、郵イ更ポス トの設置数 は
、6年度糊 在16万5

・547本(対 前鞭 末上ヒ・・7%増)で あ る(第1-1-36図 参月貧)
。現在

・鞭 局は冷 国の全胡 村 ・・設置 されてお り・ その騰 の内訳 をみ ると、髄 鞭 局が
1渦 糠 弊 劉 ヒ8局減) ・特定郵便局が1万8・654局(同7囎 ・簡易郵便局が4・614局

なお満 易鞭 局 には・大都・行における郵政窓 叶 一ビスに対す る腰 にこた えるため
、窓目

事務量の著Fく 多い棘 駆 ・横浜市・名古屋市及び大阪市の中螂 に、磧 店、旅そ∫櫃 購
に委託 して設羅 している大都 市型簡易郵便 局(シ ティ ・ポス ト)が19局 含 まれている

。
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第1節 情報通信サービスの動向

第1-1-35表7年 度 に実施 され た主な郵便料金の減額制度の概要

サー ビス

実 也日

広告郵便物及
び利用者区分

郵便物の料金
減額制度の改
善
(7年7月19日)

第三種郵便物
の料金減額制

度の新設
(7年7月19日
カタログ小包
郵便物の料金
減額制度の新
設
(7年7月19日)

書詔料の減額
制度の新設
(7年7月19日)

一 小

物の料金減額
制度の改善
7111日
小包郵便物の

地帯表 の見直
し

(7年11月1日)

改 善 前

1広 告郵便物

ア)差 出 しの都度の料金減額率 …差 出通数

に応 じて15%(2千 通以上)か ら30%(10万 通

以上)
イ)月間の料金減額率…差出通数に応 じて
23%(1万 通以上)か ら30%(20万 通以上)

② 利用者区分郵便物
ア)完 全番号区分…差 出通数 に応 じて5%

(2千 通以上)か ら9%(10万 通以上)が 、3日

程度の配達余裕で9%(2千 通以上)か ら13%

(10万 通以上)が 、それぞれ減額 される。
イ)局 長指定番号区分…差出通数 に応 じて

2%(2千 通以上)か ら6%(10万 通以上)が 、3

日程度の配達余裕で6%(2千 通以上)か ら10

%10万 通以上 が、それぞれ減額 される。

2kgの 例

第1地 帯

市内

510

その他

610

第2地帯

820

円

第3地帯

1020

改 善 後

1広 告郵便物

ア)差 出 しの都度 の料金減額率…差出通数

に応 じて15%(2千 通以上)か ら40%(100万 通

以上)

イ)月 間の料金減額率 …差 出通数 に応 じて

23%(1万 通以上)か ら40%(200万 通 以上)

ア ・イ とも特別減額率 として、1週 間の配

達余裕で2%が 、拠 点局へ の5万 通以上の差

出 しで1%が 、それぞれ加算 される。

②利用者区分郵便物

完全番号区分及び局長指定番号 区分…1週

間の配達余裕で2%が 、拠点局への5万 通以
上の差 出 しで1%が 、それぞれ加算 される。

1同 時 に5千 通以上 の差出 し、2拠 点 局へ

の差 出 しの条件 を具備す る第三種郵便物 に
ついて、4%の 料金減額率 を新設。

1料 金後納 と した もの、2月 間50万 個以上

を差 し出す ことを条件 にカタログ小包郵便

物の料金減額制度 を新設。

50万 個以上100万 個未満2%
100万 個以上150万 個未満5%

150万 個以上200万 個未満8%
200万 個以上10%

同一差出人か ら取扱 いが 同一の書 留通常郵

便物(現 金 を内容 とす る もの を除 く。)が500
通(11月1日 以降は300通)以 上差 し出 され
る場合 、

①書留バー コー ドによる引受番号 を表示 し
、書留郵便 物受領証及 び同原符 を作成 して

差 し出 した もの…1通 につ き15円

②① に加 え、書留郵便物配達証 及び同原符
を作成 ・添付 して差 し出 した もの…1通 に
つ き50円 を減 、す る。
個人iJ用 対(と して、小)牛 の利
用回数 に応 じた料金減額制度 を新設。
1年以 内に11個 を差 し出す とll個 目を無料
とする。

2kgの 例

第1地 帯

同左

第2地帯

710

第3地帯

820

円

第4地帯

同左

第1地 帯及 び第4地 帯 は、従来 の第1地 帯及
び"3地 掌 と同 じ

郵政省資料により作成
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-1-36図 郵便 局数及び郵便ポ ス ト設置数の推移

(郵 便 ホ ス ト:本)

(郵 便 局 数:局)

200つ00

175,000

150,000
郵便ポス ト

125,000

100,000

75,000

50,000

郵 便 局 数2鉱00仁二二=二 二二二二]

60616263元234567

(年度 末)
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(単 位:局 、 本)

年度

局数

ポ ス ト数

60

23,633

148,586

61

23,713

150,380

62 63

23,79323,886

152,800155,350

元

23,994

158,392

2

24,107

160,952

年度

局数

ポ ス ト数

3

24,190

161,620

4

24,303

163,067

5

24,419

164,409

6

24,521

165,547

7

24,587

2国 際情報通信の動向

(1)電 気通信サービス

ア 国際電話サービス

(ア)取 扱地域

我が国にお ける国際電話サー ビスの取扱地域GB}は 、7年 度末現在で232地 域で あ る。

この うち国際ダ イヤル通話サー ビスの取扱地域 は・7年 度に新 たにチャー ド、中央 アフ リカ及

びアルバニ アが加わ り、7年 度末現在224地 域 に拡張 され・国際ダ イヤル通話の取扱率 は国際電話

サー ビスの全取扱地域 の96.6%に 達 してい る。

国際VPNサ ービスは、KDDに よ り3年 度 か ら企業等 に向け取扱が開始 され、一般の国際電

話網上で我 が国 と海外の拠点 を国際内線番号で結 び、利用者独 自の国際通信網 を構築す るサー ビ

スであ る。7年 度末現在、本サー ビスはKDDの ほかITJ、IDCに よ り捉供 されてお{)、取

扱地域 は7年 度 に新 たに3地 域が加わ り、26地 域 に拡張されている。

海外か ら日本への国際電話 をプ リペ イドカー ドの利用、クレジッ トカー ド払 い又 は着信 入払 い

によ り提供 す るサー ビスは、国際電話の利用機 会の促進や利便性の向上 に資す るため、海外彬 、

42



第1節 情報通信サービスの動向

者 や 出張 者等 を対象 に提 供 され て い る。7年 度末 現在 、 この サ ー ビ スの うち、 オペ レー タが接 続

す るサ ー ビスにつ い てはKDD、IDCに よ り提 供 されて お り、取 扱地 域 は73地 域 に、ダ イヤ ル

直通 に よ るサ ー ビ スにつ いて はKDD、ITJ

域 に拡 張 され て い る(第1-1-37表 参照)。

、IDCに よ り提 供 され てお り、取 扱地 域 は49地

第1-1-37表 主な国際電話サ ービスの取扱地域拡張状 況(7年 度)

サー ビス内容

国際 ダイヤル通話サー ビス

国際VPNサ ービス

海外から我が国
あての国際電話
を各種カー ド払
い又は着信人払
いにより提供す

る 一ビス

オペ レー

タ通話

ダイヤル

通話

拡張地域名

チ ャー ド、 中央 ア フ リカ 、 ア ルバ ニ ア

ドイ ッ、 イ ン ドネ シア 、 ア イル ラ ン ド

ベ ネズ エ ラ、 コス タ ・リカ 、 ドミニ カ共 和 国 、

ジ ョル ダ ン、 ブル ネ イ、ペ ルー 、 ル ー マ ニ ア

チ リ 、 ブ ラ ジ ル 、 ド イ ツ 、 ペ ル ー 、 ギ リ シ ャ 、

イ ス ラ エ ル 、 南 ア フ リ カ 、 ト ル コ 、 ハ ン ガ

リ ー 、 デ ン マ ー ク 、 マ カ オ

拡

地域数

3

3

7

ll

総取主

地域委

224

26

73

49

郵政省資料により作成

(イ)ト ラ ヒック

6年 度 にお ける国際電話サー ビスの発着信合計分数(KDD、ITJ及 びIDCの 合計)は 、

26億6,540万 分(対 前年度比11.4%増)と なってい る。

これを発着別 に見 ると、我が国か らの発信分数は15億2,480万 分(同8.0%増)で あ り、 また、

我が国への着信分数は11億4,060万 分(同16.2%増)で あ る。発着信分数の比率は57:43で あ り、

5年 度 に引 き続 き発信分数が着信分数 を上回っているが、対前年度伸 び率では、5年 度に引 き続

き着信が発信 を上回っている。

取扱地域別 に全体 に占める割合を見 ると、発着信合計分数で は、5年 度 に引 き続 き米国 との通

話が全体の28.6%と 最 も大 きな割 合を占めている。以下、アジアNIEs、ASEAN諸 国等が

上位 を占め、 また、 それぞれの割合 も5年 度 とほぼ同様 となってお り、 これ らの国等 と我が国の

関係 の深 さが読 み取 れる。また、第3位 の中国が全体 に占め る割合で対前年比1.1ポ イン ト増 と大

き く割合 を伸 ば してお り、特 に、発信では韓 国を抜 いて2位 に、着信で は台湾 を抜 いて3位 とな

ってい る。 また、 フィリピンが台湾 を抜 いて第4位 となってい る(第1-1-38図 参照)。

イ 国際ISDNサ ービス

国際ISDNサ ービスは、デジタル回線 によ り大量かつ高品質の情報 を伝送で きるため、電話、

ファクシ ミリ、パ ソコン等様々な端末 を接続 し、海外の利用者端末 との間で、音声伝送、G4フ

ァクシ ミリ、LAN間 通信、 テレビ会議等 に利用されているサービスであ る。

国際ISDNサ ー ビスの提供 は、元年10月KDDに よ り、4年12月ITJに よ り、5年7月I

DCに よ りそれぞれ開始 されている。

取扱地域 は、7年 度 に新たに7地 域が加わ り、7年 度末現在34地 域 に拡張 されてい る。

ウ 国際専用サー ビス

(ア)国 際専用回線サー ビス

国際専用回線サー ビスの取扱地域 は、7年 度末現在103地 域で ある。

7年8月 、KDDに よ り稼働率保証付 きの国際専用回線サー ビスが導入された。本サー ビスで

は、高水準のネ ットワーク稼働率 を保証 し、月ご との累積稼働時間が一定の保証稼働率 を下回 る
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

(1)発 着信合計分数

第1-1-38図 取扱地域別国際電話取扱量比
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場 合 ・現 行 の料 金返 還 に加 え特 別条件 で の料 金返 還 を行 っ て お り、 よ り一層 の利 用 者 の利 便1生の

向上 が図 られ て い る。

また、7年10月 、パ シ フィ ック ・セ ンチ ュ リー ・コーポ ンー ト ・アク セ ス ・プ ライベ ー ト ・リ

ミテ ッ ド(現 ハ チ ソ ン ・コーポ レー ト ・アク セ ス ・プ ライベ ー ト ・リ ミテ ッ ド)が 、新 規 に本サ
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第1節 情報通信サービスの動向一

一 ビスの提供 を開始 した。

国際専用回線サービスの6年 度末総提供回線数(KDD、ITJ及 びIDCの 合計)は 、1,644

回線(対 前年度末比1.9%減)と なっている。 これを品 目別にみ る と、音声級回線(帯 域品 目で電

話等 に利用)は285回 線(同13.1%減)、 電信級回線(速 度200b/s以 下の符号品 目で テレタ イプ通

信等 に利用)は212回 線(同13.5%減)と 、音声級回線 は昭和62年 をピー クに、電信級回線 も昭和

56年 をピークに引 き続 き減少傾向 となっている。 これに対 し中 ・高速符号伝送用回線(通 信速度

1,200b/s～6Mb/sの 回線で、ファクシ ミリ、データ伝送、高速 ファイル転送、テ レビ会議等 に利

用)は 、1,147回 線(同4.0%増)と 前年 に引 き続 き増加 し、総提供回線数に占め る割合 も対前年

度比4.0ポ イン ト増の69.8%と なっている。以上の よ うに国際専用回線サービスにおいては、企業

等の利用者 による海外 との高速 ファイル転送、デー タ伝送等の需要増 に呼応す る形で、大容量回

線への需要の シフ トが近年の顕著 な傾向 として定着 している(第1-1-39図 参照)。

第1-1-39図 国際専用回線サー ビス回線数の推移

(回 線)
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回線数が増加 している中 ・高速符号伝送用回線 の6年 度末の回線数 につ いて、取扱地域 別に見

ると、米国 との回線数が最 も多い点は前述の国際電話サー ビスで見 られた傾向 と同様であ るが、

全体 に占め る割合は35.0%と 、対前年度比2。3ポ イン ト減 となっている。以下、全体 に占める割合

で上位 を占める6地 域の構 成は5年 度 に引 き続 き変わ らない ものの、香港及び英 国が わずかなが

らその割合 を減少 させている。一方、 シンガポール、韓国、オー ス トラリアが 占め る割合 は増加

してい るこ とがわか る。 また、中国が大幅 に増加(対 前年度末比164.3%増)し 、第7位 となって
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い る(第1-140図 参照)。

第1-1-40図 取扱地域別 国際専用回線数比(中 ・高速符号伝送 用回線)
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郵 政 省 資 料 に よ り作 成

(イ)国 際映像伝送サ ービス

国際映像伝送サー ビスは、高品質のテレビジョン映像 を通信衛星経 由で伝送す るサ ービスで あ

り、 これを利用 して放送局の衛星中継等が行われている。

本サー ビスはKDDが インテルサ ッ ト衛星 によ り提供 して きたが、5年10月 、ITJが 初 めて

民間衛星 によ り本サービスの提供 を開始 し、7年4月 には、KDDも 民間衛星の利用 によるサー

ビスの提供 を開始 している。 また、7年 には民間衛星 を利用 し本サー ビスの提供 を新規 に開始 す

る事業者が相次 ぎ、7年7月 に㈱ 日本サテライ トシステムズ＼7年8月 に宇宙通信㈱、7年11月

にパ ン ・アム ・サ ッ ト・コーポ レーシ ョン、7年12月 にIDCが それぞれ提供 を開始 している。

取扱地域 は、7年 度末現在、136地 域 となっている。

工 国際デジタルデータ伝送サービス

(ア)国 際フレーム リレーサービス

国際 フレーム リレーサー ビスは、 フレーム リレー方式 によ り、64kb/s～L5Mb/sま での通信速

度 に対応 した、国際間のLAN間 通信等 に用 い られるデ ジタルデータ伝送サー ビスで あ る。

国際 フレーム リレーサー ビスの提 供は、第二種 電気通信事業者で は、5年2月 、ネ ッ トワー ク

情報サービス㈱ によ り開始 され、8年3月 末現在、8社 により行われてい る。第一種電気通信事

業者で は、KDDに よ り6年4月 、試験役務の提供斌 続 いて7年4月 には本サー ビスの提 供が

開始 され、また、IDCに よ り7年12月 、サー ビスの提供 が開始 された(第1-1-20図 参照)。

(イ)イ ンターネ ッ ト接続サー ビス

インターネ ッ ト接続サービスは、 インターネ ッ トプロ トコル によ り、米国を中心 に発展 して き

たインターネ ッ トへのアクセスを提供す るサー ビスであ る。

インターネ ッ ト接続サービスの提供 は、第二種電気通信事業者では、4年ll月 、 日本 イーエヌ

ェ ス ・エ イティアン ドティ㈱ によ り開始 され・7年12月 末現在、278社 によ り行 われてい る
。第一

種 電気通信事業者で は、7年4月 、KDDに よ り試験役務で行 われている。

オ インマルサ ッ ト海事衛星通信サービス

海事衛星通信サービスは、船舶 に船舶地球 局設備 を搭載 し、赤道上 に打 ち上げ られた インマ ル

サ ッ ト衛星 と海岸地球 局を通 じて、船舶 と陸地間又は船舶相互 間の通信 を行 うサー ビスで あ り、
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KDDに よ り提供 されてい る。

本サー ビスによ り、船舶 との間の通信の充実、船舶 の航行安全、運行管理の効率化等が図 られ

ている。 また、海上 にお ける人命及 び船舶の安全の確保 を目的 に、遭難 ・緊急通信料金及び安全

通信料金(船 舶 発)の 無料化が図 られている。

本サー ビスには、通信方式及び使用す る設備 によ り、利用可能 なサービスが異な るインマルサ ッ

トA・B・C・Mサ ービスシステムがあ る。

また、7年 度 には次のよ うな新サービス ・機能が追加された。

(ア)イ ンマルサッ トCサ ービスの新機能の追加

8年1月 、あ らか じめ登録 したインマルサ ッ トC設 備 に対 し、陸側 の設備か ら信号 を発信す る

と、当該 インマルサ ッ トC設 備 か ら自動的 に陸側 の設備 にメ ッセー ジを返信 させ ることがで きる

ポー リング/デ ータ レポー ティング機能1π7◎ 諦 ㌧ 一

及 び陸側の設備 か らメッセージを一斉同

報す るフ リーネ ッ ト機能の取扱 いが開始

された。

(イ)イ ンマルサ ッ トA-HSDサ ービ

ス

8年2月 、インマルサ ッ トAサ ービス

システムの うち、ISDNを 利用 して高

速データ通信 を可能 とす るインマルサ ッ

トA-HSDサ ービスが開始 された。

力 国際テ レックスサ ー ビス及 び国

際電報サ ービス

国際 テレ ックスサー ビス及 び国際電 インマルサ ッ トA-HSD可 搬 設備

報サー ビスは、KDDに よ り提 供されている。世界中のほ とん どすべての国 との通信が可能であ

るこ と、専用網 による記録通信 として確実な通信手段であ るこ とか ら、企業 を中心 として利用 さ

れている。

6年 度 における取扱数 は、 それぞれ国際テレックスサー ビスが707万 回(発 着信 合計、対前年度

比21.3%減)、 国際電報サービスが27万 通(同 、対前年度比18.2%減)と なってお り、 いずれ も減

少傾向であ る。

キ 国際ファクシ ミリ通信サービス

国際 ファクシ ミリ通信サー ビスは、利用者の ファクシミリ端末か ら送信 された情報 を、事業者

設備 を経由 し独 自の通信網 を通 じて相手先 に送達す る蓄積型サービスであ り、課金を送信ページ

単位 とした料金体系 によ り経済的な利用が図 られ るばか りで な く、 自動再送信 ・同報通信 ・時間

指定送信等 の付加機能 も利用す るこ とがで きる。

取扱地域 は、昭和62年7月 にKDDに よ り取扱 いが開始 されて以来順次拡張 され、7年 度末現

在!28地 域であ る。

ク 国際電気通信回線設備

我が国 と米国西海岸を太平洋上 でループ状 に結ぶTPC-5CNの 全区間の うち、7年7月 に

は日本一グ アム間及 びハ ワイー米国本土問が、 続 いて7年12月 にはグアムーハ ワイ問が開通 し、

南回 りの全区間について運用が開始 された。このよ うに、我が国 と世界を結ぶ国際電気通信網 は、
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

年 を追 うご とに拡 充 されて きてい る(第1-1-41図 参照)。

第1-1-41図 世界の国際電 気通信網
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ケ 国際電気通信料金

国際電気通信サー ビスにおいては・事業者間の競争、通信量の増加、技術革新等の企業努 力に

よるコス ト削減効果等 によ り・継続的 に料金 の低廉 化が進 んでい る。7年 度 において も
、国際電

話サー ビス・国際専用サー ビスは もとよ り・ その他の多様 なサー ビスについて も料 金値下げが実

施 されている。

日本銀行が発表 した 「物価指 数月報」によると・2年 の全サー ビス業の総平均 を100と す ると
、

7年7月 ～9月 においては・全サー ビス業平均 の指数 は102 .8で あ り、2.8ポ イン ト上昇 している

のに対 し・国際電気通信全体の指数は89・9で あ り・10 ・1ポイン ト低下 している。特 に、国際専用

回線(7年7月 ～9月 平均の指数87・5)・ 国際電話(同89・1)の 指数が大 きく低下 している(第1

-1-42図 参照)
。

(ア)国 際電話サービス

国際電話サー ビスの料金 につ いては・7年4月 ・主 に個人等小 口利用者 を対象 とし、月間利用

額 に応 じて定額が還元 され るサービスがKDDに よ り導入 され、利用者 の通信量及び利用形態 に

応 じた料金選択 の幅が広 げ られた。
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第1-1-42図 企業 向けサー ビス価格指数の推移(国 際電気通信)
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また、料金 の値下 げが7年11月 、KDDに よる国際ダ イヤル通話及 びオペ レータ通話(う ち我

が国発信 の国際ダ イヤル通話の平均値下げ率6.5%)に ついて、12月 にはITJに よる国際ダ イヤ

ル通話(同6.3%)並 びにIDCに よる国際ダ イヤル通話及びオペ レータ通話(同7.0%)に つい

て、 それぞれ実施 された。

さらに、主に個人 を対象 として提供 され る特定通話先 に係 る割引サー ビスにつ いて、基本料金

の引下げ及び割引率の拡大が、8年1月 、KDDに よ り、8年2月 、ITJ及 びIDCに よ り、

それぞれ実施 された。

(イ)国 際専用サービス

国際専用回線サービスの料金 については、7年5月 、KDDに よ り回線使用料 の値下 げ(平 均

値下げ率4.6%)が 実施 された。
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(2)放 送サービス

激動す る国際情勢の中で、諸外国の対

日理解 を促進 す る とともに在 外邦 人 に

対 して必要 な情報 を提 供す るため、我が

国 か らの国 際放送 の果 たす役割 は極 め

て重要 となっている。

我が国か らの国際放送 は現在、ラジオ

放送 においては、NHKに よる短波国際

放送の「ラジオ 日本」、 テレビジ ョン放送

にお いては、NHKに よ り7年4月 か ら

開始 された委託協会国際 放送業務 が行

われている。

この うち 「ラジオ 日本」では、国内送

信所(茨 城県:KDD八 俣送信所)か ら

国際映 像伝送サー ビスの料金については、KDDに よ り、テレビジ ョン伝送サー ビスにっ いて、

7年10月 、値下げ(平 均値 下げ率14.0%)及 び国際テレビジ ョン長期サー ビスの利用者 に対 す る

本サービスの伝送料の割引 き制度の導入が実施 され、国際 テレビジ ョン長期サー ビスにつ いては、

7年4月 及び6月 、値下げが実施 された。

(ウ)国 際デジタルデ ータ伝送サー ビス

国際公衆データ伝送サー ビスの料金 については、7年11月 、KDDに よ り固定料金制 の導入等

料金 体系の変更が実施 された。

国際 フレーム リレーサー ビスの料金 については、8年1月 、KDDに よ り国際加入ポー ト料の

値下げ(平 均値下げ率25.0%)が 実施 された。

(エ)イ ンマルサッ ト海事衛星通信サー ビス

インマルサ ッ ト海事衛星通信サー ビスの料金 については、8年3月 、KDDに よ り、料金体系

の簡素化及 び料金 の値下げ(平 均値下 げ率6 .0%)が 行 われた。

㈲ 国際フ ァクシ ミリ通信サービス

国際 ファクシミリ通信サー ビスの料金 については、7年11月 、KDDに よ り月 ぎめ割 引制度が

導入され ると同時 に、1!2地 域 につ き料金 の値下 げ(値 下 げ率 は地域 によ り7.0～11.0%)が 実施

された。続 いて8年1月 、KDDに よ り16地 域 につ き料金の値下げ(平 均値下げ率11 .0%)が 実

施 された。
「饗 汽一 鱒 礪

争

巧'一

縷 蕊,
隅噺 ノ

脚 隔,t

『璽
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/ク 味幽二
錆 緯 蘭

/%`'ワ ニ..∴ 声 甲

∬ 躍層

●■口ρ●●4「燗

6●●``●8

斎1

'、'の 曖
〆,

號 憩,～ ・

ボ ㍉3▲ε

一、哲'噌姑吃鄭 一

英領 アセ ンシ ョン島の 中継 局

`

呉

.-」 こ

織

直接送信す る放送 と・海外各地 の中継局 を経由 して間接送信す る中継放送 を行っている。中継放

送で は7年4月 に・大西洋の英領 アセンション島 を中継局 としてアフリカ中部 ・西部地域向 け放

送が開始 された。

7年 度の放送時間をみ ると・全世界 に向 け日本語 と英語で放送す る一般向 け放送は、1rl当 た

り延べ31時 間で・特 定地域 に向 けその地域で使 われてい る言語 を用 いて放送す る地域 向 け放送

は、21言 語で1口 当た り延べ34時 間で あった。

(3)郵 便サー ビス

ア 国際郵便物数の動向

7年 度の国「願 「1便物数 は、4億 通(個)(対 前年度比10。3%増)で ある。
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第1節 情報通信サービスの動向一

これを差立(外 国あて)と 到着(我 が国あて)で みる と、差立が1億2,278万 通(個)(対 前年

度比1.4%減)、 到着が2億8,089万 通(個)(同!6.3%増)と なっている(第1-1-43図 参照)。

差立の内訳で は、通常郵便物 が1億1,487万 通(対 前年度比1.9%減)、 小包郵便物 が292万 個

(同0.9%減)と なっている。EMSは 、499万 通(個)(対 前年度比11.0%増)と なっている。到

着の内訳で は、通常郵便物が2億7,328万 通(対 前年度比15.9%増)、 小包郵便物が360万 個(同

18.7%増)と なっている。EMSは 、401万 通(個)(対 前年度比55.6%増)と なっている。

なお、EMSの 取扱国は、7年 度にボツワナ、クロアチ ア及びネパールの3か 国が増 え、7年

末現在、世界114か 国(地 域)と なっている。

イ 国際郵便サービスの改善

郵政省が7年 度 に実施 した国際郵便サー ビスの改善の うち、主 な ものは次の とお りで ある。

(ア)航 空通常郵便物等の料金引下げ

8年3月 か ら航空通常郵便物 の うち、航空書状 については平均25%、 航空印刷物 につ いては平

均2%、 航空小型包装物 については平均7%の 料金引下 げを行い、また、重量段階を内国郵便物

と同様の区分 に簡素化 した。

また、7年4月 か ら国際電子郵便 の料金が約12%引 き下げ られた。

第1-1-43図 国際郵便の引受郵便物数の推移

(百万通)
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150
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50

0

総引受郵便物数

到 着

差 立

60616263元234567

(年 度)

郵 政 省資料 に よ り{/成

(単 位:百 万 通)

年度
総引受
郵便物数

差立

到着

60

244.1

ll6.7

127.3

61

242.5

108.0

134.5

62

257.8

110.1

147.6

63

275.8

ll7.4

158.3

元

29ユ.6

121.4

170.2

2

308.5

125.4

183.1

3

327.7

131.1

196.6

4

334.6

131.7

202.9

5

345.4

128.

217.3

6

366.0

124.5

241.5

7

403.7

122.8

280.9

(イ)エ コノ ミー航空郵便物の取扱対象の拡大

郵政省 は、一般航空扱 い及び船便扱 いのみ となっていた小形包装物の扱 いに、7年4月 か ら船

便扱 いよ り送達速度が速 く一般航 空扱いよ り料金が安 くなるエ コノミー航空扱 い(SAL)を 加
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

えた。 エ コ ノ ミー航 空 扱 いのサ ー ビスの取扱 国(地 域)は 、

っ て い る。

7年 度末現在、78か 国(地 域)と な

コラム1

文字放送10周 年

文字放送(文 字多重放送)は 、昭和60年1!月 、NHK等 によ り開始 されて以来、7年 度で

10周 年 を迎 えた。現在で は全国で500以 上の番組が放送 され、着 実にその普及 が進んで きてい

る。

また、郵政省で も、昭和61年 の文字多重放送 設備 の整備 に対す る財政投融資 による支援措

置 の創設、3年 の 「放送局の開設の根本的基準」の改正 による新規参入 の促進、5年 の 「身

体障害者の利便の増進 に資す る通信 ・放送身体障 害者利用円滑化事業の促進 に関す る法律」

に基づ く字幕番組制作 に対す る助成金交付制度 の創設等の普及 に向けた取組 を行 い、文字放

送の普及 を推進 して きた。

文字放送 は、近年、文字放送受信機の普及が急速 に進み、一般家庭への普及が著 しい。 こ

れは、家電 メーカーが ワイ ドテレビの付加機能 として文字放送 に注 目 し、文字放送チ ューナ

ー内蔵 テレビを普及価格で発売 した ことが大 きい
。ある家電メーカーで は、発売 半年で8万

5千 台を出荷 し、 ヒッ ト商品 となった。文字放送チューナー内蔵 テレビ と専用チ ューナー を

合わせた文字放送受信機 普及台数は、6年 末で93万2千 台 と、昨年末 に比べ、13.4%増 と急

激 な伸 びを示 している。

文字放送受信機普及台数の推移

(万台)

100

90
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60

50
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0

20.7

59.6

68.6

77.0

80.5 82.2

63元23

文字放送普及推進協議会資料により作成

4 5

(年度 求)

6

93.2

文字放送 には決 まった放送時間がな く、内容が随時更新 されなが ら繰 り返 し放送 されて〔、、

るので・文字放送 は・見 たい時 に見 たい番組 を視聴す るこ とがで きる という「随時1生」と㌧.,・

捌 生」 というメデ ィア としての特i生を併せ持 っている。7月1日 の阪神 ・淡路大震災 の際 .
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第1節 情報通信サービスの動向

は、これ らの特i生が活かされ、現地の被災者 に対 し「ライフライン復 旧情報」、「救援物資1青報」

等 の生活関連情報 を提 供す るな ど、文字放送 は大 いに貢献 した。

文字放送の一種 に字幕放送があるが、通常の文字放送番組がテレビ番組 とは独立 した静止

画像で放送 されているのに対 し、字幕番組 は、 テレビ番組 に運動 して、テレビ画面の下部 に

ドラマのセ リフ等 を字幕で表示す る番組であ る。現在で はNHKの 全 ドラマ番組 に字幕番組

がつ くなど、字幕番組の番組数、放送時 間数が拡大 して きてお り、聴覚障害者等 に喜ばれて

い る。

さ らに、文字放送 は、デ ジタル信号 による放送 なので コンピュータ との親和性 も高 く、 コ

ンピュータを媒体 とした幅広 い利用の道が開 けてお り、今後のマルチメディア時代の先駆 け

としての新 しい双方向サー ビスの提 供 も、近 い将来可能 になると見込 まれている。

なお、文字放送 は10周 年 を機 に、今以上 に人々に親 しまれ発展 してい くことの期待 を込 め

て、愛称が一般の人々か ら募集 され、「モ ジネ ッ ト」 に決定 された。

(注1)

オープンネ ットワーク協議会は、NTTネ ットワークの網機能 ・網情報に対す る第二種電気通信事業者の意見

をNTTの ネットワーク構築に反映することを目的に、3年7月 に設立された。

(注2)

SPC(StoredProgramControl)は 、デジタル交換機等で採用 される制御である。交換動作に必要な手順や方

法が記述 されたソフ トウェアやデータをあ らか じめ記1意装置に入れておき、このプログ ラムを1ス テップずつ

読み出 して交換処理を行 う方式である。

(注3)

地域 とは、国際電気通信サービスの料金区分上の区分 けであ り、国又は州等の地域 を指す。例 えば、米国 とは

米国本土を指 し、アラスカ、ハワイ等 とは区分 している。
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一一一 一}=コ

第2節 情報通信経済の動向

情報通信経済 の動向を、事業者数の動向 と経営動向等の それぞれついて見 る。事業者の うち・

電気通信事業者(7年 度、対前年度比47.0%増)、 地上系民間放送事業者(同9.8%増)及 び都市

型 ケーブルテ レビ事 業者(同12.3%増)は 顕著な新規参入がみ られた(第1-2-1表 参照)。

一方
、経営動向の うち、第一種電気通信事業者の電気通信営業事業収益(6年 度、対前年度比

7.3%増)、 民間放送事業者の営業収益(同3.3%増)及 び郵便事業 の収益(同14.0%増)は いずれ

も前年度 に比べて順調 に増加 している。 また、設備投資 について、6年 度実績額 を見 る と、電気

通信事業者(6年 度実績額、対前年度実績額比2.0%増)は 増加 している一方で、放送事業者(同

18.7%減)は 減少 している。 さらに、7年 度修正計画額を見 る と、電気通信事業者(7年 度修正

計画額、対前年度実績額比22.4%増)は さらに増加 し、放送事業者(同1.6%減)は 減少 してい る

ものの6年 度 よ り減少幅は小さ くなっている。

1事 業者数の動向

(1)電 気通信事業者

ア 第一種電気通信事業者

7年 度 に新 たに許可 された事業者は17社 であ る。 この内訳 は、 まず、地域系で は専用サービス

を提供す る㈱東京テレポー トセンター(7年8月)、 セル リレーサービスを提供す るひ まわ りネ ッ

トワー ク㈱(7年9月)、 インターネ ット接続サービスを提供 す る㈱東急 ケーブル テレビジ ョン

(8年1月)、 専用サー ビスを提供す る㈱伊豆急ケーブルネ ッ トワー ク(8年3月)及 びパ ソコン

通信、 インターネ ッ ト接続サー ビスを提供す る武蔵野三鷹 ケーブル テレビ㈱(8年3月)の5社

で あ る。衛星系では国際専用サービスを提供す るパ シフィック ・センチュ リー ・コーポ レー ト・

アクセス ・プ ライベー ト・リミテッド(現 ハチ ソン ・コーポ レー ト・アクセス ・プライベー ト・

リミテッ ド)(7年9月)及 びパ ン ・アム ・サ ッ ト・コーポ レー ション(7年11月)の2社 であ

り、外国通信衛星事業者 に対す る初めての第一種電気通信事業 の許 可 となっている。移動系で は

携帯 ・自動車電話を提供す る㈱デ ジタル ツー カー東北(7年9月)、 ㈱デ ジタル ツーカー北海道

(7年11月)、 ㈱デ ジタル ツーカー北陸(7年12月)及 び㈱デ ジタル ツーカー四国(7年12月)

の4社 、 また、PHSを 提供す る㈱ アステル北海道及び㈱ アステル沖縄(2社 とも7年4月)並

びに㈱ アステル北陸、㈱ アステル中国及び㈱ アステル 九州(3社 とも7年6月)の5社 で あ る。

これによ り、携帯 ・自動車電話 は、一地域4社 が参入 している東名阪以外の全地域 において3社

目が参入 し、PHSは 全地域で3社 が参入 した ことにな る。 さ らに、移動系 としてテレター ミナ

ルサー ビスを提供す る関西 シティメデ ィア㈱(8年3月)の1社 があ る。

また、移動系 においては、7年7月 、山 ロニュー メデ ィアセンター㈱ は、CRP事 業 をエヌ ・

テ ィ ・テ ィ中国移動通信網㈱ に譲渡 した。 さらに、9月 、中国セル ラー電話㈱ 及び瀬戸 内マ リネ
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第2節 情報通信経済の動向一

ッ ト㈱ は合併 し、中国セル ラー電話㈱ が存続会社 となっている。

第1-2-1表 主な通信 ・放送事業者数等

(単 位:社 数 ノ

区別

年度末

電

気

通

信

事

業

者

放

送

事

業

者

第

種

第

種

国

内

国

際

NTT

NTTDoCoMo等

新

事

業

者

長距離系

地域系

衛星系

移動系
KDD

新事業者(う ち衛星系)

計

特別(う ち国際特別)
一般

計

計

地上系

衛 星系

(NH

Kを 除

く)

NHK

放送大学学園

民間放送

計

放送衛星利用

通信

衛星

利用

委 テ レビジョン

託 音声
受託

計

計

都市型ケーブルテレビ事業者

郵便事業

6年 度

1

9

3

11

2

82

1

2

lll

44(32)

2,063

2,107

2,218

1

1

203

205

2

11

3

2

18

223

163

1

7年 度

1

9

3

16

2

90

1

4(2)

126

50(37)

3,084

3,134

3,260

1

1

223

225

2

ll

2

2

17

242

183

1

増 減

+5

+10/-2

+2(+2)

+17/-2

+6(+5)

+1,021

+1,027

+1,044/-2

+20

+20

一1

_1

+20/-1

+20

郵政省資料により作成

イ 第二種電気通信事業者

(ア)特 別第二種電気通信事業者

7年 度 に新 たに登録 された事業者 は6社 で ある。この うち5社 が国際VANサ ー ビスを提供す

る国際特別第二種電気通信事業者であ る。

(イ)一 般第二種電気通信事業者

7年 度 に新たに届 出を した事業者 は1,021社 であ る。この内訳 は、オンライン受託計算サービス

等 が53社 、卸売業 ・倉庫業等流通関係が22社 、出版 ・広告関係が15社 、電子機i器製造 ・販売及び

ソフ トウェア開発関係が132社 、総合商社が4社 、 その他が795社 となっている。

また、 電気通信役務別 嗣)に見 ると、 音声伝送が対前年度末比372社 増、 画像伝送が同64社 増、

データ伝送 が同576社 増、複合が同!76社 増 となってお り、音声伝送役務及びデー タ伝送役務を提

供 す る事業者数が顕著 な伸 びを示 してい る。

ウ 電気通信事業者の地域別動向

7年 度末現在 の電気通信事業者の本社所在地 を都道府県別 に見 る と、全体 の31.2%が 東京 に集

中 してお り、6年 度末 との比較 において0.4ポ イン ト減少 した ものの、2位 の大阪府 の11.5%を は
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

じめ とす る他 の道府県を大 きく引 き離 している。 これを 「税務統計速報」(国 税庁)に おけ る法 人

数全 体の傾向 と上1鮫す る と、電気通信事業者の本社 につ いては、東京への集中が一層顕著であ る

こ とが伺 える(第1-2-2表 参照)。

第1-2-2表 都 道府県別本社所在地数の割合の比較

(上位10都 道府県)

(単位:%)

lll頁位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

都道府県名

東京都

大阪府

愛知県

神奈川県

北海道

福岡県

埼玉県

京都府

兵庫県

静岡県

電気通信事業者

31.2

11.5

5.0

4.4

3。6

3.4

2,7

2.4

2.2

2.2

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

都道府県名

東京都

大阪府

神奈川県

愛知県

埼玉県

北海道

千葉県

兵庫県

福岡県

静岡県

法人数全イ

21.1

8.1

6.7

5.5

4.6

4,3

3.8

3.3

2.9

2.8

郵政省資料 、 「税務統計 速報」(国 税庁)に よ り作成

(注)電 気通信事業者は7年 度末の数値 、法人数全体 は7年

6月 末の数値であ る。

(2)放 送事業者

ア 地上系放送事業者

7年 度 において新 たに免許が付与 されたのは20社 であ る。 この内訳 は、テレビジ ョン放送事業

者 につ いては、琉球朝 日放送㈱(7年9月)及 び東京 メ トロポ リタ ンテレビジ ョン㈱(7年10

月)の2社 で ある。FM放 送事業者 については、県域放送 を行 う㈱エ フエ ム福島(7年9月)の

1社 、外国語放送 を行 う関西 インターメデ ィア㈱(7年10月)、 エ フエ ムインター ウェーブ㈱(8

年3月)の2社 、文字多重放送(交 通情報の提供)を 行 う働道路交通情報通信 システムセンター

(8年3月)の1社 及びコ ミュニティ放送 を行 うエ フエム多摩放送㈱(7年5月)、 ㈱柏崎 コ ミ

ュニ ティ放送(7年6月)、 ㈱ ながの コ ミュニティ放送(7年6月) 、エ フエム宇治放送㈱(7年

8月)、 みのおコ ミュニティ放送㈱(7年9月)、 ㈱エ フエム伏見(7年9月) 、木更津 コ ミュニ テ

ィ放送㈱(7年12月)、 ㈱ えふえむ ・エヌ ・ワン(7年12月)、 ㈱エ フエ ムわいわい(8年1月) 、

仙 台あおばコ ミュニティ放送㈱(8年2月)、 ㈱ コ ミュニティはまなす(8年3月)、 ㈱ エ フエ ム

かなざわ(8年3月)・ エ フエ ム高松 コミュニティ(8年3月)及 び㈱熊本 シティエ フエ ム(8年

3月)の14社 で ある。

イ 衛星系放送事業者

7年7月 ・CS-PCM音 声放送事業者であ る㈱ ミュー ジックバ ー ドと㈱サ テライ トミュー ジ

ックが合併 して㈱ ミュー ジックバー ドとなった。

ウ 都市型ケーブルテレビ事業者〔㈲

7年 度 にお いて新 たに都市型 ケーブル テレビ として施設の設置許可 を受 けたのは17社 で あ る。

この内訳は・武蔵野三鷹 ケーブル テレビ㈱、横浜ケーブルネ ッ トワー ク企画㈱、㈱ タイタ ス ・コ

ミュニケーシ ョンズ(相模 原市)、 テレビちが さき㈱、㈱ユー アイネ ット埼玉、加古川商工開発鞠
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(以上7年4月)、 ㈱ 南東 京 ケー ブル テレ ビ、 日野 ケー ブル テ レ ビ㈱ 、大宮 スーパ ー ネ ッ トワー ク

㈱ 、㈱ ケーブル メデ ィア四 国(以 上7年6月)、 北 ケー ブル ネ ッ トワー ク㈱ 、戸塚 ケー ブルネ ッ ト

ワー ク企 画㈱ 、㈱ タ イタ ス ・コ ミュニ ケー シ ョンズ(前 橋 市 、伊 勢崎 市)、 豊 中 コ ミュ ニ テ ィー ケ

ー ブル テレ ビ㈱(以 上7年9月)
、㈱ シテ ィケー ブル周 南、 宮崎 ケー ブル テ レビ㈱(以 上7年11

月)、㈱ ケーブ ル テ レビ足 立 及 び㈱ ジュ ピター群 馬(以 上8年2月)で あ り、その うち㈱ タ イタ ス ・

コ ミュニ ケー シ ョン ズは、相模 原 市、 前橋 市 ・伊 勢崎 市 の2つ の施 設 の設置 許可 を受 けた。

また、施 設 の変更許 可 を受 け、都 市 型 ケー ブル テ レビ となった の は、 山 ロケーブ ル ビ ジョン㈱ 、

佐世 保 ケー ブル ビジ ョン㈱ 、 九州 有線 テ レ ビ放送㈱(以 上7年9月)及 び伊賀 上 野 ケ ー ブル テレ

ビ(8年2月)の4社 で あ る。

なお、7年7月 には、関東 ケーブル テ レビジ ョン㈱ が 、 自主放 送部分 につ いてチ ャ ンネル リー

スを行 うよ うに変更 した た め、都 市型 ケーブル テ レビ事 業者 か ら除 かれ るこ と とな った。

2経 営動向等

(1)電 気通信事業者

ア 電気通信事業者の経営動向

「法 人企業統計年報」(大 蔵省)に よると、6年 度の営業収益(売 上高)は 、全産業 につ いては

前年度 よ りは若干少な くなっているがほぼ同額、製造業 については対前年度比1.8%増 、非製造業

については同0.7%減 であ る中で、郵政省 の調査 によれば、6年 度の第一種電気通信事業者全体の

電気通信事業営業収益 は7兆8,558イ 意円(対 前年度比7.3%増)で あった。 その内訳 を見 ると、国

内第一種電気通信事業者は7兆5,151億 円(同7.4%増)、 国際第一種 電気通信事業者は3,406億 円

(同3.8%増)で あった。昭和61年 度以降の対前年度比の推移 を見 ると、第一種電気通信事業者の

電気通信事業営業収益 は順調 な伸 びで あった と言 える(第1-2-3図 参照)。

なお、6年 度の第一種電気通信事業者 の経常利益 は2,143億 円(対 前年度比7.3%減)で あ り、

国内第一種電気通信事業者 は1,796億 円(同7.2%減)、 国際第一種 電気通信事業者 は347億 円(同

8.0%減)で あった。

(ア)NTT等

6年 度のNTTの 経営状況 につ いて見 ると、総収益は5兆9,582億 円(対 前年度比1.3%増)、 営

業収益 は5兆8,756億 円(同1。1%増)、 総費用 は5兆8,155億 円(同0.8%増)、 営業 費用 は5兆

6,313億 円(同0.9%増)で あ り、経常利益は1,426億 円(同30.3%増)で 増益 となった(第1-2

-4表 参照)。これは、長距離 系新第一種 電気通信事業者 との相互接続料の増加、5年10月 及び6

年4月 の公衆 電話料金の値上 げ並 び に7年2月 の基本料の値上 げ による影響 が大 きい と考 えら

れる。

電話役務営業損益の うち加入電話の状況 を見 る と、基本料の営業損失 は1,221億 円であったが、

損失額 は前年度 よ り25.9%減 少 している。市外通話の営業利益 は減少 したが、市内通話の営業利

益 は大幅に増加 している。 また、公衆電話 は赤字か ら黒字 に転 じた(第1-2-5表 参照)。

また、事業部制による経 常損益 を見 ると、地域通信事業部は912億 円の損失で あるが、損失額は

前年度 に比べて59.1%減 少 した。一方、長距離通信事業部 は2,527億 円の利益であ るが、利益額 は

前年度 に比べて29.7%滅 少 した(第1-2-6表 参 照)。
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第1-2-3図 業種別営業収益 の推移
(第一種電気通信事業の営業収益及び業種別営業収益の対前年度増減率)
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さらに・6年 度の各地域通信事業部の経常損益 について見 ると、東京、関東、関西は、黒字額
が大幅に増加 している。また・東海 は前年度 まで は赤字で あった斌6年 度は黒字 にな

ってい る。

その他の地域 は赤字で あるが・総 じて損失額が滅少 している(第1-2-7表 参 照)
。

また・7年 度 ヒ半期のNTTの 経営状況 について見 る と・営業収益は3兆284億 円(対 前年度同

期比6・0%増)・ 営類 用は2兆8・510億 円(同3・0%増)で あ り、繍 禾り益 は1
,267億rq(同257.2・6

増)と 大 きく増加 してい る・営業収益 全体 に占め る電話収入の割合 を見 る と78 .0%と 前年度 よ1,

0.5ポ イン ト増加 している。
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第1-2-4表NTTの 経営状況

(単 位:億 円 、%)
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(注)1億 円未満 は切 り捨 てである。
2端 数処理の関係 で合計が一致 しない ものがあ る。
3()内 は対前 年度比である。
44年7月 にNTTか ら移動体通信事業本部 が分離 し、別会社 になっ
ている。

第1-2-5表 6年 度NTTの 電話役務損益明細表
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の 細
入

.…日唱

,_口'… …

そ の

ム7 亀

そ の の 夕
そ の

言

呂 又

40830

3264

3488
23
3779
48121

呂

37529
呂

3301-11.3

451

3469…-205

3245
23
5090
45888

43『6

243347思 日

0
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NTT資 料 によ り作成

(注)1億 円未満 は切 り捨 てであ る。
2「 市内通話」、「市外通話」 に係 る営業収益 は、サ ンプル調査
によ り推計 された通信量比 に基づ き算出 した。

3「 その他 の移動体電話」 に係 る通話料収 入は、発信側の電気

通信設備 に係 る役務 の細 目に係 る収入 とした。
4端 数処理 の関係で合計が一致 しない ものがある。
5()内 の数値は対前年度比 または損失損 額等 の増減である。

一方
、NTTDoCoMo等 地域別9社 の6年 度の営業収益は8,294億 円(対 前年度比!4.5%増)、 営

業費用 は7,678億 円(同43.9%増)で あ り、経 常利益 は344億 円(同73.7%増)で あった。

(イ)長 距離系新第一種電気通信事業者

6年 度 の長距離系新 第一種 電気通信事業者3社 全体の経営状況 につ いて見 る と、営業収益 は

7,664億 円(対 前年度比27.6%増)、 営業費用は7,075億 円(同27.9%増)で あ り、経常利益は330

億 円(同25.4%増)と 前年度 に引 き続 き大 きな伸びを示 した。 なお、長距離系新 第一種電気通信

事業者3社 は、NTT地 域網への接続費用 として3,103億 円をNTTに 支払っている。

各社別 に経営状況 をみ ると、第二電電㈱の営業収益は3,778億 円(対 前年度比28 .8%増)、 営業

費用 は3,419億 円(同29.8%増)、 経常利益 は293億 円(同29.6%増)で あった。 また、 日本 テレ
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第1-2-6表6年 度NTTの 事業部制収支状況

(単位:億 円 、%)

総収益

総費用

経 常 貝'

地 域 通 信
事 業 部
52,708
(3.4)
53,621
(0.8)
一912

(損 失 額

59.1%減)

長 距離 通信
業 部
9,151
(-9.4)
6,623
(1.8)
2,527

(-29,7)

パ ケ ッ ト通信

事 業 部
663
(3.0)
604
(-0.2)
59

(51.3)

画 像 通 信
事 業 部
231
(40.0)
337
(22.5)
一105

(損 失 額

4.5%減)

電 報
事 業 部
900
(12,1)
1,042
(4.2)
一142

(損 失 額

27.9%減)

NIT全 体

59,582
(1.3)
58,155
(0.8)
1,426

(30.3)

郵政省資料 によ り作 成

(注)1億 円未満は切 り捨 てであ る。
2各 事業部の総収益 、総費用 には社 内取引分が含 まれているため、合計 額 はNTT全 体 とは一致 し

ない。
3()内 は対前年度比 また は損 失額等 の増減である。

第1-2-7表6年 度NTTの 各地域通信事業部の収 支状況

(単位:億 円、%)

総収 踊
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(3.7)
1,981
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東 海
5,668
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(194億

円増)

北 陸
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1,381

(0.7)
一242

(損 失 額

14.2%減)

関 西

9,101

(4.4)
8,770

(0.8)
331

(1738.9)

中 国

3,043

(1.6)
3,523

(0,2)
一480

(損 失 額

19.7轍 〉

四 国
1,529

(2.8)
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(3.8)
一431

(損 失 額

7.5%±曽)

九 州
5,378

(4.0)
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(1。5)

一702

(損失額

14.2%減)

東 北
3,451

(4.9)
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(損失額

12.3%減)

北 海 道
2,313

(2.3)
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(-1.2)
一431

(損失額
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全 体
52,708

(3.4)
53,621

(0.8)
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(損失額

59.1%減)

郵政省資料により作成

(注)1億 円未満は切 り捨てである。
2()内 は対前年度比または損失額等の増減である。

第1-2-8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

年度
区分

4 度
5

年
度

6

年

度

第二電電 株)
日本 テ レコム 株)

日本高速通信 株)
言

二電電 株)

日本 テ レコム)

日本高速通信 株)

言

営 業 収

474658

293458

250746

56398

600602

377,867
(28.8)
304,846
(21.6)
83,726

(48.5)
766,439

(27.6)

営 業 費 用

414706

263410

225081

64473

552964

341,901

(29.8)
273,869

(21.7)
91,740
42.3)

郵政省資料 によ り作成
(注)1
2()内 は対前年度比 または損失額の増減である。

3端 数処理の関係 で合計が一致 しない ものがある。

707,513

(27.9)

(単位:百 万 円、%)

経 常 損 益

35815
22639

16230
一12500

26369

29,348
(29.6)
18,218

(12.2)
一14
,506

(損 失 額16.0%増

33,060
(25.4)

4年 度 の数値 は・第二電電(株)・ 日本 テ レコム(株)及 び 日本高速通信(株)の3社 の合計 である。

コム㈱ の営業 収益 は3 ,048億 円(同21.6%増)、 営 業費 用 は2,738億 円(同21.7%増)、 経 常 利益 は182

億 円(同12.2%増)で あ っ た・これ に対 し・日本 高速 通信 ㈱ の営 業 収 益 は83億 円(同48.5%増)、 宮 嚢
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費用 は917億 円(同42.3%増)、 経常損失 は145億 円(同16.0%増)で あった(第1-2-8表 参照)。

第二電電㈱及び 日本 テレコム㈱ の増益理由は携帯電話端末の販売等 の附帯事業収益 の大幅 な伸

びによるもの、 日本高速通信㈱の経常損失増加の理由は、全国ネ ッ トワー クの展開や主要ルー ト

の二重化等 に伴 う設備投資増 によるもの と考 えられ る。

また、7年 度上 半期 の長距離系新第一種電気通信事業者3社 全体 の経営状況 につ いて見 ると、

営業収益 は4,386億(対 前年度同期比18.4%増)、 営業費用は3,815億 円(同11.6%増)で あ り、経

常利益 は512億 円(同297,9%増)で あった。

(ウ)地 域系新第一種電気通信事業者

6年 度 の地域系新 第一種 電気通信事業者11社 全体の経営状況 につ いて見 る と、営業収 益 は

1,031億 円(対 前年度比36.9%増)、 営業費用は825億 円(同37,3%増)で あ り、経常利益 は96億

円(同74.5%増)と 大 きな伸 びを示 した。 これは、専用サービス収入の堅調 な増加及び携帯 ・自

動車電話会社への回線の提供 による業務受託収入の増加によるもので ある と考 えられ る(第1-

2-9表 参照)。

(エ)衛 星系新第一種電気通信事業者

6年 度の衛星系新第一種 電気通信事業者2社 全体の経営状況 について見 る と、営業収益 は320

億 円(対 前年度比0.9%増)、 営業費用は3!7億 円(同1.2%減)で あ り、経常損失は36億 円(同 損

失額34.5%減)で あった(第1-2-9表 参照)。

㈲ 新携帯 ・自動車電話事業者

6年 度の新携帯 ・自動車電話事業者15社 全体 の経営状況 についてみ る と、営業収益 は4,448億

円(対 前年度比92.0%増)、 営業費用 は4,615億 円(同149.2%増)で あ り、経 常損失 は476億 円 と

なった。 これは、新規事業者の参入が多 く、初期投資が大 きかったこ とによるもの と考 えられ る

(第1-2-9表 参照)。

(カ)新 無線呼出 し事業者

6年 度の新無線呼 出 し事業者31社 全体の経営状況 について見 る と、営業収益 は1,069億 円(対 前

年度比35.1%増)、 営業費用は916億 円(同34.1%増)で あ り、経常利益 は139億 円(同46.3%増)

と大 きな伸 びを示 した(第1-2-9表 参照)。

(キ)KDD

6年 度のKDDの 経営状況 につ いて見 ると、総収 益は2,600億 円(対 前年度比0.2%増)、 営業収

益 は2,478億 円(同0.6%増)、 総費用 は2,337億 円(同!,0%増)、 営業費用は2,294億 円(同0.8%

増)で あったが、経常利益 は263億 円(同6.7%減)と 減益であった。 これは、 トラヒックの増加

による増収 を営業費用が上回ったこ とによるもの と考 えられ る。

営業収益の内訳 をサービス別に前年度 と比較 して見 る と、営業収益の主力で ある電話収 入が同

2.3%増 、専用収入が同6.5%増 となっている。一方、テレックス収 入、電報収 入及びデータ通信

収入は減少 している。

また、7年 度上半期の営業収益 は1,327億 円(対 前年度同期比1.1%増)、 営業費用 は1,150億 円

(同0.1%増)、 経常利益 は177億 円(同18.0%増)の 増益 となった。 これは、 トラヒックの増加に

よる増収で ある と考 えられる(第!-2-10表 参照)。

(ク)新 国際第一種電気通信事業者

6年 度 の新国際第一種電気通信事業者2社 全体の経営状況について見 る と、営業収益 は967億

円(対 前年度比12.2%増)、 営業費用は854億 円(同21.1%増)で あ り、経常利益 は83億 円(同11 .7%
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第1-2-9表 第一種電気通信事業者の経 営状 況
"位:億 円

、%

4度
5又

6又

4年度
5年度
6又

4年度
5年度
6又

4又

5度
6又

NTT

営業収益
58922

58090

58,756

(1.1)

営業費用
55009

55788

56,313
(0.9)

経常損益
2488

1094

1,426
(30.3)

地,,、

営業収益
690

753

1,031
(36.9)

営業収益
1832

2317

4,448

(92.0)

営業費用
588

601

825
(37.3)

経常損益
5

55

96
(74.5)

携冗 ・ 動 電話

営業 用
1515

1852

4,615

(149.2)

経常損益
164

308
一476

(損失額784億 円増)

KDD

営 又'

2400
2464

2,478

(0.6)

営 費用
2230
2275

2,294

(0.8)

経 常 、'

266

282
263

(-6.7)

新長距離糸
営業収益
4746

6006

7,664
(27.6)

営業費用
4147

5529

7,075
(27.9)

経常損'
358

263

330
(25.4)

衛 星.、

営業収益
311

317

320
(0.9)

営業 用
297

321

317
(-1.2)

,_艘'

営業収'
629

791

1,069

(35.1)

営業 用
528

683

916
(34.1)

経常損
一30

一55

一36

(損 失 額34.5%減)

'出 し

経常損'
82

95

139
(46.3)

新国際
営 収'

683

862

967
(12.2)

営 費用
640

705

854
(21.1)

経 常 、'

_21

94

83
(-11.7)

郵政省資料、NTT資 料、KDD資 料 によ り作成
(注)1億 円未満は切 り捨 てである。
2()内 は対前年度比 または損失額等の増減であ る。
3端 数処理の関係で合計が一致 しない ものが ある。
44年7月 にNTrか ら移動体通信事業部が分離 し、別会社 になっている。

5新 長距離系の数値 は、第二電電(株)、 日本 テ レコム(株)及 び 日本高速通信(株)の3
社 の合計である。
6新 地域系の4年 度の数値は、東京通信 ネッ トワーク(株)、中部 テ レコ ミュニ ケーシ ョ
ン(株)、 大阪 メデ ィアポー ト(株)、(株)四 国情報通信 ネッ トワー ク、九州通信 ネ ッ ト
ワーク(株)、 北 海道聡合通信網(株)丞 びエルシーブイ(株)の7社 の合計 であ る。

5年 度の数値 は、上起7社 に中国通信 不ッ トワー ク(株)を 加 えた8社 の合計であ る。
6年 度の数値 は、上記8社 に東北 インテ リジェン ト通信(株)、 北陸通信 ネ ッ トワー
ク(株)及 び近鉄 ケーブルネッ トワーク(株)を 加 えたll社 の合計 である。
7新 衛星系の4年 度の数値は、 日本通信 衛星(株)と 宇宙通信(株)の2社 の合計であ る。
5年 度、6年 度 の数値 は(株)日 本サテ ライ トシステムズ と宇宙通信(株)の2社 の合計
である。

8新 携帯 ・自動車電話の4年 度及 び5年 度 の数値 は、 旦本移動通信(株)、 関西セル ラー
電話(株 〉、九州 セ1レラー電話(株)、 中国セルラー電話(株)、 東北セ ルラー電話(株) 、北海道
セル2一 電話(株)、 北陸セ ルラー電話(株)、 四国セ ルラー電話(株)及 び沖縄

セ ルラー電話(株)の9社 の合計であ る。

輝 謬簾鐙 蓬灘 奮議 嬉1偏東膨 多充;鍍面幕
9新 無線呼 出 しの4年 度 の数値 は36社 の合計である。

5年度 及び6年 度の数値 は31社 の合計 である。
10新 国際系の数値は・ 日本 国際通信(株)と 国際デジ タル通信(株)の2社 の合計 である。

滅)で 減 益で あ った・ これ は・ トラ ヒックの増加 に よ る増 収 を営業 費 用 が上 回 った こ とに よ る も

の と考 え られ る(第1-2-9表 参照)。

これ を各社 別 に見 る と・ITJの 営 業収益 は461億 円(対 前年 度 比13 .0%増)、 営 業 費 用 は431億

円(同25・3%増)で あ り・ 経 常利益 は31億 円(同8・8%減)で あ った。 一方 、IDCの 営 業 収 益 は

506億 円(対 前年 度比1!・7%増)・ 営 業 費用 は423億 円(同17 ・2%増)、 経 常利 益 は52億 円(同133%

減)で あ った。
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第1-2-10表KDDの 経営状況

(単 位:億 円 、%)

区 別
総 収 益
営 業 収 益
電気通信 業営業収益

3度
2563

2444

2,397

.霞.讃 収 入
テ レッグス珂又果"1!8

電 報 収 入
専 用 収 入
デー タ通信収入

デー タ伝送収 入

その他 の収 入

附帯箏業営業収益
営 業 外 収 益
総 用
営 業 用

.窯気通信 営 費用附"帯事
業 営 業 用

営 業 外 用
経 常 損 益

31

178

53

9

159

47

118

2302

2251

2,219

31

51

260

4度
2537

2400

22352

87

26

182

53

8

166

48

136

2271

2230

2～198

31

40

266

5度
2596

2464

27419

67

21

184

49

8

167

44

132

2314

2275

2,240

34

38

282

6度
26000.2)
2478(0。6)

2ア441

50

17

196

35

8

167

37

121

2337(1.0)
22940.8)
2,263

31

42

263(-6.7)
郵政省資料、KDD資 料 によ り作成

(注)1億 円未満 は切 り捨 てである。
2()内 は対前年度比 である。

3端 数 処理の関係 で合計が一致 しない ものがあ る。

(ケ)第 二種電気通信事業者

6年 度の第二種 電気通信事業者全体の経営状況について見 ると、営業収益 は6年 度推計で1兆

7,577億 円(対 前年度比8.3%増)と 前年度の伸 び率(3.2%増)を 上 回 り堅調 に増加 している。 こ

れは、企業において、情報通信 を活用 した新 しい業務形態への移行が進展 して きていること、 イ

ンターネ ッ トに関連 したニュー ビジネスが出現 して きていることによるもの と考 えられ る。

この内訳 を見 ると、特別第二種電気通信事業者 の営業収益 が9,924億 円(推 計、対前年度比3 .4%

増)、 一般第二種電気通信事業者の営業収益が7,653億 円(推 計、同15.5%増)で あ り、一般第二

種電気通信事業者 は他業種 に比べ大 き く増加 してい る(第1-2-11図 参照)。

イ 電気通信事業者の設備投資動向

7年3月 及び10月 に郵政省が実施 した 「通信産業設備投資等実態調査」u6)等によると、電気通

信事業者全体 の6年 度の設備投資実績額 は2兆8,829億 円であ り、5年 度実績額 に比べ2.0%増 加

している。

また、 「法人企業動向調査報告」(経 済企画庁、7年!2月 実施)に よると、7年 度の設備投資修

正計画額 は、全産業が42兆4,742億 円(対 前年度実績額比4.0%増)、 製造業が13兆8,969億 円(同

13.0%増)、 非製造業が28兆5,503億 円(同0.1%増)と なってい る中で、電気通信事業者全体の7

年度の設備投資修正計画額 は3兆5,279億 円であ り、対前年度実績額比22.4%増 となっている(第

1-2-12表 参照)。 元年度以降の設備投資実績額(7年 度は修正計 画額)の 対前年度増減率の推

移を見 る と、第一種電気通信事業 は堅調 に伸びてお り、特 に7年 度 においては大 きく伸びてい る

(第1-2-13図 参照)。

(ア)第 一種電気通信事業者

6年 度の第一種電気通信事業者全体 の設備投資実績 額の内訳 を見 ると、NTTが1兆8 ,517億

円(対 前年度実績額比2.1%減)、NTTDoCoMo等 地域別9社 の合計が3,038億 円(同29.3%増)、
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第1-2-11図 第二種電気通信事業と他業種の営業収益対前年度増減率の比較

(%)

16

14

12

10

8

6

4

2

0

一2

一4

口 、 、 、
_

o
ロニ;コ ワ リ`"一'騨 一"
つ'

!'!
一一_述['

一← 特別第 二種電 気通信事業

+一 般第二種電 気通信事業

一一[トー第一種電気通信 事業

一一つ一一全産業

一一一△一一製造業

一一]一一非製造業

456(年 度)

郵政省資料、 「法人企業統計年報」(大 蔵省)に より作成

(注)第 一・種電気通信事業の数値は電気通信事業営業収益、全産業、製造業及び非製造業の数値は売上高、
特別第二種電気通信事業及び一般第二種電気通信事業の数値は営業収益であり、推計値である。

(単位:%)

年 度

特別第二種電気通信事業
一般第二種電気通信事業

第一種電気通信事業

全産業

製造業

非製造業

4年 度

7,6

6.0

4.7

一〇 .7

一3 .9

0.7

5年 度

2.7

4.0

5.9

一1 .8

一3 .3

一1 .2

6年 度

3、4

15.5

7.3

O.0

1.8

一〇 .7

KDDが462億 円(同3.8%増)、 新第一種電気通信事業者が4,679億 円(同0.2%増)で あった。新

第一種電気通信事業者 の設備投資額は、第一種 電気通信事業者全体 の17.5%を 占め、前年度 よ り

0.7ポ イン ト増加 している。

また、7年 度の第一種電気通信事業者全体の設備投資修正計画額の内訳 を見 る と、NTTが1

兆9,300億 円(対 前年度実績額比4.2%増)、NTTDoCoMo等 地域別9社 の合計 が3,552億 円(同

16.9%増)、KDDが536億 円(同16.0%増)、 新第一種 電気通信事業者が9,949億 円(同112 .6%

増)と なっている。 なお、NTTは7年 度半期報告書 において、前記修正計画額 につ いて、 さ ら

に約600億 円の増加 を見込 んで いる。新第一種電気通信事業者の設備投資額 は、第一種 電気通信事

業者 全体 の29.8%を 占め、前年度実績額 よ り12・3ポイン ト増加 している。新第一種電気通信事業

者の7年 度の設備投資修正計画額が増加 している理 由は・PHSの サー ビス開始 による基地局設

置、携帯 ・自動車電話のデ ジタル化対応等のためであ ると考 え られ る。

(イ〉 第二種電気通信事業者

6年 度の第二種 電気通信事業者全体 の設備投資実績額は、5年 度の伸 び率 よ りも大 きな伸びを

示 した。

7年 度の設備投資修正計画額は、前年度実績額 と比べ ると減少 している。
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第1-2-12表 電気通信事業者の設備投資額

(単位:社 、 百万円、%)

第一種 電気通信
事業者
NTT

KDD

薪第 一種電気
通信 業者
第二種電気通信
事業者
特別第二禾電気

讐般第二糧電気

通信事業者
電通信 者言

回答 業者数
5又

106

10

1

95

432

33

399

538

6又

113

10

1

102

356

30

326

469

7又

ll3

10

1

102

356

30

326

469

5度
実 績 額
2,638,096

(6.0)
2,126,565

(5.4)
44,500

(-28.3)
467,031

(13.7)
188,221

(8.5)
163,936

(5.8)
24,285
(31.4)
2,826,317

(6.1)

6度
実 績 額
2,669,780

(1.2)
2,ll9,627

(-0.3)
46,210
(3.8)
467,942

(0.2)
213,158

(13.2)
181,747

(10.9)
31,411

(29.3)
2,882,938

(2.0)

7度
修正計画額
3,333,705
(24.7)
2,285,222
(7.8)
53,600
(16.0)
994,883
(112.6)
194,211

(-8.9)
168,085
(-7.5)
26,126

(-16.8)
3,527,916
(22.4)

「通信産業設備投資等実態調査(7年3月 及び10月 調査)」(郵 政省)等 によ り

作 成

(注)1

2

NTT等 には、NTTDoCoMo等 地域別9社 を含 む。
NTT等 の7年 度修正計画額の数値 には、NTTの7年 度半期報告

書 にお いて増加が見込 まれる と記述 されている600億 円は含 まれて
い ない。

3()内 の数値は、対前年度比である。

② 放送事業者

ア 放送事業者の経営動向

(ア)NHK

6年 度のNHKの 経営状況(一 般勘 定)に つ いて見 る と、事業収 入は5,651億 円(対 前年度比

2.5%増)で あ り、事業収入の大部分 を占め る受信料 は5,435億 円(同2.1%増)で あった。一方、

事業支 出は5,498億 円(同5.5%増)で あった。

7年 度の収支予算 について見 る と、事業収 入は5,707億 円(同1.0%増)、 事業支出は5,734億 円

(同4.3%増)で あ り、事業収 入の伸び率 よ りも事業支 出の伸 び率が上回 り、事業収支差金におけ

る不足額 は26億 円 となってい る。

また、8年 度 の収支予算 につ いて見 ると、事業収入は5,828億 円(同2.1%増)、 事業支出は5,876

億 円(同2.5%増)で あ り、事業収支差金における不足額は48億 円 となっている(第!-2-14表

参照)。

(イ)民 間放送事業者

6年 度の民間放送事業者全体の経営状況について見 ると、地上 系民間放送事業者の うち186社

と放送衛星 を利用す る衛星系民間放送事業者2社 の営業収益の合計 は2兆1,864億 円(対 前年度

比3.3%増)と なってい る。昭和59年 度以降の地上系民間放送事業者の営業収益 をみ ると、4年 度

及び5年 度 はそれぞれ前年度 より減少 したが、6年 度は増加 に転 じた(第1-2-!5図 参照)。
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(億 円)
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第1-2-13図 業種別設備投 資額の 推移

(実績額及び対 前年度 増減率)
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h△ 西
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10謡

・ 麓

増
・婆

一5

一10

一15

63 元 2 3 4 5 6

一20

7(年 度)

第 一種口 電気通信事業

第=種

口 電気通信事業

_[ト 第 種
電気通信事業

第一二種十
電気通信事業

_△_全 産業

一 ロー一 製 造 業

一 σ ・ 非製造 業

「通信産業設備投資等実態調査」(郵 政省)、 「法人企業動向調査報告」

(注)7年 度 は修正計画額 、その他の年度は実績額である

(経済企画庁)に より作成

年 度

第一種電気通信

事業の設備投資額

対前年度増減率

第二種電気通信
事業の設備投資額

対前年度増減率

全産業対前年度
増減率
製造業対前年度
増減率
非製造業対前年度
増減率

63年 度

1,970,092

137,441

(単 位:百 万 円 、%)

元年度

2,101,730

6。7

153,955

12.0

21.2

21.9

20,8

2年 度

2,246,692

6.9

189,966

23.4

12.9

18。5

9.3

3年 度

2,371,037

5.5

171,247

一9 .9

5.7

3.3

7.4

4年 度

2,489,680

5.0

173,456

1.3

一5 .2

一13 .3

0.3

5年 度

2,638,096

6.0

188,221

8.5

一ll .6

一19 .7

一6 .9

6年 度

2,669,780

1。2

2ユ3,158

13.2

一5 .7

一14 .4

一1 .4

7年 度

3,333,705

24,9

194,211

一8 .9

4.0

13.0

0.1

6年 度の地上系民間放送事業者の経営状況 を見 ると、営業収益及び経 常利益が ともに増加 して

い る・事業別 に見 る と・ラジオ ・テレビジョン兼営社・テレビジ ョン単営社及びラジオ単営社 は

営業収益及 び経常利益 が ともに増加・文字放送単営社 は営業収益及び経 常利益が ともに滅少 して

いる。

6年 度の衛星系民間放送事業者 の経営状況 を見 ると・営業収益 が増加 し、経 常損失 は18億 円で

あったが前年度 よ り損失額が大幅 に減少 してい る。事業別に見 ると、 テレビジョン単営社
、音声

放送単営社は ともに営業収益 が増加す る とともに・経常損失の損失額 を減少させた(第1_2 _

16表 参照)。

(ウ)都 市型ケ ーブルテレビ事業者

6年 度の都市型ケーブル テレビ事業者153社 全体の経営状況 について見 ると、経常収益 は916億

円(対 前年度比32・0%増)・ 経常費用は1・084億 円(同20・0%増)で あ り、経常損失 は167億1]」で

■■■■ ■■■1紹



第2節 情報通信経済の動向一

第1-2-14表NHKの 経営状況(一 般勘定)

(単位:百 万円、%)

区 別
又 入

芸 付 釧 又 入
副 次 収 入
財 務 収 入
雑 収 入
牛 別 収 入

出

…国…閃…放 …選 叩萱

国 際 放 送 費
契 約 収 納 費
受 信 対 策 費
広 報 費
調 査 研 究 費
給 与
退職手当 厚生費
一 般 管 理 費

減 価 償 却 費
財 務 費
特 別 支 出
予 備

事 業 収 支 差 金

5度 決
551 246

畠

532…152

2159

6471

9026

556

882

521

[532
198

4
49
1
2

5
137
48
12
46

12
2

389
493ユ

056
433
413
600

576
953
351
791
370
647

196
003
0

29,857

[21,174]

6度 決
565

剛

54§

1

7

8

1452.5

500'(2:ly陣 …

816

004

193

610

4018

549

[552
216

4
51
1
2

7
143
47
13
47

11
1

8725.5
186ユ

927
576
679
629

664
246

700
705
275

593
316
556
0

15,272
(-48.8)

[14,471]

7度 収支予
570,7841.0

ぢ53

2

6

8

146

058
154
500

446
573,4634.3

227

6
54
2
2

7
145
46
13

50
11
1

013
361
703
033

863
899
984
120

819
875
117
671
3000

一2,678

(179億5千 万 円

減)

8度 収支予
582,8322.1

1,916

6,068
6,540
500
466

587,6452.5

235

6
56
1
2

7
147
48
13

51
10
1

151
445
309
981

945
954
444
930
960
415

538
577
3000

一4,821

(不 足 額80.0%

増)

NHK資 料によ り作成

(注)1[]内 の数値 は、予算 の数字である。
26年 度か ら単位未満は切 り捨てで表示 してあ る。

3()内 は対前年度 比 または不足額の増減である。

あったが、損失額 は前年度 よ り減少 している(第1-2-17表 参照)。

イ 放送事業者の設備投資動向

7年3月 及 び10月 に郵政省が実施 した 「通信産業設備投資等実態調査」等 によると、放送事業

者全体 の6年 度の設備投資実績額 は2,114億 円で あ り、5年 度実績額 に比べ18.7%減 少 してい る。

また、7年 度の設備投 資修正計 画額 は2,080億 円であ り、対前年度実績額比1.6%減 となってい

る(第1-2-18表 参照)。

(7りNHK

6年 度のNHKの 設備投資実績額 は595億 円であ り前年度実績額 と比べて増加 している。また、

7年 度修正計画額は602億 円であ り前年度実績額 と比べて増加 している。

(イ)民 間放送事業者

6年 度の民間放送事業者の設備投資実績額 は1,096億 円であ り、前年度実績額 と比べ て減少 し

ている。7年 度設備投資修正計画額 は904億 円であ り、前年度実績額 と比べて減少 している。これ

は、6年 度 に本社社屋 を移転 した事業者が、6年 度及び7年 度の設備投資額 を減少 させたことが

影響 しているためであ ると考 えられる。

(ウ)ケ ーブルテ レビ事業者

6年 度のケーブル テレビ事業者の設備投資実績額 は、424億 円であ り前年度実績額 と比べ て減

少 してい る。
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(兆 円)

2.5

第1-2-15図 民間放送事業者の営業収益の推移

(営業収益及び対前年度増減率)

2.0

営1.5

業

収

益

1.0

0.5

0

59606162紹 元2345

郵政 省資料により作成

(注)

・ン鞘 社・音声放送 単営社 を加 赴 営業収益の合計である
。

18(%)

16

14

12

10

8

6

4

2

君
F川

年

度

増減

率

口

口

寺

十

地上系民間

放送事業者

衛星系民間
放送事業者

地上系民間

放送事業者

衛星系民間
放送事業者

0

一2

-4

6(年 度)

社膿瓢盗麗鰭雛 象去澄惣 、!、漏 鰯 錨,誹,繍 雪雛桑二享ご騨

年度
地上系民間放送
営業収益

業者の

衛星系民間放送事業者の
営業収益

地上系民間放送事業者の
対前年度増減率

衛星系民間放送『業者の

対前年度増減率

59年 度

1,320,592

5.8

60年 度

1,369,591

3.7

61年 度

1,422,048

3.8

(単位 百万円、%〉

62年 度

ユ,562,958

9.9

63年 度

ユ,726,003

10.4

年度
地上系民間放送事業者の
営業収益

衛星系民問放送事業者の
営業収益

地上系民間放送事業者の
対前年度増減率

衛星系民間放送事業者の
対前年度増減率

元年度

1,939,829

12,4

2年 度

2,109,673

8.8

3年 度

2,187,588

31,636

3.7

4年 度

2,149,265

34,942

一1 .8

10.5

5年 度

2,078,486

38,685

一3 、3

ユQ.7

6年 度

2,141,058

45,432

3.0

17.4

7年 度設搬 資修正計醐 は・573翻 であ り前年度実顯 と比べて増加 して
いる。これは、サ

面ヒ羅 二の拡大や都市型ケー九 テレビ事業への襯 参入のためであると考えられる。

6年 度の郵騨 業の経獣 況を見 ると・齢 ・ついては6年1月 に行った垂隣 輸 の改定騰
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第1-2-16表 民間放 送事業者の経営状況

(単位:百 万円、%)

4年度

5年度

6年度

4年度

5年度

6年度

4年度

5年度

6年度

地上系

ラジオ・テ レビジョン兼営社

営業収益

(36峯土)681,060

(36ネ土)634,595

(計 ・36社)

647,751

(VHF・34室 土)

645,123

(UHF・2社)

2,628

営業費用

(36率土)643,617

(36il土)611,ll2

(計 ・36社)

613,443

(VHF・34宇 土)

610,891

(㎜ ・2社)

2,552

経常損益

(36案土)30,199

(36ネ土)27,069

(計 ・36社 〉

(VHF・34峯 土)

(田F・2社 〉

35,927

35,845

82

テレビジョン単営社

営業収益

(81峯土)1,301,621

(83宇土)1,271,532

(計 ・84社>

1,319,958

(VHF・14室 土)

917,173

(UHF・70率 土)

402,785

営業費用

(81社)1,225,694

(83宇土)1,214,386

(計 ・84社)

1,234,004

(VHF・14峯 土)

867,021

(UHF・70売1土)

366,983

経常損益

(81率土)78,548

(83案土>55,986

(言一ト84峯土)

84,396

(VHF・14率 土)

51,943

(UHF。70ネ 土)

32,453

地上系

文字放送単営社

営業収益

(10ネ土)3,653

(10社)3,302

(10社)3,266

営業費用

(10率土)3,278

(10ネ土)3,109

(10案土)3,074

経常損益

(10社) 424

(10社) 253

(10社) 204

地上系

計

営業収益

(179イ1土)2,182,308

(184室土)2,078,486

(186宅土)2,ユ41,058

[3,0]

営業費用

(!79宇土)2,036,092

(184ネ土)ユ,993,207

(186案土)2,014,467

[1.1]

経常損益

(179ネ土)123,540

(184宇土)88,884

(186宇土)128,732

[44.8]

ラジオ単営社

営業収益

(52il土)176,292

(55案土)169,057

(計 ・56社)

170,083

(中 波 ・11社)

87,802

(短 波 ・1社)

5,150

(超 短 波 ・44社)

77,131

営業費用

(52室土)163,503

(55ネ土)164,600

(言十・56室士)

163,946

(中 波 ・ll社)

85,178

(短 波 ・1社>

5,007

(超 短 波 ・44社)

73,761

経常損益

(52室土)14,369

(55案土)5,576

(言十・56案土)

8,205

(中 波 ・11社)

4,361

(短 波 ・1社>

204

(超 短 波 ・44社)

3,640

4年度

5年度

6年度

4年度

5年度

6年度

衛星系

テレビジョン単営社

営業収益

(1社)34,607

(1社)38,355

(1社)44,923

営業費用

(1社)45,396

(1室土)36,146

(1社)38,854

経常損益

(1社)-20,064

(1社)-9,393

(1社) 一532

衛星系

計

営業収益

(2ネ土)34,942

(2ネ土)38,685

(2室土)45,432

[17.4]

営業費用

(2案土)47,424

(2社)37,447

(2宇土)40,222

[7.4]

経常損益

(2社)-22,249

(2宇土)-10,8ユ4

(2宇土)-1,819

[損失額83.2%減]

音声放送単営社

営業収益

(1社) 335

(1社) 330

(1社) 509

営業費用

(1室土)2,028

(1宅土)1,301

(1社)1,368

経常損益

(1社)-2,185

(!社)-1,421

(1室土)-1,287

郵政省資料 によ り作成

(注)15年 度 の ラジオ・テ レビジョン兼営社の数値は、VHFと ラ ジオ、UHFと ラ ジオの合計 、テ レビジョン単営社

の数値は、VHFと ラ ジオ、UHFと ラジオの合計、ラジオ単営社の数値は、中波、短波及び超短波の合計 である。

2[]内 は対前年度比 または損失額等の増減である。
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第1-2-17表 都市型ケ ーブルテ レビ事業者の経営状況

(単位:百 万円、%)

区 別
経 吊 又

経 吊 用

経 吊 、

4 又

53,003

75,210

一22
,207

5 度
69,466

90,411

一20 ,945

6 又

91,690
32.0

108,457
20.0
一16
,767

(損 失 配9.9%減

政省二料 によ り作成

(注)()内 は対前年度比 または損失額の増減であ る。

第1-2-18表 放送事業者の設備投資額

(単位:社 、百万 円、%)

N H K

民 間 放 送 業 者

ケ ー ブ ル テ レ ビ 業 者

放 送 業 者 計

回 口 者数
5度
1

210

213

424

6又

1

202

221

424

7又

1

202

221

424

5又

実 績 額
58,766

(-15.2)
132,227

22.2

68,971

(-2.1)
259,964
(4.9)

6又

実 績 額
59,556

(1。3)

109,666
(-17.1)
42,204

(-38.8)
211,426

(-18。7)

7又

修正計画額
60,260
(1.2)
90,410

(-17.6)
57,332
(35.8)
208,002
(-1.6)

「通信産業設備投資等実態調査(7年3月 及び10月 調査)」(郵 政省)等 によ り作成

(注)()内 の数値 は、対前年度比である。

業努力等 によ り、郵便業務収入が増加 し、収益全体で2兆2,348億 円(対 前年度比14.0%増)と な

った。一方、費用 につ いては、経費全般 にわたって節減努力を行 った こ とや一層の効率化 ・合理

化努 力によ り、2兆1,201億 円(対 前年度比3.7%増)と5年 度 の4.1%増 よ り低 く抑 えるこ とが

で きた。 この結果、郵便事業損益 は、4年 ぶ りに黒字 とな り、累積で も黒字 となった(第1-2

-19表 参照)
。

第1-2-19表 郵便事業の経営状況

区 別

収 益

費 用

利 益 又 は 欠 損

同 上 累 積

(単位 億 円、%)

5年度決算

19,611

20,443

一832

一1
,002

6年度決算

22,348

(14.0)

21,201

(3.7)

1,147

145

郵 政省資料 によ り作成

(注)()内 は、対前年度比である。

7年度予算

22,752

(1。8)

22,193

(4.7)

559

704

8年度予算

23,208

(2.0)
22,716

(2.4)

492

1,196

また、昭和59年 度以降の総引受郵便物数 と郵便事業定員の関係 を見 てみ ると、物数 は、昭和59

年度 を100と す ると、6年 度 は144.8に 増 えている。一方、郵便番号 自動読取区分概 小包区分装

置等の機 械類の最新型(郵 便物あて名 自動読取区分機等)へ の更改及 び増備 といった事業の効率

化の努力 によ り、郵便事業定員 は、昭和59年 度を100と す ると、6年 度は101,6と1.6ポ イン1、し

か増加 していない。
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(4)個 別産業の動向

通信業、放送業以外の個別産業 について見 ると、特 に、ケーブルテレビ、衛星放送 ・衛星通信、

文字放送等 に投下 された広告費は、他 に比べ高い伸 び(対 前年比26.4%増)を 示 している。

ア 情報 ソフ ト・情報関連サービス

(ア)放 送番組制作業及びケ ーブルテレビ番組供給業

郵政省 は、電気通信 ・放送に関連す る産業の うち、放送 ソフ トの制作 ・供給 にかかわる産業の

実態 ・動向を把握 し、適切 な政策 を推進す るための基礎資料 とす るため、7年11月 、放送番組制

作業及びケーブル テレビ番組供給業 を対象 として 「郵政省関連業実態調査」 を実施 したが、 その

結果が8年3月 取 りまとめ られた。

それ による と、放送番組制作業 については、資本金1億 円未満の事業者 が全体の96.7%、 一事

業者 当た りの従業者数は約25人 、年間売上高は5億 円弱 と、中小規模 の事業者が多い。今後取 り

組みたいもの としては、「マルチメデ ィア制作技術」(62.6%)、 「CATVへ の映像供給」(45.0%)

との回答が多 く、多メデ ィア ・多チャンネル化の進展の中、積極的 な姿勢が見 られ る。

また、ケーブル テレビ番組供給業 につ いては、資本金5億 円以上 の企業が52.2%を 占めて いる

が、一社当た りの番組供給業 の年間売上高 は4億 円強で 、その売上高が企業全体の売上 高の50%以

上 を占め る企業の割合 は33。3%と 専業度 は低くなっている。今後取 り組み たい もの としては、「マル

チメディア技術」(50.0%)、「通信衛星 を利用 した放送(CS放 送)」(4LO%)と の回答が多くなっている。

(イ)新 聞

㈹ 日本新聞協会資料 によると、同協会の会員で ある新聞社の発行す る一般 日刊紙の総発行部数

は、7年10月 現在5,285万 部(対 前年同期比0.5%増)で あった。 これは1世 帯当た り1.19部 が読

まれていることにな る。

(ウ)出 版

出版年鑑(㈱ 出版 ニュース社)に よる と、6年 にお ける書籍及び雑誌の推定実売金額は2兆5,498

億円(対 前年比2.3%増)で あった。 これを書籍 と雑誌の内訳で見 ると、書籍 の推定実売金額は1

兆3,397億 円(推 定発行冊数14億4,854万 冊)、 雑誌が1兆5,158億 円(推 定発行冊数は、月刊誌が

28億6,863万 冊、週刊誌が21億1,761万 冊)で あった。

(エ)広 告

「平成7年(1995年)日 本の広告費」(㈱ 電通)に よ ると7年 の総広告費 は、5兆4,263億 円

(対前年比5.0%増)で あった。 これをメディア別 に見 ると、放送系の広告費では、 テレビ広告費

が1兆7,553億 円(同6.8%増)、 ラジオ広告費が2,082億 円(同2,6%増)で あった。 また、ダ イ

レク トメール広告費 は2,746億 円(同6.9%増)、 電話帳広告費 は1,736億 円(同0.2%増)で あった。

また、ケーブル テレビ、衛星放送 ・衛星通信、文字放送等 のニューメデ ィアに投下 された広告費

は158億 円(同26.4%増)で あ り、額 自体 は大 きな もので はないが 高い伸 びを示 した。ここか ら、

広告面 において、 ケーブルテレビや衛星放送 が媒体 として認知 され始 めたこ とが伺 える。

㈹ 映画館 ・劇場等

7年 の全国映画館の入場者数 は、対前年比3.3%増 の1億2,704万 人(㈹ 日本映 画製作者連盟資

料)で あった。

(ガ 情報記録物製造(映 像 ソフ ト)

日本 ビデオ協会資料 による と、同協会会員に対す る調査で回答のあった会員(上 期39社 、下期

38社)の 集計で は、7年 のビデオカセ ッ トの個 人向 け販売本数 は2,568万 本(対 前年比29.9%増)、
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同 レンタル店用販売本数 は1,154万 本(同30.1%増)、 ビデオデ ィスクの個 人向け販売枚数は882万

枚(同19.8%減)で あった。

イ 情報通信機器製造

(ア)有 線電気通信機器 ・無線電気通信機器

通商産業省の 「生産動態統計調査」によれば、7年 の通信機械器具及 び無線応用装置の生産額

は、3兆1,422億 円(対 前年比11 .1%増)で あ る。 その内訳 は、有線通信機器 〔注7)が1兆8,273億 円

(同5.2%増)、 無線通信機器(衛 星通信 装置含 む)が1兆3,149億 円(同20.5%増)で あった。

通信機械工業会資料 によると、7年 の通信機器の受注 ・出荷額は3兆2,086億 円(対 前年比14.6

%増)で あった。

これを機種別 の内訳でみ ると、有線通信機器が2兆479億 円(同5 .3%増)で あ り、無線通信装

置が1兆1,607億 円(同41.2%増)で あった。

また、通信機器の需要先別でみ る と、NTTが1兆852億 円(同31.7%増)、KDDを 含 めた そ

の他 の第一種 電気通信事業者 は3,821億 円(同67.6%増)で あった。

(イ)電 子計算機 ・同付属装置

通商産業省 の 「機械統計月報」によると、7年 の電子計算機及び関連装置の生産額 は5兆2 ,363

億 円(対 前年比3.4%増)で あった。

(ウ)通 信ケ ーブル

日本電線工業会資料 によると、7年 の銅線 ケーブル(通 信用電線 ・ケー ブル)の 出荷額 は1
,202

億円(対 前年比3.0%減)で あった。

一方
、通商産業省 の 「資源統計月報」 による と、7年 の電線 ・ケーブル用光 ファイバ製品の生

産量 は341万7千 キ ロメー トル コア(対 前年比9.9%増)で あ り、 この うち光 ファイバ ケーブル

(通信複合 ケーブル を含 む。)の 生産量 は321万 キロメー トルコア(同13 .4%増)で あった。

(注4)

複数役務の届出会社があるため、合計は会社数を超 える。

(注5)

都市型ケーブルテレビ事業者は、放送法に定める放送事業者ではない。

(注6)

郵政省の所管である通信産業における設備投資等の実態 を把握す るために、総務庁承認統計調査 として年2

回(現 在は、3月 と10月)実 施 しているものである。

(注7)

通信機械器具及び無線応用装置から無線通信機器(衛 星通信装置含む)を 除いたもの。
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第3節 情報化の動向

情報流 通 量 につ いて、6年 度 まで の10年 間 の推 移 を見 る と、す べ ての情報 流 通量(原 発信 清報

量 は3.26倍(対 前年度 比11.0%増)、 発信1青報 量 は2.43倍(同8.1%増)、 選 択 可能1青報 量 は2.05倍

(同4.7%増)、 消 費可 能 情報 量 は1.67倍(同2.1%増)、 消費情 報量 は1.55倍(同4.1%増))と も

同期 間の実 質GDPの 伸 び(1.37倍)を 上 回 る勢 いで増 加 して い る。 また、情 報 ス トック量 につ

いては、 この10年 間で1.54倍(同4.6%減)と なって い る。 さ らに、情 報 通信機 器 ス トック につ い

て は、4年 末 までの7年 間で2.12倍(対 前 年比5.2%増)と なっ てい る。

1情 報流通の動向

(1)全 国の情報流通の動向

流通す る情報の定量的 な分析 として、郵政省で は 「情報流通センサ ス」 を昭和49年 度以降毎年

実施 している。

精 報流通センサ ス」で は郵便 電話、 テレビジ ョン放送等、多様 なメデ ィアを通 じて流 通す

る情報 を共通 の尺度 を用 いて計量 している。 この計量 に当たっては、 日本語 の1語 に相 当す る

「ワー ド」を用 いている
。 精 報流通センサス」で は、原発信1青報量、発信1青報量、選択可能1青報

量、消費可能1青報量、消費情報量 という情報流通量の概念 を設定 し、 これ らについて、 それぞれ

計量 を行 っている。ここでは7年 度 に実施 した6年 度分の調査結果 に基づ き、全国の情報化の現

況を概観す る(計量対象 メデ ィアにつ いては付表8、6年 度の原発信1青報量、発信清報量、選択可

能1青報量、消費可能1青報量、消費情報量 につ いては付表9を 参照)。

ア 概要

6年 度の各1青報流通量 につ いて、昭和59年 度 を基準 として指数化 し、10年 間の推移 を見 ると、

原発信 情報量、発信1青報量、選択可能i青報量の伸 びが大 きく、それぞれ昭和59年 度の3.26倍 、2.43

倍、2.05倍 となっている。 昭和59年 度か らの10年 間の年平均伸 び率 は、 原発信1青報量が12.6%、

発信1青報量が9。3%、 選択可能1青報量 が7.5%、 消費可能情報量が5.3%、 消費情報量が4.5%で あ

り、全i青報量 とも、同期間の実質GDPの 伸 び(年 平均3.2%)を 上 回ってい る。消費情報量 の伸

びに比べ選択可能1青報量の伸びが大 きく、情報の選択可能性が増大 してい るこ とが分か る(第1

-3-1図 参照)。

また、 この1年 間の伸 び率を見 る と、発信1青報量 は8.1%増 とな り、選択可能1青報量(対 前年度

比4.7%増)、 消費情報量(対 前年度比4.1%増)よ り大 きく伸びている。 これは、データ伝送 の伸

びが大 きい(対 前年度比16.4%増)こ とが要因であ る。

消費に対 してどの程度の情報が選択可能かを見 るために、選択可能1青報量 を消費情報量で除 し

た値G青 報 選択倍数)を 求 め、基準年度(昭 和59年 度)を1.00と して指数化 した情報選択係数 を

用い る。情報選択係数の10年 間の推移 を見 ると、6年 度の情幸腿 択係数は1.32(情 報選択倍数 は

18.5倍)で あった。情報選択係数 は、昭和59年 度以降増加傾向にあ り、情報選択手段の多様化が
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進 展 して い る こ とが 伺 わ れ る(第1-3-2図 参照)。
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数
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一一一〇一一一消 費 可能 情 報 量

一一一□...消 費 情 報 量
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_一 ■__総 人[

第1-3-1図 情 報 流通 量 等 の 推 移
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6年 度の情報流通量

(注)各 情報流通吊の計;義概念は次のとおりである

原発信

情報量

発信

情報量

選択可能

情報量

消費可能

情報量

消費

情報量

電気通信系

電 話て'発信 者が話 した情 報最、

新たに放送 された放送 番組の

情 報量等の総 和

各放送局から送信された全番
組の情報景等の総和

全国の設置受 信機で選す尺可能
な全放送 番組の情 報}ll等の総和

全国の設 置受信機で消費ll∫能

な 全放送番組の情 報1【1等の総梱

電話の受 信 占,テ レヒ放 送視

聴 ～↑等 、情 報の消費 者か実 際

に接 した情 報II跨 の総 和

輸送系

郵 便 ・書 籍 の 原 稿 の情 報llヒ.CD
・ビデ オ ソ フ トの 原盤 の 情 報;ll等

の 総 和

1三1】刷 ・ブ レ ス され てIIl111111-)たII燦菖
・CD・ ヒ デ オ ソ フ トの 情 報 硅 等

の 総 和

印 刷 ・ブ レ ス され てIIIII【lrbた、IF籍
・CD・ ヒ テ オ ソ フ トの'晴 報 冠 等

の 総 和

1≡11刷・ブ レ ス され て181Illlllったljl籍
・CD・ ヒ デ オ ソ フ トの 情 報Ill等

の 総 和

各 人か 書籍 ・cD・ ビデオ ソフ ト

を読ん たり、視聴 して接 した情 報
1霞等の総和

空間系

対話 で話 しPが 話 した情 報疑、初 公開 され た

映 両 ・演劇等の 作rllll1の情 報;11等の総 和

対話 の聞 き 郵 二向けて話 された情 報 』圭の総 和、

各地 の映画館 ・劇場で1年 間に ト=映・ ヒ演 さ

れた映画 ・演 劇の情 報}【1等の総和

対話の聞 きfに 向けて話 され た情 報 量の総 和 、

各地の映画館 ・劇場で1年 間に ヒ映 ・ ヒ演 さ

れた映画 ・演 劇の情 報駄等の総 和

対話の聞 きfに 向け て話 さ才tた情 報 量の総 和 、

各地の1映1由i館・劇場 で1年 間 に1=映 ・1=演 さ

れた映画 ・演劇の情 報llt等の総 不11

対話の聞 きr、 映画館 ・劇場の 人場 者がそ こ

で 見聞 き した情報 疑等の総 和
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元
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ユ02.5

2
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142.5

ユ35.7

131.5

102.8

3

257.7

207.5

176.1

151.0

140.3

135.6

103.2

4

273.4

214.7

185.6

157.9

143.4

136.1

103.5

5

292.5

225.2

196.1

163.9

148.8

136.4

103。8

6

324.9

242.6

205.6

167.3

155。0

137,0

104.0
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第1-3-2図 情報選択係数の推移

指

数
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イ 各情報量のメデ ィア構成

各1青報量のメデ ィア構成 を見 ると、すべての情報量 において電気通信系の割 合が最 も高 くなっ

ている。

発信情報量で は、電気通信系の割合 は、全体 の51.0%を 占めてお り、次いで新聞、雑誌等輸送

系の割合が27.6%と 高 くなっている。

選択可能 情報量で は、電気通信系の割合が全体の96.6%と 圧倒的に高 くなっている。中で も地

上系テレビジ ョン放送(全 体の48.5%)、 ケーブル テレビ(同30.9%)、AMラ ジオ(同7.8%)等 、

放送メデ ィアの割合が高 い。放送 メデ ィアの割合が高 いのは、視聴者側 の受信機の数だ け発信情

報が複製 され るためであ る。 また、放送メデ ィアの中で は、近年のケーブルテレビの普及を反映

し、ケーブル テレビの割合の増加が顕著 となってお り、構 成比 は、昭和59年 度の全体の1L3%か

ら6年 度 には30,9%に 上昇 してい る。

消費情報量で は、電気通信系の割合は、全体の63.0%を 占めてお り、次いで対話や学校教育等

の空間系の割合が31.8%と 高 くなってい る(第1-3-3図 参照)。

(2)地 域の情報流通の動向

ア 地域別情報流通セ ンサスか ら見た地域の情報流通の動向

郵政省で は全国 を対象 としたn情 報流通セ ンサ ス」の手法 を用いて、都道府県別の情報流通量

を把握す るため、昭和62年 度か ら 「地域別情報流通センサ ス」の計量 を行っている。 ここで は7

年度に実施 した6年 度分の調査結果 に基づ き、都道府県別の情報化の現況 を概観す る(計 量対象

メデ ィアについては付表8、6年 度の原発信情報量、発信情報量、選択可能情報量、消費可能1青

報量、消費情報量 につ いては付表10を 参照)。
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第1-3-3図 各情報量の メデ ィア構成
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(ア)発 信情報量

6年 度にお ける各都道府県別の発信i青報量のシェアを見 ると、東京のシェアが19.9%と 突出 し

てお り、2位 の大阪(シ ェア7.2%)の2.7倍 となっている。以下、神奈川(同5.8%)、 愛知(同

5.2%)、 埼玉(同4.6%)と 続 いてお り、上位7都 道府県で全体の半分以上 を占めている(第1-

3-4図 参照)。 東京の シェアが突出 しているのは、新聞、雑誌、書籍等が多 く出版 されてお り、

輸送系メデ ィアによる情報発信 が他の地域 と比べて突 出 して大 きい(全 国 の輸送系 メデ ィアの

28.6%)た めであ る。 また、電気通信系(19.1%)、 空間系(9.5%)に ついて も、東京の シェアは

他 と比べ て大 きくなっている。総 じて各都道府県の順位、 シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、

大 きな変動 は見 られない。

各都道府県の一人当た りの発信情報量 を見 る と、東京(全 都道府県平均 の2.37倍)、 大阪(同1.16

倍)、 京都(同1.16倍)、 愛知(同1.07倍)、 島根(同1.03倍)の 順 となってい るが、東京を除 けば

地域的な差異は小 さい。

(イ)選 択可能情報量

6年 度 にお ける各都道府県別の選択可能1青報量の シェアを見 ると、東京のシェアが12.6%と 最

も大 き く、以下、神奈川(シ ェア8.0%)、 大阪(同7.0%)、 埼 玉(同6.8%)、 愛知(同6.2%)の

順 となってお り、 上位7都 道府県で全体の半分以上 を占めている。 選択可能情報量 につ いて も、

各都道府県の順位、 シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、大 きな変動 は見 られない。

各都道府県の一 人当た りの選択可能1青報量 を見 る と、山梨(全 都道府県平均 の1.86倍)、 東京

(同1.50倍)、 長野(同1.48倍)、 埼玉(同1.41倍)、 神奈川(同1.37倍)の 順 となってい る(第 」
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第3節 情報化の動向一

一3-5図 参照) 。山梨、長野 は昭和59年 度 と比較 した一人当た り選択 ・∫能情報量の伸 びが大 きい

県で もあ り(山梨4.26倍 、長野3.09倍)、 両県 の特徴 としてケーブル テレビの普及が進 んでいるこ

とが挙 げ られる。

第1-3-4図 都道府県別発信情報量
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(ウ)消 費情報量

6年 度 における各都道府県別の消費情報量の シェアを見 ると、東京の シェアが!0.0%と 最 も大

きく、以下、大阪(シ ェア6.9%)、 神奈川(同6.4%)、 愛知(同5.6%)、 埼玉(同5.2%)の 順 と

なっている。東京のシェアは、他の情報量 と比較す る とその値 は小 さ くなってい る。消費情報量

について も、各都道府県の順位、シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、大 きな変動 は見 られない。

各都道府県の一人当た り消費情報量 を見 る と、東京(全 都道府県平均 の1.06倍)、 島根(同1.06

倍)、 栃木(同1.06倍)、 北海道(同1.06倍)、 茨城(同1.05倍)の 順 となってい るが、地域的な差

異はほ とん ど見 られない。

に)地 域における情報流通格差

都道府県別の発信情報量及 び選択可能 情報量 について上位10都 道府県 シェアの推移 を見 る と、

発信1青報量 はわずかなが ら増加の傾 向にあるが、選択 可能1青報量 は元年度 をピー ク として、近年
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-3-5図 都道府県別一 人当た り選択 可能情 報量
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低下の傾向 にあ るこ とが分か る(第1-3-6図 参照)。

また、一人当た り発信1青報量及 び一人当た り選択可能1青報量の地域間格差 を とらえるために、

それぞれの変動 係数(`{lDの推移 を見 る と、上位10都 道府県のシェア と同様、一人当た り発信情報量

の変動係数 はわずかなが ら増加の傾向にあ る一方、一 人当た り選択可能1青報量の変動係数は元年

度 をピーク として、近年低下の傾向 を示 している(第1-3-7図 参照)。

以上の結果 か ら、選択可能 肩報量の地域間格差が近年縮小す る傾向 にあ る一方、発信i青報量の

地域間格差 はやや拡大 す る傾向 にあることが伺 われ る。 これは、選択可能1青報量のメデ ィア構成

の うち、大 きな割合 を占める地上系 テレビジ ョン放送やFMラ ジオ等放送系マスメデ ィアが地方

で開局 し、 これ らのメデ ィアによる総放送時間の地域間格差が縮小す る一方、発倒 青報量 のメデ

ィア構成の うち割合の大 きい輸送系 メデ ィア(新 聞、雑誌、書籍等)や 電気通信系 メデ ィアの う

ちケーブルテレビの普及等 に地域的 な差があるため と考 えられ る。

さ らに、一人当た り県内総生産の地域間格差 と比較す ると・6年 度の一 人当た り選択 可能 盾報

量の変動係数 は0.26、 一人当た り発信1青報量の変動係数は0.21、 また、一人当た り県内総生産の

変動 系数は0.23(4年 度)と な り、選択可能i青報量、県内総生産、発信1青報量の順 に地域 間格差

があ るこ とが分 か る。
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第3節 情報化の動向

第1-3-6図 情報流通量の上位10都 道府県の シェアの推移
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イ トラピックか ら見た地域の情報流通の動向

ここで は、「トラヒックか らみた電話の利用状況(平 成6年 度)」(7年9月 郵政省発表)に 基づ

いて、6年 度の加入電話及び携帯 ・自動車電話 それぞれにつ いて地域の1青報流通動向 につ いて記

述す る。

(ア)加 入電話

(MA内 通話終始率)

各MA(`」121か ら発信 され る総通話回数の うち、同一MA内 に向 けられ る通話回数の比率 は全都

道府県平均で64.5%で あ る。また、隣接MAに 向け られる通話回数の比率は15.1%で あ り、全体

の8割 弱(79.6%)の 通話が隣接MAま での範囲で行 われる近距離通話であ る。3年 間の推移 を

見 る と、同一MA内 に向 け られ る通話回数の比率は漸減傾向にあ るが、隣接MAに 向 けられ る通

話の比率は漸増 しているこ とが分か る(第1-3-8図 参照)。

また、地域 ブロック別 に同一MA内 に終始 す る通話の比率 を見 ると、関東、東海、近畿では低

くなってい る一方、沖縄で は約9割 の高 い比率 となっている(第1-3-9図 参照)。関東、東海、

近畿での同比率が低 いのは、 これ らの地域では東京特 別区、名古屋市、大阪市か ら受 ける影響が

強 く、 これ ら大都市MAと の通話交流が頻繁 に行われているため と考 えられ る。一方、沖縄での

同比率が高 いのは、強 い影響 を受 ける大都市が近隣にな く、通話交流 が同一MA内 に限 られ る傾

向があ るため と考 えられ る。

(都道府県内通話終始率)

同一都道府県内に終始 す る通話の比率 を見 る と、全都道府県平均で80.4%と なっている。 これ
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第1-3-7図 一人当た り情報流通量の変動係数の推移
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第1-3-8図 同一MA内 に終始す る通話の比率(全 国平均)
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を都道府県別 に見 ると、沖縄、北海道で高 くなっているが、首都圏、近畿圏で低 くなっている(第

1-3-10図 参照)。首都圏、近畿圏で同比率が低 いのは、これ らの地域で は それぞれ、東 京 と大

阪の影響 を強 く受 け、県問通話が頻繁 に行 われているため と考 えられる。

(地域間 トラ ピック交流状況)

一定割合以上 の トラヒックがあ る都道府県相互間を線で結び、各県 を結ぶ線の太 さで関係 の強

さを見 る と、東 日本は東京、西 日本は大阪、九州 は福岡 を中心 に通話圏が形成されてお り、沖縄

m
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第1-3-9図 同一MA内 に終始す る通話の比率(地 域ブ ロック別平均)

[コ:MA内 通話 口:隣 接 口:そ の他
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関東1 58.7% 16,7% 24.6%

信越 663% 137% 200%

北陸 699% 128%173%

賄1 61.1% 16.4% 22.6%

近副

中国1

四国1
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沖縄 【
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71.2% i1・.7%118.1%

71.0% 112ユ%116.9%

90.4%

4.7%4,9%

郵 政 省資料によ り作成

(注)地 域別の隣接通 話の 中には、集計の都合上 、隣接MAと の通話のほか、料金か隣

接MA扱 いと されてい る離島MAに 係る通話 が含まれている

は通話圏 として独立 していることが分か る。

また、東京、大阪を中心 とす る枠 の中で も、宮城、愛知、広島はそれぞれ東北、東海、中国の

各県 に影響 を及ぼ してお り、これ らの県を中核 とす る地域 ご との通話圏が形成 されている。また、

関東 における神奈川や埼玉、近畿 における京都が近隣県 に影響 を及ぼ してお り、 これ らの府県が

東京、大阪 に準 じた位置づ け となっている(第1-3-11図 参照)。

さ らに、加入電話の トラヒック交流状況 を地域ブ ロック単位で見 る と、圧倒的 に地域ブ ロック

内での通話の比率が高 いが、各ブ ロック とも他の地域ブ ロックの中では、関東 または近畿が上位

に来ている(第1-3-12図 参照)。 ここか らも情報交流 における東京、大阪の影響 力の大 きさが

伺 われ る(資 料1-4参 照)。

(イ)携 帯 ・自動車電話

同一都道府県 内に終始す る通話の比率 を見 る と、全都道府県平均で78.8%と なってお り、加入

電話(80.4%)よ り低 くなっている。 これを都道府県別に見 る と、北海道、沖縄で高 くなってい

る一方、首都圏、近畿圏等で は60%台 の県 も見 られ る(第1-3-13図 参照)。



第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-3-10図

50 60

同_都 道府県内に終始する通話の比率(加 入電話)

70 80 90

(%)

100
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(5年 度の 全 国平 均 は81.0%)
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長崎県
熊本県
大分県

宮崎県
鹿児島県 ③

沖縄県 ①

郵政省資料により作成

(注)○ は比率の高いL位5県(道) 、●は比率の低い ド位5県(都)。
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第1-3-11図 都道府県間 トラヒック交流状況(加 入電話)
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第1-3-12図 地域ブ ロック間 トラ ヒック交流状況
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

第1-3-13図
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2情 報ストックの動向

ここで は情報 の蓄積 量(以 下、 「情報 ス トック量 」とい う。)か らの アプ ロー チで1青報化 の動向 を

と らえる。情報 ス トック量 は、 テ レビ ジ ョン放送 の録 画 や ラジオ放送 の録 音、 デ ー タベ ー ス、 家

庭 や図書 館 の蔵書 、 ビデ オ ソフ ト、 オーデ ィオ ソ フ トの保 有 、事 業所 にお け る文書 の保 存 、 レン

タル ビデ オ等 、情報 の保 存 ・再利 用 を 目的 に1年 以上 保 存 され て い る情 報 の量 とす る。 なお 、 こ

の計 量 に当た って は、情報 流 通 セ ンサ ス と同 じ く 「ワー ド」 を用 いて い る。

(1)我 が 国 の情 報 ス トックの 動向

様 々 な形 態で蓄 積 され て い る情 報 ス トック量(計 量 対 象 メデ ィア につ いて は付 表8を 参 照)は 、

6年 度 にお いて1.24×1015ワ ー ド(6.61×1016ビ ッ ト(注'3})であ り、 昭和59年 度 と比 較 して1.53倍

となっ てい る。個 別 の メデ ィア構 成 を見 る と、家庭 の蔵 書 を中心 とす る書籍 が68.3%と 大 部分 を

占 めてお り、以 下 、デ ー タベー ス(7,0%)、 地上 系 テ レビ ジ ョン放送(6.64%)、 事 業所 等で 保管

され る手書 き文書(6.61%)と 続 いて い る(第1-3-14図 参照)。

6年 度 の情 報 ス トック量 と昭和59年 度 か らの増 加 率(倍 数)を 各 メデ ィア につ い て見 てみ る と、

情報 ス トック量 が 多 い!0メ デ ィアの 中で 増加 率 が高 い もの は、 ケー ブル テレ ビ(26.8倍)、 地上 系

テ レ ビジ ョン(13.2倍)、 ビデ オ ソフ ト(12.6倍)が 挙 げ られ る。 その ほか衛星 テ レビ(2,923倍)、

レンタル ビデ オ(264倍)が 非 常 に高 い伸 びを示 してい る(第1-3-15図 参 照)。

また、 電気通 信 系映 像 メデ ィアの情 報 ス トック量 全体 に 占め る割合 の推 移 を見 る と、上 昇 傾 向

にあ る こ とが分 か る(第1-3-16図 参 照)。

第1-3-14図 情報ス トック量のメデ ィア構成
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第1-3-15図
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第1-3-16図 情報ス トック量 に占め る電気通信系映像 メデ ィアのシェアの推移
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(2)地 域 の情 報 ス トックの動 向

6年 度 の都 道府 県別情 報 ス トック量 の シェ ア を見 る と、東 京15.7%、 神 奈川8.6%、 大阪7.9%、

千葉6.4%、 埼玉5.4%の 順 となっ て い る。

また、 一 人 当た りの1青報 ス トック量 を見 る と、東 京(全 都 道 府県平 均 の1.91倍)、 千葉(同1.60

倍)、 神 奈川(同1.50倍)、 栃木(同1.36倍)、 大 阪(同1.30倍)の 順 とな る(第1-3-17図 参照)。

昭 和59年 度 と比較 した一 人当 た り情報 ス トック量 の伸 びが大 きいの は、埼玉(1.70倍)、 福 井(1.66

倍)、 沖 縄(1.65倍)、 山梨(1.632倍)、 福 岡(1.625倍)、 愛知(1.621倍)等 で あ るが 、 これ らの県 は

いず れ も埼 玉 を除 いて一 人 当た りの情 報 ス トック量 につ いて は全都道 府 県平均 以下 で あ る。

また、一 人 当た り情 報 ス トッ ク量 の地域 間格 差 を とらえるた めに変動係 数 を見 る と、昭和59年

以 降、 ほぼ一貫 して低 下傾 向 にあ るが、 その水準 は一 人 当た りの発信1青報 量 や選択 可 能 情報量 よ
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第1-3-17図 都 道府県別一人当た り情報 ス トック量
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2,0

6年 度/1眉 和59fF度 比(倍)

L8

16

1.4

1.2

1∫1

0.8

〔〕.6

0.4

0.2

〔」.0

[=コ6fl度 翁κ1;道r仔甲 ナ均 」ヒ

ー{}-6臼 慢Lβ召干059ffr蔓1ヒ

6年度平均

糧 糠i奈翻 糠 騰 望ll謡麟隣 潅 最艦 享麟 霧蝿 柴旙 瓢 論 瓢 蠕 護徽 慧麟 算
川 道 山 島

(注)6年 度 の全都道府県平均比は、全国47都 道府県の平均に対す る比率を倍数で示 したもの。

6年 度/昭 和59年 度比は、昭和59年 度か ら6年 度の間に情報量が何倍になったかを示 した もの。
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りも高 いことが分 かる(第1-3-18図 参照)・ この こ とか ら、情報 ス トック量 の地域 間格差 は縮

小傾向にあ るものの、情報流通量 に比べ依然 として大 きい と言 える
。

さ らに・一人 当た り県内総生産 の地域間格差 と比較す る と
、6年 度の一人当た り情報 ス トック

量の変動係数は0・27で・一人当た り県内総生産の地域間格差(変 動係数=0
.23:4年 度)よ り大

きくなっている。
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第1-3-18図 一人当た り情 報ス トック量等の変 動係数の推移
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3情 報通信機器ストックの動向

情報化の進展の動向を情報通信機器の蓄積(ス トック)と いう点か らとらえ、産業連関表等 を

利 用 して、我が国の情報通信機器 ス トックの現況 を明 らか にす る。 さらに、米国 との比較 により

我が国の情報通信機器 ス トックの水準 を概観す る。

4年 末 における我が国の情報通信機器 ス トックは、我が国全体並 びに家計、企業及 び公共の各

部門において、昭和60年 末 と比べ る と、着実 に増加 して きてお り、特 に企業部門での伸びが大 き

い。 また、 それぞれの部門が1青報通信機器 ス トック全体 に占める比率 において も、企業部門の拡

大 が著 しい。4年 末 にお ける情報通信機器 ス トックを 日米で上辟交してみ ると、「総 ス トック」に占

める部門別 の比率で、家計部門では我 が国の比率の方が大 きいが、公共部門で は米国の方が高 い

のが特徴で あ る。

(1)我 が国の情報通信機器ス トックの動向

ここで は、情報通信の用 に供 され る財 を情報通信機器 ととらえ、情報通信機器製造業の生産す

る財が1青報通信機 器であ る とす る。家計、企業及び公共の部門 にお いて各主体 が保有す る情報通

信機器 のス トックをD清 報通信機器 ス トック」(蹴として とらえ、全体 及び これ ら3部 門各々につ

いて、 その推移等 を概観 す る。

4年 末 にお ける我が国の情報通信機器 ス トックは全体で は63兆6,500億 円(対 昭和60年 比112 .1
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%増)で あ り、部 門別 で は、家計 部 門 は11兆4,000億 円(同93.3%増)、 企 業部 門 は44兆6,200億

円(同135.1%増)、 公共 部門 は7兆6,300億 円(同48。6%増)で あ った(第1-3-19図 参 照)。

第1-3-19図 我が国の情報通信 機器ス トックの推移
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それぞれの部門が1青報通信機器 ス トック全体 に占める比率を見てみ る と、家計部門が17 .9%、 企

業部門が70・1%及 び公共部門が12.0%で 、昭和60年 末(家 計部門19.7%、 企業部門63 .2%及 び公

共部門が17ユ%)と 比較す る と、企業部門は拡大が著 しく、逆 に公共部門は徐 々に比率が低下 し

て きている(第1-3-20図 参照)。

また・4年 末 における我が国の情報通信機器 ス トックを、我が国の実質GDPの 成長 と比較 し

て見 ると・我が国の実質GDPが 対昭和60年 末比25,4%成 長 しているのに対 し、我 が国の情報通

信機器 ス トックは・全体で112・1%増 ・部門別で は・家計部門は93.3%増 、企業部 門は135 .1%増 、

公共部門は48.6%増 と、我が国経済 全体 よ りも高い成長 を してい るこ とが分か る。

ここで・家計部門の耐 久消費財 ス トック(1115)、企業部門の資本ス トック(注16吸び公共部門の資本

ス トックUDを 合計 した ものを 「総 ス トック」として とらえ、 その中で我が国の情報通信機 器 ス ト

ックが占める比率を見 る。4年 末 においては、4.2%で あ り、昭和60年 末 と比・・ミ、1 .2ポ イン ト増
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第3節 情報化の動向一

加 している。 また、部門別の情報通信機器 ス トックが それぞれ対応す る部門の耐久消費財 ス トッ

クまたは資本 ス トックに占める比率 を見 ると、家計部門では10.6%(同2.2ポ イン ト減)、 企業部

門で は5.4%(同1,7ポ イン ト増)及 び公共部門で は1.3%(同0.1ポ イン ト増)と なってお り、比

率で は家計部門が高いが、伸 びでは企業部門が高い。

第1-3-20図 我が国の情報通信機器ス トックの構成比の推移
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(2)情 報通 信機 器 ス トックの 日米比 較

ア 米 国情報 通信 機器 ス トックの 動 向

4年 末 にお ける米 国 の情 報 通信機 器 ス トッグ`n8)は7,030億 ドル(98兆7,580億 円(注'91、対 昭和60

年(1985年)末 比33.4%増)で あ った。 部門 別で は、 家計 部 門 〔枷}は1,300億 ドル(16兆8,910億

円、同69.7%増)、 企業 部 門(`}21)は3,790億 ドル(54兆2,790億 円、同18.6%増)、 公共 部門lI1221は1,930

億 ドル(27兆5,880億 円、 同50.7%増)で あっ た。 それ ぞ れの部 門 がi青報 通 信 機器 ス トック全体 に

占 め る比 率 を見 てみ る と、家 計部 門 が18.5%、 企 業 部 門が54.0%及 び公共 部門 が27.5%で 、昭 和

60年 末(家 計部 門14.6%、 企 業部 門60.1%及 び公 共部 門 が24.4%)と 比較 す る と、家計 部門 の比 率

の拡 大 が著 しい。

イ 情 報通信 機器 ス トックの 日米 比較

米 国 につ いて我 が 国 と同 様 に 「総 ス トック」 を とらえ、 その 中で1青報通 信機 器 ス トックが 占め

る比率 を見 る と、4年 末 にお い ては、4,0%(対 昭和60年 末比0.3ポ イン ト増)で あっ た。 また、
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部門別の情報通信機器 ス トックが それぞれ対応す る部門の耐久消費財 ス トック または資本 ス トッ

クに占め る比率 を見 ると、家計部門で は3.2%(同0.5ポ イン ト増)、 企業部門で は4.3%(同 増減

な し)及 び公共部門では4.3%(同0.9ポ イン ト増)と なってい る。

「総 ス トック」に占める情報通信機器 ス トックの比率につ いて 日米比較 をす ると、全体で は我

が国が4.2%、 米国が4.0%と ほ とん ど差が ないが、部門別 に見 る と、家計部門で我が国の比率の

方が7.4ポ イン トも大 きく、我が国は米 国の3倍 以上 の比率であ る。全体及び企業部門でで も我 が

国の比率の方が それぞれ0.2ポ イン ト、1.1ポ イン ト大 きいが、逆 に公共部門で は、米 国の比率の

方が、3.0ポ イン ト大 き くなってお り、米国は我が国の3倍 以上の比率 になっている(第1-3-

21表 参照)。

第1-3-21表 総ス トックに対す る情報通信 機器 ス トックの比率の 日米比較

(単位:%)

(4年末)家 計部門 企業部門 公共部門 全体

我が国

米国

10.6

3.2

5.4

4,3

1.3

4.3

4.2

4.0

郵政省資料、 「1990年日米国際産業連関表(速 報)」(通 商産

業省)等 により作成

4家 庭 ・地域等の情報化の動向

(1)指 標で見 る家庭の情報化

我 が国の家庭 にお ける情報化の進展 を、情報 を入手す るための手段 の多様化及び情報 を入手す

るために支 出 した費用の二つの側面 か らとらえるこ ととし、 それぞれについて情報装備指標 及び

情報支出指標 を作成 した(第1-3-22図 参照)(各 指標 の内容 については付表23参 照)。

情報装備指標 は、家庭 にお ける様 々な情報通信機 器の保有数 と様 々な情報通信ネ ッ トワー クへ

の加入率を指数化 して、その推移 を表 した ものであ る。昭和60年 を100と した6年 の指数は、対前

年比で4.5ポ イン ト増加 し190.5と なってお り、家庭 における情報装備 は着実に進展 してい るこ と

が分 か る。 これは、主 としてワープ ロ、パ ソコン、 ファクシミリ等の情報通信機器の保有数の増

加が要因 となっている。

情報支 出指標 は、家計消費支出 における情報通信関連支 出の推移 を表す もので あ り、情報通信

機器の購 入、情報通信ネ ッ トワー クへの加入 ・継続及び1青報 ソフ トウェアの購 入に係 わ る名 目支

出 を、品 目ご との消費者物価指数で実質化 し指標化 した ものであ る。昭和60年 を100と した6年 の

指数 は、対前年比で1.1ポ イン ト増加 し125.9と なってお り、情報通信関連支 出は微増 に とどまっ

てい る。 これは、情報通信機器の購入 に関す る支出、衛星放送やケーブルテ レビの普及の進 展に

伴 い、放送受信料への支 出等 が1頂調 に伸 びているのに対 し、放送受信料以外 のネ ッ トワー ク関連

の支出及 び情報 ソフ トウェア関連 の支出が横 ばい となっている結果であ る。

この ように、家庭 における情報化 は、情報通信機器類の多様化 が進 む一方、ネ ッ トワークへの

加入 による情報通信サービスの利用 については、普及が始 まった ところであ る と言 える。
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第1-3-22図 家庭の情報化指標
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ll9.1

3

166.7

120。9

4

180.0

ll9.1

5

186.0

124.8

6

190,5

125.9

(2)指 標で見 る地域の情報化

ここで は、地域の情報化 について、都道府県単位で1青報化の状況について指標 を作成 し、地域

上ヒ較 を行 う。

地域の情報化の把握 に当たっては、情報通信 を利用す るための前提 とな る環境整備 の状況及び

情報通信の実際の利用度合いの二つの側面か らとらえることとし、 それぞれにっいて 「情報通信

環境整備指標」 と 「1青報通信利用度指標」 を作成 した(付表24)。

情報通信環境整備指標 は7項 目か ら、情報通信利用度指標 は!1項 目か らそれぞれ構成 され、各

項 目の全県平均 を100と し指数化 し、各項 目の指数の総和 を各指標の値 とした。

ア 情報通信環境整備指標

情報通信環境整備指標 につ いて、 都道府県別に結果 をまとめた ものが第1-3-23図 であ る。

指標 を構成す る項 目について変動係数を見てみ る と、ケーブルテレビ加入可能世帯割合、IS

DNサ ー ビス区域数等で高 くなってお り、 これ らのメデ ィアで地域間格差が大 きいこ とが分か る

(第1-3-24表 参照)。

イ 情報通信利用度指標

情報通信利用度指標 について、都道府県別 に結果 を まとめた ものが第1-3-25図 で ある。

指標 の値が最 も高 いのは東京都であ り、全県平均 の約2倍 となってお り突出 している。

また、指標 を構成す る項 目について変動 係数 を見てみ ると、ケーブルテレビ受信契約数、無線

呼出 し契約数、 インターネ ットホー ムページ数等で高 くなってお り、 これ らの メデ ィアで地域間

格差 が大 きいこ とが分か る(第1-3-24表 参照)。
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第1-3-23図 情報通信環境整備指標
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第1-3-24表 地域の情報化に関する変動係数一覧

1一人当た り県民所得 0.141

情報通信環境整備指標

ISDNサ ー ビス区域数

郵便局数

民 間テ レビチ ャンネル数

0.15

0.50

0.43

0.32

民 間ラジオチ ャンネル数

ケーブルテレビ受信可能世帯割合

パ ソコン通信主要ネ ッ ト局のア クセスポイ ン ト数

イ ンターネッ ト主要 プロバ イダーのアクセスポイ ン ト数

0.42

0.60

0.36

0.38

情報通信利用度指標

国内電話通話発信回数

国内ISDN発 信回数

自動車 ・携帯電話発信回数

無線呼出し契約数

国内郵便引受物数

0.24

0.16

0.38

0.35

1.00

0.45

テレビ平均視聴時間

ラジオ平均聴取時間

ケーブルテレビ受信契約数

衛星放送受信契約数

主 要パ ソコンネ ッ ト局数

イ ン ター ネ ッ トの ホ ー ムペ ー ジ数

0.07

0.15

1.35

0.34

0.35

0.65

ウ 指標 と一人当た り県民所得の対比

一 人当た り県民所得 と両指標の都道府県間格差 の状 況を、変劃孫 数を用 いて対比す る(第1-

3-24表 参照)。

両指標 の変酬 系数は、情報通信環境整備指標、情報 通信利用度指標 とも、一人当た り県民所得

よ り大 きく、地域の情報化の都道府県間格差 は、実質的にはかな り開いている と言 える。

(3)障 害者の情報通信の利用実態

障害者が障害の ない人 と同等 に生活 し、活動す る社会を目指す ノーマライゼー ションの理念の

ド、障害者が積極II勺な社会参加を行 うためには、情報通信 は重要 な手段の ひ とつ となってい る。
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第1-3-25図 情報通信利用度指標
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749
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965
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茨城県
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784

836
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792
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障害者が肩報通信 をどのよ うに利用 しているかを、郵政省郵政研究所が、(社 福)盲 人会、(社 福)

日身連 、㈲聾唖連盟 及び㈱全難聴(注25切協力を得 て行 った、「身体障害者の情報通信 システムの利

用実態等 に関す る調査」(7年6月)(ΣL26}に よ り概観 す る。

電話の利用につ いて見 ると、1日 に1回 で も電話を利用す る人の割合(電 話行動者率)に おい

ては、(社 福)盲 人会及び(社 福)日 身連の回答者の電話行動者率が非特定 に比べ発信、受信 とも

に多い。 また、働聾唖連盟及 び㈹全難聴の回答者 につ いて も、発声 ・聴覚 という従 来の電話の利

用上不可欠 な機能制約があ るに もかかわ らず、工夫 を しなが ら電話 を利用 している(第1-3-

26図 参照)。

また、テレビの平均視聴時間 につ いて見 ると、(社 福)日 身連の回答者が最 も多いが、(社 福)盲

人会の回答者 について も非特定 と大差 ない視聴時間 となってい る(第1-3-27図 参照)。

さらに、 ファクシ ミリの保有率 について見 る と、(社 福)盲 人会の回答者以外で は、非特定の回

答者の保有率 を上 回ってお り、特 に、働聾唖連盟 の回答者で は96.0%、 ㈹全難聴 の回答者で も77.6

%も の保有率 となっている。両者 に とって、 ファクシミリは必要度の高 い通信手段 となっている

ことが、 この こ とか ら伺 える(第1-3-28図 参照)。

一方、パ ソコンの保有率で は(社 福)盲 人会の回答者が最 も大 きく、非特 定の約!.5倍 となって

いる。 ワープ ロを含 めた保有率で は働聾唖連盟の回答者が最 も大 きい(第!-3-29図 参照)。 パ

ソコン通信の利用実態 につ いて見 ると、 いず れの回答者の利用率 も、非特 定の利用率を上 回って

お り、特 に、働聾唖連盟では8.1%と 、非特定の3倍 もの利用率 となっている(第1-3-30図 参

照)。
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第1-3-26図 電話行動者率(1日) 第1-3-27図 テ レビ平均視聴時間(1日)
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第1-3-30図 パ ソコン通信の利用率
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(付表8)情 報流通量 、情報 ス トック量 の計量対 象メデ ィア

メデ ィア名

電

気

通

信

系

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

加入電話

自動車 ・携帯電話

列車 ・船舶電話

無線呼 び出 し

加 入回線ファクシミリ

テレビ番組配信(地 上

波テレビ局への配信)

テレビ番組配信(ケーフ"ル

テレビ局へ の配信)

ラジオ番組配信(地

波 ラジオ局への配信)

新 聞紙面伝送

専用サー ビス(電 話)

専 用サ ー ビス

(フ ァクシ ミリ)

専 用サ ー ビス

(デー タ伝送)

専 用サ ー ビス

(画像映像伝送)

通信衛星

デ ジタルデータ伝送

テ レビ会議

ビデオテ ックス

ファクシ ミリ通信網

(フ ァクシ ミリ)

ISDN(電 話)

ISDN

(フ ァクシ ミリ)

ISDN

(デー タ伝送)

ISDN

(画像映像伝送)

電報

テ レックス

構 内電話(構 内通信)

構内無線(構 内通信)

LAN

私設無線

有線放送電話

オフ トー ク通信

MCA無 線

コ ンビニエ ンス

ラジオフォン

情報流

通量

全

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

地

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

情 報 スト

ック量

全

○

○

○

○

○

○

○

地

○

○

○

メデ ィア名

電

気

通

信

系

輸

送

系

空

間

系

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

5ユ

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

テ レ ター ミナ ル

AVM

パ ソ コ ン通 信

デー タベ ー ス

地上波テ レビ放送

ケーブルテ レビ放送

衛星テ レビ放送

ハ イビジョン放送

AMラ ジオ放送

FMラ ジオ放送

衛星 ラジオ放送

有線 ラジオ放送

文字 放送

構内放送

インターネ ッ ト

封書

はが き

電子郵便

手書 き文書

ワー プロ文書

コンピュー タ文書

文書 コピー

新聞

雑誌

書籍

その他印刷物

ビデオ ソフ ト

オーデ ィオ ソフ ト

コンピュー タソフ ト

パ ソコンソフ ト

図書 館

レンタル ビデオ

レンタルオーデ ィオ

CD-ROM

掲 示伝送

講演 ・演劇 ・コンサート

スポー ツ観戦

映画上映

学校教育

社会教育

会議

対話

情報流

通量

全

0

0

0

○

○

○

○

○

○

○

○

0

0

0

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

o

O

O

O

O

O

O

地

0

0

0

0

0

0

○

○

○

0

0

0

0

0

○

0

0

○

○

0

情 報 スト

ック量

全

○

○

○

0

0

0

0

0

0

0

○

○

○

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

地

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

(注)全 は 「全国」 ・ 「地」は 「地域 別」 の情報流通量 、情報 ス トック量の計量対 象

であることを表す。

一98



第3節 情報化の動向

(付表9)情 報流通 セ ンサ ス調査結果の概 要(6年 度分)

原 発 信

情 報 量

発 信

情 報 量

選択 可 能

情 報 量

消 費 可 能

情 報 量

消 費

情 報 量

情 報

ス トック量

全メディア

〔対前年度比%〕

(59年 度比)

7.83×lol5ワ ート"

(=4.17×1017ヒ"ッ ト)

[ll.0]

(3.26倍)

1.07×1016ワ ート"

(=5.70×lol7ヒ"ッ ト)

[8.1]

(2.43倍)

3.70×1017ワ ート"

(=1.97×1019ヒ"ッ ト)

[4.7]

(2.05倍)

7。51×1016ワ ート"

(=4.00×lol8ヒ"ッ ト)

[2.1]

(1.67倍)

2.00×lol6ワ ー ト"

(=1.07×10ユ8ヒ"ッ ト)

[4.1]

(1.55f音)

1.24×lol5ワ ート"

(=6.61×lol6ヒ"ッ ト)

[-4.6]

(1.54倍)

電気通信系

〔対前年度比%〕

(59年度比)

5.45×1015ワ ート"

(二2.90>〈1017ヒ"ッ ト)

[16.4]

(26.91倍)

5.46×10i5ワ ート"

(=2.91×10エ7ヒ"ッ ト)

[16.4]

(26.62倍)

3.57×lol7ワ ー ト"

(=1.90× ユol9ヒ"ッ ト)

[4.9]

(2.12倍)

6.26×lol6ワ ート"

(;3.34×lol8ヒ"ッ ト)

[2.5]

(1.89倍)

1.26×1016ワ ート"

(=6.72>〈 工017ヒ"ッ ト♪

[6.3]

(2.03倍)

2.00×lol4ワ ート"

(=1.07×lol6ヒ"ッ ト)

[2.9]

(4.15倍)

輸送系

〔対前年度比%〕

(59年 度比)

5.09>〈1013ワ ー ト"

(=2.71×1015ヒ"ノ ト)

[2.9]

(2.41倍)

2.95×1015ワ ート"

(=1。57×lol7ヒ"ッ ト)

[1。1]

(1.46倍)

2.81×1015ワ ート"

(=1.50>く1017ヒ"ン ト)

〔1.0]

(1.47倍)

2.81×lol5ワ ー ト"

(=1.50×lol7ヒ"ソ ト)

[1。0]

(1.47倍)

1.04×lol5ワ ート"

(=5.54×lo」6ヒ"ンD

[4.8〕

(1.89倍)

1.04×lol5ワ ート"

(=5.54× ユol6ヒ"ッ ト)

[-5.7]

(1.37倍)

空間系

〔対前年度比%〕

(59年 度比)

2.32×1015ワ ー ト"

(=1.24×1017ヒ"ッ ト)

[0.3]

(1.07倍)

2.33×1015ワ ート"

(=1.24×1017ヒ"ッ ト)

[0.3]

(1.07倍)

9.66×lol5ワ ー ト"

(=5.15><loi7ヒ"ッ ト)

[-0.3]

(0.97倍)

9.66>〈lol5ワ ート"

(=5.15×lol7ヒ"ッ ト)

[-0.3]

(0.97倍)

6。37×lol5ワ ート"

(=3.40×10ユ7ヒ"ッ ト)

[-0.1]

(1.04倍)

5.34×10王oワ ー ト"

(=2.85×1012ヒ"ッ ト)

[-0.4〕

(1.02倍)
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一 第1章 平成7年 情報通信の現況

(付表10)都 道府県 別の情報量 、情報 ス トック量

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜
静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山 口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊'本

大分

宮崎

鹿児島

1中縄

全国

発信情報量

(ワ ー ド)

2.09×1014

4.91×lol3

4.71×lol3

7.72×lol3

4.10×lol3

4.42×lol3

7,28×1013

1.02×lol4

6.91×lol3

7.39×lol3

2。36×1014

2.06×1014

1.02×lol5

2.97×lol4

8.40×loi3

3.93×1013

4.34×1013

2.93×lol3

3,07×lol3

8.15×1013

7。56×lol3

1。29×lol4

2.65×1014

6.26×lol3

4.41×1013

1.ll×1014

3.71×lol4

1.99×1014

5.33×1013

3,91× ユol3

2.27×lol3

2.89×1013

7.04×10【3

1,03×lol4

5.70×lol3

2.91×lol3

3.78×lol3

5,25×lol3

2.78×1013

1.69×10】4

2.93×10】4

5.02× ユOB

6.02×lol3

4。27×lol3

3.77×10]3

5.84×1013

4.10×1013

5.12×lol5

(ビ ッ ト)

1.12×1016

2.62×lol5

2.51×lol5

4.!2>くlol5

2。18》 くlol5

2.35×1015

3.88×1015

5.45×lol5

3.69×1015

3,94×lol5

1.26×1016

1.10×1016

5.43×1016

1.58>〈lol6

4.48×lol5

2.10×1015

2.31×lol5

1.56×lol5

1.63×lol5

4.34×1015

4.03><lol5

6.89×1015

1.4!×lol6

3.34>くlol5

2.35×lol5

5.90×lol5

1.98×1016

1.06×1016

2.84×1015

2.08×1015

1.21×lol5

1.54×lol5

3.75×1015

5,51×lol5

3,04×lol5

1.55×loL5

2.02×10[5

2.80×1015

1。48× ユ015

9.Ol×1015

1.56×lok5

2.67×1015

3.21× ユol5

2.28×lol5

2.Ol×10}5

3.ll×lol5

2.19×lol5

2.73×lol7

占有率(%)

4.1%

1.0%

0.9%

1.5%

0.8%

0.9%

1.4%

2.0%

1.4%

1.4%

4,6%

4.0%

19.9%

5.8%

1。6%

0.8%

0.8%

0,6%

0.6%

1.6%

1,5%

2.5%

5.2%

1.2%

0.9%

2。2%

7.2%

3.9%

1.0%

0.8%

0.4%

0.6%

1.4%

2.0%

1.1%

0.6%

0.7%

1.0%

0。5%

3.3%

0.6%

1.0%

1.2%

0.8%

0,7%

1.1%

0.8%

選択可能情報量

(ワ ー ド)

1.51×lol6

2.86×10王5

2.55×1015

5.53×1015

1.95×1015

2。58×lol5

4.13×lol5

8.00>く1015

5.96×lol5

6.03×1015

2.43×lol6

1.95×lol6

4.54×lol6

2.89×1016

5.71>〈1015

2.39×1015

2.82×1015

2.26×lol5

4.17×1015

8.32×1015

6.33×lol5

9.21>〈lol5

2.22×1016

5.89×lol5

3.ll×1015

7.28×1015

2.53×1016

1.61×1016

4.07×1015

2.52×lol5

L41×1015

1.78×lol5

5.44×lol5

6.58× 工ol5

3.46× ユol5

1.82×lol5

2.97×1015

3.53×loI5

1.68×10!5

1。25×1016

1.88×lol5

3.51×lol5

3.72×1015

2.90×lol5

1.65×lol5

3.04×loI5

1.55×lol5

3.60×lol7

(ビ ッ ト)

8.04×lol7

1.53×lol7

1.36×lol7

2.95×lol7

1.04×lol7

1.37×1017

2.20×lol7

4.26×lol7

3.18×lol7

3.22×lol7

1.30>〈lol8

1.04×lol8

2.42×lol8

1.54×lol8

3.04×1017

1.27×1017

1.51×lol7

1.20×1017

2.22×1017

4.44×lol7

3.37×lol7

4.91×lol7

1.!9×lol8

3.14×lol7

1.66×1017

3.88×1017

1.35×1018

8.60×1017

2.17×lol7

1.34×1017

7,52×lol6

9.50×lol6

2.90×Iol7

3.51×1017

1.84×1017

9.70×10亘6

1.58×lol7

1.88×lol7

8.98×lol6

6.67×lol7

1.00×lol7

1.87×lol7

1.98×lol7

1.55×lol7

8.82×1016

1.62×lol7

8.24×1016

1。92×10[9

占有率(%)

4.2%

0.8%

0.7%

1.5%

0.5%

0.7%

1.1%

2.2%

1.7%

1.7%

6.8%

5.4%

12.6%

8.0%

1.6%

0.7%

0.8%

0.6%

1.2%

2.3%

1,8%

2.6%

6.2%

1.6%

0.9%

2.0%

7.O%

4.5%

1.1%

0.7%

0.4%

0.5%

1.5%

1.8%

1.0%

0.5%

0.8%

1.0%

0.5%

3.5%

0.5%

1.0%

1.0%

0.8%

0.5%

0.8%

0.4%

消費可能情報量

(ワ ー ド)

2.92×1015

7.22×lol4

6.53×1014

1.22×lol5

5.78×1014

6.61×1014

1.03×1015

1.44×1015

1.07×1015

1.08×lol5

3.47×1015

3.04×1015

7.ll×1015

4.54×1015

2.28×lol5

6.87×lol4

6.25×1014

4.85×1014

4.40×1014

1.19×lol5

1.16×1015

2。Ol×1015

3.76><1015

9.48×lol4

6.47×lol4

!.38×lol5

4.33×lol5

2.78×1015

8.00× 工014

5.27×1014

3.49×lol4

4。22×lol4

1.07×lol5

1,54×lol5

8.53×1014

4.30×1014

5.74×1014

7.84×lol4

4.14×1014

2.44×lol5

3。60>〈1014

6.60×1014

8.51×lol4

5.88×loN

4.86×10[1

7.47×10h

4.13×10【4

6.56×loi6

(ビ ッ ト)

1。56×lol7

3.85×loI6

3.48×lol6

6.52×1016

3.08×lol6

3.53×1016

5.47×1016

7.68×1016

5.70×1016

5.76×10エ6

1.85×lol7

1.62×1017

3.79×1017

2.42×lol7

6.82×1016

3.66×lol6

3.33×1016

2.58×1016

2.35×lol6

6.32×lol6

6.17×lol6

10.7× ユol7

2.00×1017

5.05×lol6

3.45×lol6

7.35×1016

2.31×lol7

1.48×lol7

4.26×lol6

2.81×1016

1.86×1016

2.25×lol6

5.71×lol6

8.22×1016

4.54×10i6

2.29×10L6

3.06×lol6

4.18×lol6

2.20×lol6

1.30×lol7

1.92×1016

3.52×1016

4.53×lol6

3.14×1016

2.59×1(116

3.98×1(「16

2.20×]〔}:1

占有率(%)

4.5%

1.1%

1.0%

1.9%

0.9%

1.0%

1.6%

2.2%

1.6%

1.6%

5.3%

4.6%

10.8%

6.9%

2.0%

1.0%

1.0%

0.7%

0.7%

1.8%

1.8%

3.1%

5.7%

1.4%

1.0%

2.1%

6.6%

4.2%

1.2%

0.8%

0.5%

0.6%

1.6%

2.4%

1.3%

0.7%

0.9%

1.2%

0.6%

3。7%

0.5%

1.0%

1.3%

0.9%

0.7%

Ll%

3.49×1〔1了}

0.6%
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第3節 情報化の動向一

(単 位 ワ ー ド、ビ ッ ト、%)

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜
静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

全国

消費情報量

(ワ ー ド)

6.37×1014

1.57×1014

!.47×1014

2。47×1014

1.29×1014

1.33×lol4

2.23×1014

3.26×lol4

2.22×1014

2.17×lol4

6.94×IO14

6.06×1014

1.33×lol5

8.54×lol4

2.72×lol4

1.23×1014

1.26×1014

8.89×lol3

9,52×1013

2.27×1014

2.19>くlol4

3.93×lol4

7.41>〈1014

1.88×1014

1.29>く1014

2.72×1014

9.15×lol4

5,64×lol4

1,40×lol4

1.09×lol4

6.44×lol3

8.66×1013

1,99×lol4

3,10×1014

1.71×1014

8.85×lol3

1.12×lol4

1。64×1014

8,54×lol3

5.17×1014

8,98×loL3

1.66×lol4

1.93>〈lol4

1.31×1014

1.21× ユol4

1.86×lol4

1.19×1014

1.33×1016

(ビ ッ ト)

3.39×lol6

8.37×1015

7,86×1015

1.32×lol6

6.88×1015

7.ll×lol5

1.19×lol6

1.74>〈lol6

1.18×lol6

1.16×lol6

3.70×lol6

3.23×lol6

7。07×lol6

4.55×lol6

!.45× ユol6

6.53×lol5

6.72×!ol5

4.74×1015

5.08×1015

1.21xlol6

1.17>く1016

2.09×1016

3.95×1016

1.00×1016

6.90×1015

1,45×lol6

4.88×lol6

3。00×lol6

7,46×1015

5.80×lol5

3.43×1015

4.62×!015

1.06× ユol6

1.65×1016

9.10×lol5

4,71×lol5

5.96×lol5

8.75×lol5

4.55×1015

2.76×1016

4。79×1015

8.84×1015

1.03×lol6

7.00×lol5

6.46×10[5

9.89×lol5

6。35×lol5

7.10×lol7

占有率(%)

4.8%

1.2%

1,1%

1。9%

1.0%

1.0%

1.7%

2.4%

1。7%

1,6%

5。2%

4,5%

10.0%

6.4%

2。0%

0.9%

0.9%

0.7%

0.7%

1.7%

1.6%

2.9%

5.6%

1.4%

1.0%

2.0%

6.9覧

4.2%

1.0%

0.8%

0.5%

0.7%

1.5%

2.3%

L3%

0.7%

0.8%

1.2%

0.6%

3.9%

0.7%

1.2%

1.5%

1.0%

0.9%

1.4%

0.9%

情報ス トック量

(ワ ー ド)

4.85×lol3

工.28×10エ3

9.80×1012

1.43×1013

5。12× ユol2

1.12×lol3

1.Ol×lol3

1.62×lol3

1.96×lol3

1.14XlO13

5.69×lol3

6.70×1013

1.64×10玉4

8.97×loi3

!.18×lol3

6.99×1012

1.08×lol3

3.33×1012

5.74×1012

1.68×1013

ユ.79×1013

3。03×lol3

4.04×1013

1,35×1013

9.40×lol2

1,55×lol3

8.26×lol3

5.21×1013

1.17×lol3

7.67×lol2

4.46×lol2

5.23×lol2

1。57×lol3

2.33×lol3

ユ.30×lol3

5.71×lol2

7.32×lol2

1.02×lol3

5.16×lol2

2.56×lol3

5.43×lol2

8。75×lol2

1.17×lol3

7.71×1012

6.84×lol2

1.05×1013

6.32×lol2

1.05×1015

(ビ ッ ト)

2.59×1015

6.82×!ol4

5.22×1014

7.60×lol4

2.73>〈lol4

5.97×lol4

5.39×lol4

8.62× ユol4

1.05× ユol5

6.10×1014

3.03×1015

3.57×1015

8.72×lol5

4,78×lol5

6,30×1014

3.73×1014

5.76>く1014

1.77×1014

3.06×1014

8.94×1014

9.56×1014

1.62×1015

2.ユ5×1015

7.ユ9×!014

5.Ol×1014

8.28×1014

4.40×lol5

2.78×lol5

6.24×lol4

4.09×lol4

2.38×lol4

2.79×lol4

8.36×1014

1.24×1015

6,95×1014

3,05×lol4

3。90×1014

5.43×lol4

2.75×lol4

1.37×lol5

2.89×lol4

4.66×lol4

622×lol4

4.11×1014

3,65× ユol4

5.62×lol4

3.37×lo目

5.57× ユol6

占有率椥

4.6%

1.2%

0.9%

1.4%

0.5%

1.1%

LO%

1.5%

L9%

1.1%

5.4%

6.4%

15.7%

8.6%

1.1%

0.7%

LO%

0.3%

0.5%

1.6%

!.7%

2.9%

3.9%

1.3%

O.9%

1.5%

7.9%

5.0%

1.1%

0.7%

0.4%

0.5%

1。5%

2.2%

1.2%

0.5%

O.7%

LO%

0。5%

2.5%

0.5%

0.8%

1.1%

0.7%

0.7%

1.0%

O.6%
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(注11)

変動係数 とは、各量の標準偏差を平均値で割った もので、データの散 らば り具合を数値化す るための指標であ

る。この値が大 きいほど地域間の格差が大 きいことを表 している。

(注12)

MA(単 位料金区域)と は、「その地域の社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画 を考慮 して通話の交流上おお

むね一体 と認められる密接 な関係にある地域か らなるもの」(NTT電 話サービス契約約款)で あ り、全国に567

あ る。同一MA内 の通話は、距離にかかわらず、3分10円 の最低通話料金が適用される。

(注13)

情 報 流通 セ ンサ スで は、1ワ ー ドは、 日本 語 におけ る書 き言葉(漢 字 か な混 じ り文)3.33文 字 に相 当す る とし

て い る。 日本語 キャラ クタ は1文 字2バ イ ト(=16ビ ッ ト)で あ るか ら、1ワ ー ド=53.3ビ ッ ト(=3.33×16)

とな り、 これ を使 って ビッ トに換算 した。

(注14)

我が国の家計、企業、公共部門の情報通信機器 ストック(粗 ス トックベー スの実質価格)は 、各主体が保有す

る情報通信機器の各財ご とに大蔵省令の耐用年数を用いてPI法(恒 久棚卸法)を 使って計算 した。なお、ここ

でいう情報通信機器は、事務用機械、電気音響機器、ラジオ ・テレビ受信機 ・ビデオ機器、その他の電気音響機

器部分品 ・付属品、電子計算機 ・同付属装置、有線電気通信機器、無線電機通信機器、その他の電子 ・通信機器

部分品、磁気テープ ・磁気ディスク、通信ケーブルである。

本年は、昨年が昭和60年 価格基準での実質値を推計 したのに対 し、平成2年 価格基準での実質値 を、さ らに推

計の精度 を高めて推計 した。

〔参考資料〕総務庁 「産業連関表」

通商産業省 「産業連関表(延 長表)」

日本銀行 「物価指数年報」

大蔵省令 「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」

郵政省資料

(注15)

我が国の家計部門の耐久消費財ス トック(粗 ス トックベースの実質価格で、住宅は含 まない。)は、 「国民経済

計算年報」の家計の形態別最終消費支出より耐久消費財への実質家計消費支出額(平 成2年 基準価格)を べ一ス

に推計 を行った。推計に当たっては、郵政省資料による財隣成比率 と大蔵省令の財別耐用年数か ら算出 した平均

耐用年数を用 いて、PI法(恒 久棚卸法)を 使ってス トックを計算 した。

〔参考資料〕経済企画庁 「国民経済計算年報」

大蔵省令 「減価償却の耐用年数等 に関す る省令」

総務庁 「産業連関表」

通商産業省 「産菊連関表(延 長表)」

郵政省資料

(注16)

我が国の企業部門の資本ス トック(粗 ス トックベースの実質価格で、住宅は含 まない。)は、 「民間企業資本 ス

トック年報」による全企業の進 ちょ くべ一 スのス トック額(平 成2年 基準価格)で ある。

〔参考資料〕経済企画庁 「民間企業資本ス トック年報」

(注17)

我が国の公共部門の資本ス トック(粗 ス トックベースの実質価格で・住宅は含 まない。)は 、昭和45年 の 「国

富調査」による有形固定資産 をベ ンチマー クとした。昭和44年 以前の公共投資額は、 「国富調査」記載の取得年

次別構成比 を使って正規分布近似簡略除却法から遡及推計 した・昭和46年 以降の公共部門の投資額は、「国民経

済計算年報」による実質公共投資額(平 成2年 基準価格・公的住宅を除 く)を 使っている。公共部門の資本 ス ト

ック額は・年ごとの公共 役資額を正規分布近似簡略除却法 を使い・PI法q亘 久棚卸法)に より推計 した。
〔参考資料〕経済企画庁 「国民経済計算年報」、「昭和45年 国富調査」

(注18)

米国の家計、企業・公共部門の情報通信機器ス トック(粗 ス トックベースの実質価格)は 、各主体が保有す る
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情報 通信機器 の各財 ご とに、大蔵 省令の耐用年 数 を用 いPI法(恒 久棚 卸法)を 使 っ て計算 した。 なお、 ここで

い う情報通信機 器 は、米 国の産業連関表 の85部 門 にお ける、"Office,computing,andaccountingmachines"、
"Radio

,TV,andcommunicationequipment"及 び"Electroniccomponentsandaccessaries"で あ る。

〔参考資料〕米 国商務省"SurveyofCurrentBusiness"

U.SEIectronicInduststriesAssociation"ElectronicMarketDataBook"

通 商 産業省 「1990年 日米 国際産業連 関表(速 報)」

米国労働省 「消費者物価指数」、「卸売物価指 数」

(注19)

米国のス トック額を日本円に換算す るに当たってはまず、米国の1987年 基準価格のス トック額を米国の卸売

物価指数及び消費者物価指数を使って1990年 基準 に変換 し、次 いで1990年 のOECDの 購買力平価 を用いて円

に換算 した。なお、各ス トックご とに使った購買力平価は以下の通 りである。
・家計部門の耐久消費財ス トック

→家計所有耐久消費財の購買力平価:167円/ド ル

・企業部門の資本 ストック

→総資本形成の購買力平価:172円/ド ル

・公共部門の資本 ストック

→総資本形成の購買力平価:172円/ド ル

・家計、企業及び公共部門の情報通信機器 ス トック
→電気機器の購買力平価:135円/ド ル

〔参考資料〕OECD"PurchasingPowerParitiesandRealExpenditures"(1990)

米国労働省 「消費者物価指数」、「卸売物価指数」

(注20)

米国の家計部門の耐久消費財ス トック(粗 ス トックベー スの実質価格で、住宅は含 まない。)は、下記資料記載

の家計所有耐久消費財である。

〔参考資料〕米国商務省"SurveyofCurrentBusiness"(August,1994)

(注21)

米 国 の企 業部門 の資 本 ス トック(粗 ス トックベー スの実質価格で 、住宅 は含 まない。)は、下記資料記載 の民間

企業 資本 ス トック(非 住宅)で あ る。

〔参考資 料〕米国商務 省"SurveyofCurrentBusiness"(August,1994)

(注22)

米 国 の公共 部門の資本 ス トック(粗 ス トックベー スの実質価格 で、住宅 は含 まない。)は、下記資料記 載の政 府

所有 固定資本 ス トックで あ る。

〔参考資料〕 米国商務省"SurveyofCurrentBusinesぎ'(August,1994)

(付表23)家 庭の情報化指標の内容

指標名
'目

報
装
備
指
標

情
報
支
出
指
標

内 容
家庭 における情 入 段の 夕 、イの 佳移

1情 報 通 信`器 の 保 有数 量

(対 象)カ ラー テ レ ビ、衛 星 放 送受 信 装 置 、VTR、 ス テ レオ 、CDプ レー ヤ ー、ワー プロ 、パ

ソ コ ン、 フ ァク シ ミリ、 プ ッシ ュホ ン

2情 報通信 ネ ッ トワー クへの加入率 世帯当た り契約数)

(対象)住 宅用一般加入電話、衛星放送、 自主放送 を行 うケーブルテレビ、 ビデオテ ックス

家計消 、支出における情報通信関連支出の推移 消費者物価指数により実質化
1情 報 通 信 機 器 の購 入額

(対 象)通 信 機 器 、 ラ ジ オ、 テ レ ビ、 ス テ レオ 、 テ ー プ レ コー ダー 、 ビデ オ テ ー プ レコー ダー 、

パ ソ コ ン ・ワー プ ロ

2情 艮通信 不 ッ トワー クへの加 入 ・継続額

(対象)郵 便料、電話通信料、放送受信料

3情 ソ フ トウ ェア の購 入額

(対 象)レ コー ド ・コ ンパ ク トデ ィス ク、テ ー プ 、新 聞 、 雑誌 、週 刊 誌 、 他 の書 籍 、他 の 印 刷物

注)情 報装備指標は、情報通信機器 の世帯 当た り保有率及び情報通信 ネ ッ トワー クの世帯当た り加入率

を指数化 し、両者の単純平均 よ り算定 した ものであ る。

103一



一 第1章 平成7年1青報通信の現況

(付表24)地 域の情報化の指標の内容

情報通信環境整備指標
項 目

ISDN

郵便
テレビ

ラジオ

ケーブルテ レビ
パ ソコ ン通信

イ ン ター ネ ッ ト

県別ISDNサ ー ビス区域数/県 総面積

県別郵便局数/県総人口
県別民 間テ レビ放送チ ャンネル数

県別民間ラジオ放送チャンネル数(AM+FM)
県別受信可能世帯数/県総世帯数
県別主要 ネ ッ ト局のアクセスポイン ト数/県 総 人口

県別主要 プロバイ ダーのア クセスポ イン ト数/県 総

人口

デー タ出典

郵政省資料
郵政行政統計月報」 郵政省)
郵政省資料
郵政省資料
郵 政省♪料

社二 料

各社資料

情報通信利用度指標

項 目

電話
ISDN

携帯 ・自動車電話
無線呼出し
郵便

テ レビ

ラジオ

ケーブルテ レビ

衛星放送

パ ソコン通信

イ ン ター ネ ッ ト

県別発信回数/県総人口
県別発信回数/県総人口
県別発信回数/県総人口
県別契約数/県総人口
県別引受物数/県総人口

県別平均視聴時間

県別平均聴取時間

県別受信契約数/県総世帯数
県別受信主約数/県総世帯数

県別主要パ ソコンネッ ト局数/県 総 人口

県別ホームペー ジ数/県 総人口

デー タ出典

郵政省資料
郵政省資料
郵政省資料
郵政省資料
郵政行政統計年報」(郵 政省)
1990年 国民生活時間調査」(N
HK放 送文化研究所
1990年 国民生活時間調査」(N

HK放 送文化研究所)
郵政省資料
郵政省資料
平成7年 度全 国パ ソコンネ ッ
ト局実態調査」((財)ニ ュー メ

デ ィア開発協会)

ORIONS(大 阪地域大学 間

ネットワーク)資 料

(注25)

本項 目において、 「(社福)盲 人会」は 「社会福祉法人日本盲人会連合」を、 「(社福)日 身連」は 「社会福祉法

人日本身体障害者団体連合会」を、 「働聾唖連盟」は 「㈲全 日本聾唖連盟 」を、 「㈹全難聴」は 「㈱全 日本難i視聴

者 ・中途失聴者団体連合会」をそれぞれ指 し、 「非特定」のデータは郵政省郵政研究所の 情 報 メディアの利用実

態 に関す る調査報告書」(6年10月)で ある。

(注26)

郵政省郵政研究所が委託 して行ったアンケー トで(社 福)盲 人会、(社福)日 身連、㈲聾唖連盟、㈹全難i聴の協

力を得て・全国1都1道8県 を対象 に、6年12月 中旬か ら7年1月 中旬 にかけて、各団体 に所属する200名 の

障害者並びに盲人会及び日身連 についてはその同居家族に対 しても調査 を行った。回収率は、障害者56.9%、 家
族43.3%で ある。
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